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編集方針

本レポートは、三菱マテリアルグループ（以下、当社グループ）のサステナブル経営に関する考え方・取り組みとその成果や課題・方向性
について、関心をお持ちの皆さまに分かりやすく、かつ包括的にご報告するものです。ご意見をいただきながら、活動の水準を継続的に高
めていくことを目指します。本レポートは、GRIスタンダードの中核（Core）オプションを参照し、制作しています。なお、2020年度から
本レポートはWEBおよび電子媒体（PDF）のみで報告しています。

■ 対象組織

定性的報告︓三菱マテリアル（株）を中心に、グループ会社を含みます。
定量的報告︓グループ会社については以下のとおりです。

温室効果ガス排出量は、Scope1、2は連結子会社91社、Scope3は主要連結子会社49社
上記以外の環境データは、製造事業所を有する主要連結子会社49社
コンプライアンス研修実績は、主要コンプライアンス・リスクマネジメント対象会社等38社
安全成績は、主要連結子会社34社

上記以外は三菱マテリアル（株）単体

※本レポートでは、「三菱マテリアル」「当社」は、三菱マテリアル（株）単体を表します。

■ 主な報告対象組織の変更

2022年度より、以下について連結の対象から除外しています。

（株）マテリアルファイナンス（2023年1月1日付で当社に吸収合併）
ダイヤソルト（株）（2023年3月31日付で事業譲渡）

2023年3月31日付で多結晶シリコン事業を譲渡しましたが、基本的に対象期間の実績数値に含めて記載しています。

■ 対象期間

2022年度（2022年4月1日～2023年3月31日）

※当社グループの最新の状況をご報告するため、2023年4月以降の情報も適宜掲載しています。

■ 報告時期

2023年8月（前回︓2022年8月）

■ ガイドライン

GRIスタンダード2021
GRIサステナビリティ・レポーティング・ガイドライン　セクター開示項目（鉱山・金属業）

※GRI内容索引はWEB・サステナビリティサイトに掲載します。

サステナビリティに関する方針と取り組み

編集方針
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■ 主要な報告ツール

当社グループでは、主として以下のような報告ツールを使用し、体系的な開示に努めています。

名 称 概 要

サステナビリティレポート
三菱マテリアルグループのサステナビリティ分野のマネジメントとマテリアリティ（重要課題）に関する計画・
目標、取り組み、 成果を、詳細データも含めて包括的に報告しています。

統合報告書 三菱マテリアルグループの財務、経営・事業全般等、当社グループが目指す事業の方向性を、財務・非財務の両
面から統合的に報告しています。

WEB・サステナビリティサイト
サステナビリティデータ一覧、過去の報告情報、その他の活動情報等、上記の各報告ツールを補完する内容を掲
載しています。

■ 制作プロセス

当社グループでは、当レポートの制作プロセスを重視しています。対外的な説明責任を果たすため、企業としての透明性・信頼性向上を図
るとともに、当社グループのサステナブル経営推進にもつながるよう制作プロセスを設計しています。

当社では、ステークホルダーと経営の視点で検証・特定した10項目のマテリアリティ（重要課題）を、サステナビリティ活動
およびその報告の基本的な枠組みとしています。ステークホルダーの動向をはじめ、外部環境は常に変化することから、マテリ
アリティ（重要課題）の見直しを定期的に行っており、報告内容についても、その時々のステークホルダーの関心・期待と経営
の状況等を把握しつつ、きめ細かく検討・調整しています。ステークホルダーの関心・期待等の動向把握については、ESG投資
家等の調査や読者アンケートの回答内容、社内ヒアリング等を通じて関係部署から情報を収集しています。また、特に重要性の
高いテーマについては有識者等との対話を適宜実施し、社会課題についての多面的な理解と、当社グループの取り組み内容の検
証に役立てています。
加えて、報告数値について、グローバルな要求項目に照らした網羅的な検証に役立つ「第三者保証」を取得し、透明性と信頼性
の向上に努めています。

当社では、当レポート制作プロセスにおけるコミュニケーション活動を、外部環境変化に対する共通理解や社内浸透等、サステ
ナビリティ活動の推進力に結び付けるよう努めています。当社では、本社・コーポレート部門やカンパニーの関係部署を対象に
適宜ヒアリングし、報告内容の調整だけでなく、ステークホルダーの関心・懸念や今後の課題・方向性等について、意見交換や
情報共有を行っています。また、各関係部署に報告記事作成を依頼し、作成された報告案を巡って意見交換を行うことは、社外
の視点で自部門のサステナビリティ活動を振り返り、その戦略的意義についての共通理解を育てることにもつながっています。

透明性・信頼性の向上●

コミュニケーションを通じたサステナビリティ活動の推進●
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当社グループにおけるサステナビリティ

当社グループは、2005年4月にCSR活動に取り組むことを「CSR宣言」として公表し、2006年5月に「CSR活動方針」を制定、CSR活動に
取り組んできました。近年、気候変動や環境問題、社会問題等に対する関心の高まりとともに、サステナビリティをより重視していく社会
の流れを踏まえ、当社グループとしてサステナビリティをより積極的かつ能動的に推進していく姿勢を明確にするため、2021年12月に「サ
ステナビリティ基本方針」を制定しました（2023年4月1日改定）。あわせて同方針のもと、人権方針、調達方針を策定し、環境方針を改定
しました。
当社グループは、「人と社会と地球のために」という企業理念のもと、「循環をデザインする」という新たなビジョンを掲げ、「持続可能
な社会（豊かな社会、循環型社会、脱炭素社会）を実現する」ことをミッションとしており、社会全体の持続可能性（サステナビリティ）
が企業活動の将来に重大な影響を与えるとの認識を前提に、事業活動を通じた社会課題の解決の実践により社会的価値と経済的価値の両立
を目指しています。

■ 三菱マテリアルグループの企業理念およびステークホルダー概念図

私たちは、「人と社会と地球のために」を企業理念として、ステークホルダーから信頼の得られる事業活動を行い、社会的責任を果たして
ゆきます。
私たちは、サステナビリティに関して、積極的な対応をより一層進めてゆきます。そして、目指す姿の実現を通して企業グループとしての
持続的成長を図ってゆきます。

私たちは、安全と健康を最優先事項とし、労働災害の防止や労働衛生の確保、社員の健康管理、自然災害や世界的感染症に対
する危機管理など、労働環境の整備に努めます。

私たちは、人権尊重を事業活動の基盤となるものと考え、国際的に宣言されている人権の原則を尊重します。

私たちは、多様な個性を認め合い尊重し、新たな価値を創造することで当社グループの持続的成長の源泉とするべくダイバー
シティ＆インクルージョンを積極的に推進します。

サステナビリティに関する方針と取り組み

サステナビリティに関する基本方針

サステナビリティ基本⽅針

安全と健康最優先の労働環境整備1.

⼈権尊重2.

ダイバーシティ＆インクルージョンの推進3.
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私たちは、株主・投資家、社員、お客様、お取引先、国際社会・地域社会など、ステークホルダーとの積極的なコミュニケー
ションを通して、相互理解に努め、共存共栄を図ります。

私たちは、ガバナンスを強化するとともに、企業活動を推進するうえで必須条件となる法令遵守の徹底や不祥事の未然防止を
図るため、コンプライアンスやリスクマネジメントの更なる徹底に取り組みます。

私たちは、すべてのお取引先との間で、公正・適正な取引を行います。お取引先とともに責任ある原材料・鉱物調達に取り組
みます。

私たちは、徹底した品質管理とイノベーションにより、社会に安心・安全に使用して頂ける高付加価値な製品、サービス、ソ
リューションを開発し、安定的に提供します。

私たちは、環境保全の重要性を認識し、原材料調達から素材・製品の開発、生産、流通、消費、廃棄そして再資源化を含むす
べての事業活動の中で、資源リサイクルの推進、脱炭素化や生物多様性の保全等に積極的に取り組みます。

（2021年12月1日制定、2023年4月1日改定）

サステナビリティ

ステークホルダーとの共存共栄4.

ガバナンス強化とコンプライアンス・リスクマネジメントの徹底5.

公正・適正な取引と責任ある調達6.

安⼼・安全・⾼付加価値な製品の安定的提供7.

地球環境保全への積極的取り組み8.
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当社グループが中長期的な企業価値の向上を実現するためには、サステナビリティに関連する経営課題への対応が必要不可欠と認識し、当
社は2020年4月1日付で対応を一元的に推進するため「サステナブル経営推進本部」を設置しました。さらに、2023年7月1日付で、「資源
循環の推進」「地球環境問題対応」「人的資本経営の強化」について戦略的に推進する「資源循環戦略会議」を設立しました。また、「安
全・健康」「コンプライアンス遵守」「品質」などの企業活動の根幹となる部分については、「サステナブル経営推進本部」を「SCQ推進
本部」と改称し、引き続き取り組みを積極的に進めます。
SCQ推進本部は、執行役社長（本部長）、関係部署の担当執行役（副本部長）、関係部署の部長等で構成しています。さらに、下部組織と
して専門分野ごとに部会を設け、年度方針や活動計画を審議し、各分野に関係する具体的な施策等について同本部においてフォローアップ
を行い、その活動状況については、毎月、戦略経営会議および取締役会に報告しています。

■ サステナブル経営推進体制（2023年7⽉1⽇現在）

サステナブル経営推進体制
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マテリアリティ（重要課題）への取り組み

当社グループは、社会全体の持続可能性（サステナビリティ）が企業活動の将来に重大な影響を与えるとの認識に立ちながら、経営におい
て重要度の高い課題を特定しています。特定したマテリアリティ（重要課題）は、事業活動に活かすとともに、取り組みとその成果をサス
テナビリティレポートで開示しています。
当社グループのマテリアリティは、持続可能性報告の国際ガイドラインであるGRIガイドラインのフレームワークをベースにマテリアリティ
アセスメントを実施し、2007年度に9項目のマテリアリティを特定、2015年度には7項目に再編しました。その後の外部環境変化等を踏ま
え、2020年3月に公表した中期経営戦略（22中経）では、10項目に更新しました。
また、2023年2月に公表した中期経営戦略（中経2030）において、以下の選定プロセスに沿って、さまざまな観点から課題要素を抽出し、
それぞれのステークホルダーにとっての重要度と当社グループの「私たちの目指す姿」に照らした重要度の2軸で整理し、戦略経営会議や取
締役会において重要度の議論を重ね、優先順位付けを行いました。その結果、特に重要度の高いマテリアリティとして、4項目の重点マテリ
アリティを含む10項目のマテリアリティを設定しました。

選定プロセス

STEP1.

課題の把握

2015年にGRI指標、OECDガイドライン、SRI/ESG設問項目等を踏まえてESG・サステナビリティ視点から洗い出した課
題要素に対して、最新の社会・環境・経済動向および当社が関連する市場動向や当社グループの中長期的な企業価値向上
への取り組みの観点から社会課題を選定し、国際的なガイドラインや原則も考慮し、課題要素を抽出。

STEP2.

課題の整理、評価

それらの課題要素に加え、2020年度に制定したマテリアリティを含め、多様なステークホルダーそれぞれにおける重要度
と、当社グループの「私たちの目指す姿」に照らした重要度の2軸で整理。
全執行役および取締役により整理された課題と、それぞれの課題に対する重要テーマについて、ステークホルダーと当社
における重要度の観点で議論、評価。

STEP3.

課題の特定

2軸での重要度が「非常に高い」から「高い」までの課題を優先順位付けし、2020年度に制定したマテリアリティおよび
重要テーマを見直し、再定義。
特に重要の高い4項目を「重点マテリアリティ」と設定。

STEP4.

取り組み内容、⽬標の設定

再定義したマテリアリティおよび重要テーマに対する取り組み内容と目標を設定。
取り組みの進捗状況・実績を定期的に開示。

サステナビリティに関する方針と取り組み

マテリアリティ（重要課題）の特定と見直し
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重要課題 重点テーマ 背景と主要な取り組み

循環型社会の実現 リサイクル可能な製品の開発・提供 持続可能な未来を築くには、循環型社会を実現することが必要不可欠です。当社グループ
では、製錬事業におけるE-Scrap類の処理拡大によるリサイクル率アップ、加工事業にお
けるグローバルでの使用済み超硬工具の回収とリサイクル処理能力の確保・リサイクル協
業の実現に取り組んでいるほか、家電や自動車のリサイクル、食品廃棄物やごみ焼却灰の
処理なども手掛けています。また、電子材料事業において、環境負荷低減に貢献する製品
の開発と拡販、銅加工事業の製造工程で発生する純銅・合金屑のリサイクル処理量増加に
向けた検討を目指すほか、銅鉱床に含まれる希少資源の確保・回収に向けた技術開発の推
進等を行っています。今後も処理技術の開発・高度化に注力し、新たなリサイクル対象の
開拓や広範囲なリサイクル・ネットワークの構築、リサイクルしやすい製品の供給増への
取り組みを推進し、進化するグローバルな資源環境において、ハード・ソフト両面で中心
的役割を担います。

高度なリサイクル技術による廃棄物
の再資源化

地球環境への貢献 脱炭素への取り組み 持続可能な社会を実現するためには、企業における「脱炭素社会に向けた取り組み」や
「環境負荷低減・環境汚染防止への対応」は欠かせません。当社グループは、地熱・水力
などの再生可能エネルギーの開発・利用や各工場での省エネルギー活動を推進するととも
に、環境規制への的確な対応を図りながら環境保全に努め、資源の有効利用とその再資源
化に取り組んでいます。
「脱炭素社会に向けた取り組み」では、地熱発電等の再生可能エネルギー開発技術の高度
化と新規地点開拓による利用拡大、風力発電への新規参入やバイオガス事業の安定化、燃
料転換等の技術改善、CO 排出量削減やCO の回収・貯留のための技術開発等の設備・プ
ロセスへのGHG削減投資による環境負荷低減を行うほか、環境配慮型技術製品の開発等
にも積極的に取り組んでいます。加えて、気候変動問題への対応に向けた取り組みにも積
極的に参画するほか、自社以外のサプライチェーン全体を含めたGHG排出削減にも企業
との連携も強化しています。
「環境負荷低減・環境汚染防止への対応」では、休廃止中の非鉄金属鉱山における設備
的・管理的施策の推進により環境への影響を最小限にする取り組みを行うほか、森林公益
的機能向上や木材資源や地域レクリエーション等にも貢献する森林資源の有効活用の観点
から、広大な社有林の整備に努めています。今後は、事業所における敷地外漏えい事故事
案の情報集約・傾向分析や電子マニフェストの活用による当社直轄拠点での排出量の集
計・解析情報集計、プラスチック資源循環促進法に基づく当社目標の設定を行います。

再生可能エネルギーの開発・利用促
進

環境負荷低減と環境汚染防止

三菱マテリアルグループのマテリアリティ（重要課題）

2 2
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持続可能なサプライ
チェーンマネジメン
ト

原材料の調達多様化 新型コロナウイルス感染症の拡大やロシア・ウクライナ情勢をはじめとした国際関係の不
透明さから、安定的なサプライチェーンはますます重要なものとなりつつあります。当社
グループは、国内および海外展開を加速し、E-Scrap、銅スクラップ、家電・自動車リサ
イクルに注力するほか、継続的な鉱山投資による権益の獲得と銅精鉱の安定確保、銅鉱山
でのSX-EW による同供給量の拡大、電気銅生産能力の拡大、資源循環の推進に向けたネ
ットワークの強化を行います。
銅加工事業では、国内でNo.1の伸銅品メーカーとしての地位を確立するため、xEV用端
子・バスパーの販売拡大を目指すとともに、また、電子材料分野では半導体材料周辺での
新事業や新製品の開発を加速させるため、研究開発体制を整えていきます。
加えて、企業には、バリューチェーンにおいて、自らの事業活動による社会・環境への影
響を把握し、十分な配慮を行うことが強く求められています。当社グループは、サプライ
ヤーセルフチェックによる原料・製品調達取引先のESG・人権等に対する取り組みの確認
を把握し、調達業務に関係する法令・コンプライアンスの徹底やサプライチェーン上のリ
スク低減に取り組んでいます。また、社会・環境配慮を促す調達方針やCSR投融資基準・
調達基準、グローバルなバリューチェーンを通じて、設計・開発の段階から製造・出荷に
至るまで、製品の安全性・信頼性を確保するための取り組みを行っています。

Solvent extraction and electrowinning︓溶媒抽出と電解採取の2段階からなる湿式製
錬プロセス

銅を中心とした非鉄金属素材の提供

付加価値の高い機能材料・製品の提
供

人権の尊重 個の尊厳と基本的人権の尊重 当社グループは、人権をめぐる国際的な要請の高まりを受け、バリューチェーンにおける
「人権への取り組み」を強化しています。具体的には、方針によるコミットメントと人権
デューデリジェンスの実施により、サプライチェーンでの人権尊重を確保しています。ま
た、責任ある鉱物調達認証の維持と必要な救済措置も実施しています。
加えて企業には、バリューチェーンにおいて、自らの事業活動による社会・環境への影響
を把握し、十分な配慮を行うことが強く求められています。当社グループは、原料・製品
調達取引先の実態を把握し、人権方針や社会・環境配慮を促すCSR投融資基準・調達基準
を用い、グローバルなバリューチェーンを通じて人権侵害等に加担することのないよう取
り組んでいます。

バリューチェーンにおける人権の配
慮

労働安全衛生 労働災害の未然防止 従業員の安全と健康の確保は、当社グループとして取り組むべき重要課題のひとつです。
当社グループは、「安全と健康をすべてに優先」することを最高規範である行動規範に定
めており、過去に発生した重大事故の教訓も踏まえて、当社グループ全体で安全衛生活動
を推進しています。具体的には、休業４日以上災害ゼロの１年間継続を目標に掲げ、火災
爆発等事故の撲滅、個々人の意識・能力の向上、手順・プロセスの改善、リスクアセスメ
ントを通じた設備の安全化等を行っているほか、健康経営の推進強化、Well-being推進を
通じた働きがいの醸成、エンゲージメントの継続的向上等の取り組みを行っています。

心身ともに働きやすい職場づくり

ガバナンスの維持向
上

コンプライアンスの徹底 企業には、お客さまや地域社会、取引先、株主、従業員といったさまざまなステークホル
ダーからの要請を踏まえ、透明・公正かつ迅速な意思決定と適切な監査を行う仕組みの維
持・改善が求められています。当社グループでは、取締役の実効性評価等を通じてコーポ
レート・ガバナンス体制の継続的な改善により、迅速で適正な意思決定を実現するととも
に、ガバナンスレビュー・ガバナンス情報共有会議の実施や、グループリスクマネジメン
トによるリスク評価と対応、リスクベース監査の導入等を進め、内部監査機能の充実を図
っていきます。また、コンプライアンス違反重要案件撲滅に向け、コンプライアンス意識
の向上に向けた各種施策の実施と海外コンプライアンスの強化を行います。さらに、企業
経営の根幹であるコンプライアンスの徹底や事業全般にわたるリスクマネジメント活動の
展開、災害発生時等に備えた事業継続計画（BCP）の整備や、防災保安等のリスク管理体
制の強化、情報セキュリティ強化のためのIT投資を行います。

グループガバナンスによる内部統制
の拡充

コーポレートガバナンスの強化

人的資本の確保と活
用

人材確保と育成 当社グループが持続的発展を遂げるうえで、多様な人材が能力を最大限発揮できる環境の
整備は欠かせません。事業競争力を強化するため、事業成長を実現する人材（経営リーダ
ー候補）や専門的なスキルを有する人材の育成をはじめ、国内外での人材の育成と活用、
女性の活躍推進、ワーク・ライフ・バランスの推進、福利厚生の充実等に積極的に取り組
んでいます。また、多様な個性を認め合い、異なる意見から新たな価値を創出する意識・
風土を醸成し、すべての従業員の基本的人権を尊重し、明るく安全で快適な職場環境をつ
くる取り組みも継続的に行っています。こうした取り組みは、労使のパートナーシップに
基づき、共有の認識のもと進めています。

ダイバーシティ＆インクルージョン

柔軟な働き方の推進

※

※
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ステークホルダーコ
ミュニケーション

ステークホルダーとのエンゲージメ
ント

サステナビリティ活動を推進するうえで、グローバルな視点でステークホルダーの皆さま
の期待・要請、トレンドを把握し経営に活かしながら、その関心の高い企業情報を開示す
ることが重要です。ステークホルダーの期待・要請も、「利益優先」から「社会的価値へ
の対応」が企業価値につながるという考え方に変わりつつあります。
当社は、統合報告書、サステナビリティレポート、WEBや広報誌等を通じて質の高い情
報開示に努めるとともに、さまざまなコミュニケーション活動を通じて、ステークホルダ
ーの皆さまとの対話や協働を推進し、国際社会の一員としてそれぞれの地域に貢献し、社
会との共存共栄を図ります。
また、「私たちの目指す姿」の認知・理解浸透を活動の主軸に据え、既存施策の枠組みを
最大限に活用しながらグループへ複合的に展開するほか、自由闊達な組織風土醸成のため
のコミュニケーション施策展開を進めています。また、「より良い製品とサービス」を提
供するために、品質マネジメント活動の一環として「お客さま満足度調査」を実施し、ク
レーム情報分析を行うほか、加工事業における切削工具を正しく使用していただくための
さまざまな技術サポート等の取り組みも推進していきます。

顧客満足の向上

地域社会との対話・共生

DXの深化 業務プロセスの変革 企業はビジネス環境の激しい変化に対応し、データとデジタル技術を活用して、顧客や社
会のニーズを基に、製品やサービス、ビジネスモデルを変革する必要があります。またあ
わせて、業務そのものや、組織、プロセス、企業文化・風土を変革し、競走上の優位性を
確立することも必要です。当社ではDX戦略により、ビジネス付加価値向上、オペレーシ
ョン競争力向上および経営スピード向上の３本柱を強化することにより、マーケットイン
テリジェンスに基づいた、より顧客価値を高めるサービスの提供、高付加価値な製品・サ
ービスの提供を進めています。
具体的には、ITツールやスマートフォンの活用によるコミュニケーション改革、IoTやAI
などのデジタル技術を活用した製販連携の強化、品質やものづくり力の向上、製錬・資源
循環事業におけるE-Scrapビジネスプラットフォーム（MEX）の機能強化、銅加工事業に
おける原価管理の高度化、加工事業におけるDXを活用した切削加工ソリューションの深
化等に取り組んでいます。これらの取り組みにより、顧客価値の向上と持続的な競争力の
確立を目指しています。

オペレーション強化

新たな付加価値の獲得

新しい価値創造への
取り組み

イノベーションの創出 当社グループの中長期的な成長の実現と社会課題の解決をもたらすためには、企業におけ
る経済的価値と社会的価値の創出が求められています。
具体的には、新規事業創出プロセスを構築・実行し、テーマ数の増加、事業化の推進、新
規事業の成長に取り組むことで、継続的な事業創造を実現しています。また、レアアース
やレアメタルのリサイクル事業を創出することも重要な取り組みとしています。さらに、
ものづくり力の強化を基本方針とし、体質の強化、基盤の強化、技術の開発・改善を
PDCAサイクルで進めています。これにより、ものづくり力を強め持続的な成長を実現し
ています。

社会的価値の探求と創出

ものづくりの追求
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三菱マテリアルグループの事業活動とSDGs

2015年9月、国連総会において、より良い未来を実現するために、極度の貧困、不平等・不正義をなくし、地球環境を守るための計画とし
て「持続可能な開発のための2030アジェンダ」が全会一致で採択されました。この中で掲げられた、2030年までに実現すべき世界の姿
が、「持続可能な開発目標（SDGs）」です。SDGsは、国際社会が2001年から15年にわたり取り組んだ「ミレニアム開発目標（MDGs）」
の後継であり、すべての国の普遍的な目標として位置付けられています。
また、SDGsは、各国政府だけでなく、企業や市民社会による全世界的な行動も求めています。企業のSDGs活用に関する解説書としてGRI
（Global Reporting Initiative）、国連グローバル・コンパクト、WBCSD（持続可能な開発のための世界経済人会議）が共同で発行した
「SDGコンパス」は、次のように説明しています。
「SDGsは、その前身となるミレニアム開発目標（MDGs）と異なり、すべての企業に対し、明確に、その創造性およびイノベーションを活
用して、持続的発展のための課題を解決するよう求めている。SDGsは、すべての政府によって合意されたものだが、その成功は、すべての
主体による行動や協働に大きく依存している。
SDGsは、持続可能な開発に向け、世界で最も重大な課題に取り組むために、必要な解決策や技術を、企業が主導して開発し適用する、そう
いう機会を提供している。」

事業競争力の徹底追求と、新製品・新事業の創出の両面において、SDGsの視点を戦略に組み込み、多様な外部パートナーと積極的に連携し
ながら、社会的価値と経済的価値の両立を図ります。
特に、SDGsが示す17の目標（ゴール）のうち、目標7（エネルギー）、目標8（成長、雇用）、目標9（イノベーション）、目標11（都
市）、目標12（生産・消費）、目標13（気候変動）は、当社グループとして重点的な取り組みを進めている領域です。
国連によるSDGsの採択は、当社グループにとって、これまで進んできた事業の方向性の正しさを再確認する契機になるとともに、今後取り
組むべき課題や進むべき道筋について長期的なリスクと機会を考察する重要な機会となりました。
当社グループは、「人と社会と地球のために」の企業理念のもと、「循環をデザインする」というビジョンを掲げています。そして、「持
続可能な社会（豊かな社会、循環型社会、脱炭素社会）を実現する」ことをミッションとし、その実現に取り組んでいきます。

サステナビリティに関する方針と取り組み

国際社会の普遍的な長期目標として

当社グループの事業活動とSDGs
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当社は、環境省が主導する「生物多様性のための30by30（サーティ・バイ・サーティ）アライアンス」に、参加企業として登録され
ました。
本アライアンスは2030年までに生物多様性の損失を食い止め、回復させる（Nature Positive）国際目標の達成に向けて設立された有
志連合です。
日本ではこの目標達成に向け、2030年までに自国の陸域・海域の少なくとも30％を保全・保護すること（30by30）の達成を目指し、
国立公園等の保護地域の拡充に加え、保護地域以外の企業林等で生物多様性保全に資する地域をOECM（Other Effective area-based
Conservation Measures）として設定することとしています。

当社は、日本各地に1.4万haの社有林を保有しており、そこに生息する動植物の生息環境に配慮する森林経営管理を実践しています。
動植物のモニタリング活動や、生息を確認した希少種のレッドリスト化も行っています。生物多様性にも配慮した持続可能な森林経営
に関するSGEC認証を、北海道内の9つの山林で取得済みです。
当社グループでは、アライアンスの設立趣旨に賛同し、社有林などでの将来的なOECMの取得を目指すことで、持続可能な社会の実現
に貢献していきます。

プレスリリースリンク
生物多様性のための30by30アライアンスへの参加について

SDGs 2022年度の進展

生物多様性のための30by30アライアンスへの参加について
～社有林を活用し、生物多様性保全に貢献します～
（目標14）（目標15）
（2022年4月8日公表）

1.
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当社は、（株）レノバ、大和エナジー・インフラ（株）の新たな事業パートナーとして、合同会社はこだて恵山地熱へ出資しました。
北海道函館市恵山地域での新規地熱発電所開発を目指して事業開発を進めています。
当社は、長年にわたる炭鉱や金属鉱山の開発・経営を通じて培った豊富な経験と高い技術力を活かし、1974年に大沼地熱発電所（秋
田県）の運転を開始して以来、澄川地熱発電所（秋田県、1995年運転開始）、山葵沢地熱発電所（秋田県、2019年運転開始）、安比
地熱発電所（岩手県、2024年運転開始予定）の建設・操業に中核として関わっています。

掘削調査の様子

（同）はこだて恵山地熱は将来の地熱発電所開発を目指し、以下のとおり2022年度の地熱資源量調査を行っています。
調査場所︓北海道函館市恵山地域
調査内容︓大口径調査井掘削調査 （坑井掘削並びに付帯工事）
調査期間︓2022年4月～2023年度

※ 本調査は独立行政法人石油天然ガス・金属鉱物資源機構（JOGMEC）の「令和4年度地熱発電の資源量調査事業費助成金交付事業」に採択さ
れています。

プレスリリースリンク
北海道函館市恵山地域における新規地熱開発へ参画

北海道函館市恵山地域における新規地熱開発へ参画
～当社初、北海道地区での地熱発電開発へ～
（目標７）（目標13）
（2022年6月6日公表）

2.

＜2022年度調査計画概要＞●

※

https://www.jogmec.go.jp/news/bid/content/300377678.pdf
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当社と国立大学法人東京工業大学は、持続可能社会に貢献する革新的な材料およびプロセスに関する研究を行う「三菱マテリアル サス
テナビリティ革新協働研究拠点」を東京工業大学オープンイノベーション機構の支援のもと設置しました。

本協働研究拠点では、東京工業大学が保有する材料に関する幅広く高度な知見と、当社が蓄積している銅を中心とした非鉄金属に関す
る材料技術やリサイクルなどのプロセスに関するノウハウを組み合わせて、複合材料や次世代電池、CO 利活用などに関する共同研究
を行います。単独の研究では困難であった課題に取り組むことで、持続可能社会に貢献するグリーン・トランスフォーメーション
（GX）をキーワードとする革新的な材料およびプロセスなどの創出を目指します。
当社と東京工業大学はこれまでもさまざまな分野において共同研究を進めてきましたが、本協働研究拠点の設置に合わせて、当社は東
京工業大学のグリーン・トランスフォーメーション・イニシアティブ（Tokyo Tech GXI）事業 に参画し、GX研究を加速させ、社会
実装するためのさらなる連携強化を図ります。

 グリーン・トランスフォーメーションに向けたオープンイノベーション活動を推進する、令和4年度文部科学省教育研究組織改革分（組織整
備）事業。

プレスリリースリンク
三菱マテリアルと東京工業大学「三菱マテリアル サステナビリティ革新協働研究拠点」を設置

三菱マテリアルと東京工業大学
「三菱マテリアル サステナビリティ革新協働研究拠点」を
設置
（目標９）（目標12）（目標13）
（2022年9月7日公表）

3.

2

※

※
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当社は、3,835MWh分の大湯発電所由来のトラッキング付きFIT非化石証書 を調達し、当社の超硬工具製造拠点である筑波製作所・
明石製作所で2022年度に使用する電力の一部に適用することで、実質的な再生可能エネルギー電気としました。これにより、当社グ
ループの2022年度の年間GHG排出量の削減量は、CO 換算で約1,575t（2021年度排出係数ベース）を見込んでいます。なお、2023
年度以降もこの取り組みは継続して行う予定です。

当社グループは、GHG排出量を2030年度までに45％削減（2020年度比、2013年度比では53％削減に相当）、2045年度までに実質
ゼロとするカーボンニュートラルの実現を目指しており、省エネルギーのさらなる推進、燃料転換等による技術改善を進めています。
また、再生可能エネルギー由来の電力の導入も順次進める予定としており、2030年度までに当社グループで使用する電力の約60％を
切り替える計画です。

当社グループは、2045年度のカーボンニュートラル実現に向け、環境負荷低減を考慮したものづくりを徹底し、温室効果ガス排出量
の削減を積極的に進め、脱炭素社会の構築により一層貢献していきます。

※1 FIT（再生可能エネルギーの固定買取制度）による再生可能エネルギー電気について、非化石電源から作られた電気であるという「非化石価
値」を電気から切り離して証書化したものが「FIT非化石証書」。さらにどこの発電所で発電されたものなのか、属性情報を付与したものが
「トラッキング付きFIT非化石証書」。

※2 JEPX（Japan Electric Power Exchange︓日本卸電力取引所）
電力の自由化に伴い設立された、電力の売買を行える国内唯一の卸電力取引市場。
「非化石証書」はJEPXが主催する取引所で、オークション形式により購入することが可能。

プレスリリースリンク
自社水力発電の再生可能エネルギー由来の電力を自社工場に活用

自社水力発電の再生可能エネルギー由来の電力を自社工場に活用
～再生可能エネルギーの活用でGHG排出量削減の取り組みを加速
～
（目標７）（目標13）
（2022年9月13日公表）

4.

※１

2

15

https://www.mmc.co.jp/corporate/ja/news/press/2022/22-0913.html


当社は、国際的な環境情報開示推進NGOであるCDPより、水資源に対する当社グループの取り組みや情報開示などが評価され、「水セ
キュリティ」の分野において初めて最高評価となる「Aリスト」企業に選定されました。

2000年に英国で設立されたCDPは、企業や自治体を対象とした世界的な環境情報開示システムを運営する国際環境非政府組織です。
同団体は世界の主要企業に対する取り組みや情報開示を「気候変動」「水セキュリティ」「森林」の3分野で毎年評価しており、最も
優れた企業を「Aリスト」企業として選定しています。

当社グループは、環境方針のひとつとして「水資源の有効利用・保全」を掲げています。国内外の事業所などにおいて冷却水や洗浄水
など、事業活動のあらゆる場面で使用する水に対してのリスク低減策を進めています。水資源確保については、水使用量のモニタリン
グ、水の循環利用や水使用量の少ない設備の導入・更新などによる節水に取り組み、洪水対策については建屋・ポンプ・電気設備など
の嵩上げや排水ポンプの設置、増水を想定した訓練などを実施しています。また、事業所における水質事故の防止のため、自主管理基
準の設定、水異常時に検知できるセンサー・自動排水停止システムの導入などにも取り組んでいます。
これらの活動は統合報告書やサステナビリティレポートなどで定期的に情報開示を行っています。

プレスリリースリンク
CDP2022 「水セキュリティ」分野において初の最高位「Aリスト」選出

CDP2022 「水セキュリティ」分野において　初の最高位「Aリス
ト」選出
（目標６）
（2022年12月24日公表）

5.

16

https://www.mmc.co.jp/corporate/ja/news/press/2022/22-1214.html


小又川新発電所 全景

小又川新発電所 建屋内部（水車、発
電機）

当社は、2022年12月より小又川新発電所の営業運転を開始しました。
小又川新発電所は、森吉ダムを中心とした小又川水系の小又川第一、第二および第四発電所 の効率的運用による電源増加を目的に建
設計画された発電所です。これまで未利用エネルギーとして放出されていた水を効率的に取り込み、小又川水系の発電能力は
2,860kW、年間発電量は約13,400MWhの増加となります。

小又川新発電所は、森吉ダム直下の小又川第四発電所の放流口から直接取水（取水量13.0m /s）し、導水路トンネルにより約8.5km
下流に水を導き、有効落差約90mを確保して10,326kWの発電をします。発電された電力は、再生可能エネルギー固定価格買取制度
（FIT）を活用して全量社会に供給します。河川環境を保全しながら、小又川水系の水力を利用した再生可能エネルギーを長期安定的
に供給することで、効率的な水資源の活用が実現可能です。

発電所建設にあたっては、既存の水力発電所の電力（再生可能エネルギー）を使用することで、環境影響を最小に抑えました。なお、
小又川新発電所操業によるCO 削減量 はおよそ9,800tとなり、これは40年生のスギ人工林約1,100ha分のCO 吸収量 に相当しま
す。
当社の水力発電事業は百年を超える歴史があり、再生可能エネルギーのなかでも地域社会に欠かせないベース電源です。今後も、環境
にやさしい電源として地域社会に安定した電力を供給し、循環型社会の構築に貢献していきます。

※1 小又川新発電所の竣工に伴い、小又川第一、第二発電所は2022年10月に廃止となりました。
※2 新発電所操業による年間のCO 削減量︓「今村・長野（2010） 日本の発電技術のライフサイクルCO 排出評価電力中央研究所報告、研究報

告」中に記載のある2009年のデータを用いて、当社で算出。
※3 林野庁ホームページ情報を基に当社で算出。

プレスリリースリンク
小又川新発電所の営業運転開始

小又川新発電所の営業運転開始
～秋田県で69年ぶりとなる新水力発電所が稼働～
（目標７）（目標13）
（2022年12月23日公表）

6.

※1

3

2
※2

2
※3

2 2
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当社は、パリ協定 が定める目標に科学的に整合する温室効果ガスの排出削減目標「Science Based Targets（SBT）」を認定する国
際機関「SBTイニシアチブ 」よりSBTの認定を取得しました。

当社グループは「人と社会と地球のために」という企業理念のもと、地球温暖化に関連するリスクと機会への戦略的取り組みについ
て、全社的な経営戦略と連携して企画・推進しています。2045年度までのカーボンニュートラル実現の目標を掲げ、温室効果ガス
（GHG）排出量削減のために製造拠点の省エネや技術改善・設備改善に取り組みつつ、当社が強みを持つ地熱発電などの再生可能エネ
ルギーの開発・利用拡大を進めています。2035年度に自社使用電力の再生可能エネルギー利用率を100％とし、2050年度には当社消
費電力に匹敵する再生可能エネルギー発電量の実現を目指しています。

SBT認定を取得したGHG排出削減目標　（2022年4月時点の事業区分に基づき2022年7月に申請）

・Scope1+2の削減目標 ︓2020年度基準にて2030年度に42％削減
・Scope3の削減目標 ︓カテゴリ1+3+15 について、2020年度基準にて2030年度に13％削減

なお、現在のGHG削減目標は、2023年7月26日に公表している以下の数値となります。

・Scope1+2の削減目標︓2020年度基準にて2030年度に45％以上削減
・Scope3の削減目標︓カテゴリ1+3+15について、2020年度基準にて2030年度に22％以上削減

本目標の達成に向け、2030年度までに主に製造拠点の省エネ、設備改善などへ105億円の投資を行い、GHG排出量削減に取り組みま
す。
さらに、2045年度のカーボンニュートラル実現のため、当社が強みを持つ地熱発電などの再生可能エネルギーの開発、利用拡大を進
め、目標値として2035年度に自社使用電力の再生可能エネルギー利用率を100%、そのうちの66%を自社再生可能エネルギー由来電
力とすることを定めます。これに伴い、2030年度までに再生可能エネルギー事業へ300億円の投資を行います。
加えて、気候関連財務情報開示タスクフォース（TCFD）の提言に基づくシナリオ分析についても見直しを行い、当社の気候変動に関
連するリスクと機会を分析し、当社事業の指標と目標を定めています。

※1 世界の気温上昇を産業革命前より2℃を十分に下回る水準に抑え、また1.5℃に抑えることを目指すもの。
※2 SBTイニシアチブはパリ協定目標達成に向け、企業に対して科学的根拠に基づいたGHGの排出削減目標を設定することを推進している国際的

なイニシアチブ。環境情報の開示に関するNGOであるCDP、国連グローバル・コンパクト、WRI（世界資源研究所）、WWF（世界自然保護
基金）の4団体が共同で2015年に設立。

※3 Scope1は事業者自らによるGHGの直接排出、Scope2は他社から供給されたエネルギー利用に伴う間接的なGHG排出
※4 Scope1、2を除くサプライチェーン全体のGHG排出。
※5 カテゴリ1︓「購入した製品・サービス」、カテゴリ3︓「Scope1、2に含まれない燃料およびエネルギー関連活動」、カテゴリ15︓「投

資」に伴うGHG排出。

プレスリリースリンク
国際的イニシアチブScience Based Targets（SBT）認定取得について

プレスリリースリンク
温室効果ガス排出量削減目標および気候関連リスク・機会に係るシナリオ分析の見直しについて

国際的イニシアチブScience Based Targets（SBT）認定取得につ
いて
（目標13）
（2023年3月24日公表）

7.

※1

※2

※3

※4 ※5

18

https://www.mmc.co.jp/corporate/ja/news/press/2023/23-0324.html
https://www.mmc.co.jp/corporate/ja/news/press/2023/23-0210a.html


リサイクル可能な製品の開発・提供

活動テーマ 2022年度の活動実績 ⾃⼰
評価

2023年度以降の活動⽬標・予定

リサイクル品の処理拡大
（金属事業（製錬部門））

リサイクル原料中微量成分の回収を推進 A 資源循環の推進に向けたネットワーク強化・規模拡
大

小名浜製錬（株）小名浜製錬所にリサイクル原料前
処理施設の建設を計画

E-Scrap類の処理拡大によるリサイクル率アップ

レアアース、レアメタルリサイクル事業の創出

資源循環システムの牽引者を目
指す
トレーサビリティの徹底等によ
る安心できるリサイクルシステ
ムの提供
（金属事業（資源循環事業部
門））

自動解体ロボットの実装 B 家電リサイクル事業の拡大、自動化の推進、回収物
高付加価値化

家電リサイクル操業管理システム導入（他拠点） 次世代自動車リサイクル技術、LIBリサイクル技術
の実証

LIBリサイクルシステム実証の実施 太陽光パネルリサイクルシステムの事業化

PVリサイクルシステムの検討 DXの推進（家電リサイクル）

フッ素資源リサイクル事業の推
進
（高機能製品（電子材料））

リサイクル量は1,354t/年、対予算27%減 C プラント安定稼働とリサイクル品使用量の達成

原料のリサイクル比率は14%

タングステンリサイクル事業の
推進
（加工事業）

リサイクル率の拡大（対2017年度実績+188%） A リサイクル率の拡大（対2017年度実績+192%）

リサイクル回収量の拡大 リサイクル回収量の拡大（海外回収エリアの拡大）

自己評価　A︓目標達成　B︓概ね目標達成　C︓目標未達成

当社グループは複合事業体であり、川上の資源から川中の素材、川下の加工品に至る幅広い技術・ノウハウを有しています。
それらを全社横断的に活用することで、さまざまな廃棄物から資源を回収してリサイクルする循環型ビジネスモデルの構築に取り組んでき
ました。
各事業において、資源から素材、加工品、リサイクルを経て再び素材へと戻る循環型価値連鎖を追求することで、循環型社会システム（サ
ーキュラーエコノミー）の実現に貢献していきます。
資源循環の拡大について、当社の強みである家電リサイクル事業での高度な分解・分離技術と、製錬事業でのリサイクル技術を活かして、
その対象範囲、展開する地域、規模を拡大していくことでバリューチェーン全体の成長を実現していきます。
金属資源の循環では、使用済み、または廃棄された製品を回収し、分解・分離し、製錬等のプロセスに投入して有用な金属元素を取り出
し、それらを高機能な素材・製品に加工・製造し、市場に供給していきます。
このように、資源を循環する「静脈」から高機能素材・製品の供給を行う「動脈」へ、そして市場を介してまた「静脈」へという、資源循
環のデザイン・構築を実践していくとともに、再生可能エネルギー事業は創生した再生可能エネルギー電力をこれらの事業全体に対して供
給し、カーボンニュートラル実現に向けたGHG削減も進めます。

循環型社会の実現

循環型ビジネスモデルの追求

循環型ビジネスモデル

循環型ビジネスモデルの全体像

19



■ 三菱マテリアルグループの循環型ビジネスモデル

20



E-Scrap等にはレアメタルのPGM が含まれており、当社グループのマテリアルエコ
リファイン（株）では、直島製錬所で得られるPGMの中間品等を精製してメタルや
化合物の形で製品化しています。
特に、自動車や電気・電子分野の重要な材料である白金・パラジウムについては、
市場での信頼性を確保するためにLPPM（London Platinum & Palladium Market）
へのブランド登録申請を行い、2012年9月に認証を取得しました。今後も、製品の
品質向上に努めるとともにレアメタルの安定供給を図ります。

※ Platinum Group Metals︓白金族金属

レアメタルのリサイクルの流れ

非鉄製錬所では製錬技術を活かしたリサイクルを行っています。廃家電や廃自動車
等から出るシュレッダーダストや使用済みバッテリー、基板・コネクタ等のE-Scrap
といった各種スクラップを受け入れ、熱エネルギーを回収したうえで、有価金属を
回収し、再資源化しています。

スクラップ処理量の推移

高度なリサイクル技術による廃棄物の再資源化

■ レアメタルのリサイクル

■ スクラップのリサイクル

■ 家電リサイクル

家電製品は、鉄・アルミニウム・銅等の金属や、ガラス、プラスチック、ゴム等、多くの素材をさまざまに組み合わせてつくられていま
す。家電メーカーと連携のうえ操業を行っている家電リサイクル工場 では、手解体および破砕・選別処理を行い、部品・素材の選別を高
度化し、回収した素材の付加価値および再商品化率を向上させています。また、銅系回収物やプリント基板は、銅製錬プロセスを利用して
銅や貴金属を回収し、当社グループのシナジー効果を最大限活用しています。2022年度に当社出資の5社6工場で家電製品2,746千台（6社7
工場では3,647千台） をリサイクルしたことにより、削減された埋め立て処分量は12.1万tに相当します。

家電リサイクルプラント

処理台数の推移

※1 主要パートナー︓（株）日立製作所、シャープ（株）、パナソニック（株）
※2 家電リサイクル工場は6社7工場ですが、LCA評価対象の工場は５社６工場となります。

循環型社会の実現

各事業におけるリサイクル

⾦属事業

※

※1

※2
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■ フッ素資源リサイクル

当社グループの三菱マテリアル電子化成（株）では、フッ酸をはじめ、各種半導体製造用材料、難燃剤や帯電防止剤等の機能を有する材料
等、さまざまなフッ素化合物の製造を行っています。2006年度からフッ素化合物を使用するユーザー各社から排出されるフッ化カルシウム
廃棄物を回収し、蛍石原料の代替とするフッ素資源リサイクルを行っています。さらなる技術改善を行い、フッ素資源リサイクルを推進し
ていきます。

■ タングステンのリサイクル

希少な金属を含む廃棄物は希少金属の含有率が高く、天然資源に比べてより効率良く希少金属を得ることができます。当社グループでは超
硬工具の主原料であるタングステンを、原料から製品まで一貫生産できるメーカーの特性を活かして、使用済み超硬工具のリサイクルに取
り組み、原料の安定確保にもつなげています。

■ 廃棄物・副産物のリサイクル

1,450℃の焼成工程を有するセメント工場では、処理困難な産業廃棄物等を無害化処理し、かつ二次廃棄物を発生させることなく有効利用
することができます。石炭灰、建設発生土、汚泥、焼却灰、銅製錬所から副産される銅スラグ、石膏等はセメントの原料として、廃プラス
チック、廃タイヤ、木くず等は熱エネルギーとして利用され、セメントに生まれ変わります。

■ 焼却⾶灰リサイクル

家庭から排出される生活ごみ等を焼却した際に発生する焼却飛灰を脱塩洗浄し、セメント原料へと再資源化するリサイクル事業を推進して
います。

北九州アッシュリサイクルシステムズ（株）

⾼機能製品（電⼦材料）

加⼯事業

関連事業
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■ 三菱連続製銅法

当社が独自開発した三菱連続製銅法は、3つの炉を樋で連結することで、銅精鉱・リサイクル原料から連続的に粗銅が得られます。設備がコ
ンパクトであり、省エネルギー、低コスト化にも役立つことから、環境負荷が極めて低く、高効率を特徴とする製銅プロセスです。

■ ⾼温焼成プロセス

各種原料（廃棄物・副産物含む）は、原料工程で調合され、焼成工程で水硬性の鉱物になるように高温で焼成されます。最高温度
（1,450℃）に達して所定の化学反応を終えた後、一気に冷却されてクリンカと呼ばれる中間製品となります。

※ MFC︓仮焼炉

■ セメント⼯場における廃棄物処理の特徴

大量の廃棄物を処理可能
廃棄物を無害化処理
二次廃棄物が発生しない（最終処分場の延命）

最終処分場を必要としない資源リサイクル

⾮鉄製錬所 都市鉱⼭からの資源再⽣

セメント⼯場 他産業からの処理困難物を受け⼊れて無害化し、安定処理
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家電リサイクルを実施して、使用済み家電製品から回収した資源を新しい素材に再利用した
場合

 項 ⽬ 実績値

使⽤済み家電製品を埋め⽴て処分
し、天然資源から新しい素材を製
造した場合との⽐較

GHG排出量削減効果(CO 換算) 20.0万t

天然鉱物資源消費量削減効果 13.9万t

エネルギー使用量削減効果(原油
換算)

9.4万t

埋立処分量削減効果 12.1万t

上表にはフロン（エアコン、冷蔵庫、洗濯機の冷媒フロンおよび冷蔵庫の断熱材フロン）回収によ
る影響は考慮しておらず、回収フロン約554tをCO 削減量として換算すると約135万tとなりま
す。

※ 家電リサイクル工場は6社7工場ですが、LCA評価対象の工場は5社6工場となります。
※ GHG排出量削減効果、埋立処分量削減効果の評価には「国立研究開発法人 産業技術総合研究所IDEA

Ver.3.3」を使用しています。

ロボットによる薄型テレビのねじ外
し作業

■ 家電リサイクルによる環境負荷削減効果 （2022年度のLCA分析評価）

家電リサイクル⼯場 使⽤済み家電製品を解体し、回収物を原料として供給

2

2
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脱炭素への取り組み

気候変動問題については、2023年のIPCCの第6次統合報告書において人間活動が地球温暖化を引き起こしてきたことを「疑う余地がない」
ことと指摘され、GHG 削減の緊急性が強調されています。世界は、パリ協定のもとで2020年以降の取り組みを進めており、2021年の気
候変動枠組み条約締約国会議（COP26）におけるグラスゴー気候合意を受け、1.5℃目標、すなわち2050年までのカーボンニュートラル達
成に向けて大きく舵を切っています。
当社グループとしても、「人と社会と地球のために」という企業理念のもと、気候変動問題に真摯に向き合います。国の目標年である2050
年度より5年前倒しした2045年度をカーボンニュートラルの目標年として設定するとともに、自社で消費する電力に匹敵する再エネ発電を
2050年度には実現し、実質的な再エネ電力自給率100％を目指すなど、「脱炭素社会の実現」に向けた事業活動を進めます。

※1 GHG︓Greenhouse Gas（温室効果ガス）

当社グループは、2020年3月、TCFD の提言に賛同するとともに、同提言に賛同する企業や金融機関等からなるTCFDコンソーシアムへ参
画しました。気候変動が当社事業へ及ぼすリスクと機会およびその分析結果についてTCFD提言に基づき適切に開示を進めていきます。

また、非営利団体CDPの質問書に毎年回答しており、「A～D-の８段階のスコアリングにおいて、2022年度は、CDP気候変動「A－」の評
価となりました。また、CDP水セキュリティでは、最高ランクとなる「A」の評価を初めて取得し、Aリスト企業に選定されました。 詳細
は、下記リンクをご覧ください。

※2 TCFD︓Task Force on Climate-related Financial Disclosures（気候関連財務情報開示タスクフォース）の略。2016年に金融システムの安定化を
図る国際的組織の金融安定理事会が設立。

CDP2022 「水セキュリティ」分野において初の最高位「Aリスト」選出
https://www.mmc.co.jp/corporate/ja/news/press/2022/22-1214.html

当社では気候変動問題への対応を含む経営戦略を分掌する執行役を置いています。また、気候変動に関連するリスクと機会への当社グルー
プの戦略的取り組みについて企画・推進するため、戦略本社に専門部署である「地球環境室」を設置し、当社グループの気候変動対応を推
進しています。地球環境室では、TCFD提言に基づいたシナリオ分析、気候変動関連リスクおよび機会の評価・管理、GHG削減のための実行
計画の策定・管理およびその他気候変動に関する協議、情報共有を推進しています。また、これらの取り組みは、戦略経営会議、取締役会
に報告され、適切にモニタリングされています。（戦略経営会議・取締役会における審議・報告事項）

温室効果ガス削減目標設定および削減計画
気候変動関連情報の開示内容
各事業における気候変動関連リスク・機会の評価

また、取締役会がサステナビリティに関する取り組みのモニタリングに留まらず、異なる視点からサステナビリティへ取り組む方向性を能
動的に検討し、社内に示していくことを目的に、取締役会の諮問機関であるサステナビリティ委員会を設置しました。本委員会では、気候
変動関連の当社の取り組みに関するモニタリングおよびその方法、課題について検討し、その内容を取締役会に報告します。

地球環境への貢献

気候変動戦略

基本的な考え⽅

※1

情報の開⽰

※2

CDP Score Report Climate Change 2022（英文のみ）
CDP Score Report Water Security 2022（英文のみ）

ガバナンス
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2021年3月にTCFD提言に基づき、気候変動が当社グループの事業に与える影響（リスクと機会）について把握し、リスクの低減および機会
の獲得に向けた対策を検討するため、シナリオ分析を実施しました。
移行リスクと機会については、2023年2月に中期経営戦略2030との整合性を取りながら、シナリオ分析の更新、事業の指標と目標を定めま
した。1.5℃シナリオと4℃シナリオを設定し、気候変動に対する政策および法規制が強化され、炭素価格制度（カーボンプライシング）が
導入、強化された場合の当社グループへの財務影響を試算しました。また、EV需要変化やエネルギー利用形態の変化、循環型社会への移行
によるリサイクル事業の需要変化について、当社の事業への影響をリスクと機会の側面から分析しました。物理的リスクについても、気候
変動に関連すると考えられる激甚化した豪雨・洪水や高潮・渇水等の急性および慢性リスクによる被害等の水リスクを含めて全社リスクマ
ネジメント活動において管理しています。
シナリオ分析結果の詳細は「気候変動に関するリスクと機会」をご参照ください。

当社グループでは、気候変動に関するリスクを当社グループの業績および財政状態に重要な影響を及ぼす可能性がある主要なリスクのひと
つとして認識しており、当社グループのリスクマネジメント活動の中で取り組みを進めています。
当社グループのリスクマネジメント体制および運用状況、重大リスクの選定プロセス等の詳細は「リスクマネジメント活動」をご参照くだ
さい。

当社は、当社グループのGHG排出量（Scope1およびScope2）の削減目標として、2030年度までに2020年度比45％削減とし、2045年度
までにGHG排出量を実質ゼロとするカーボンニュートラルの実現を目指す中長期目標を設定しました。
本目標の達成に向け、2030年度までに主に製造拠点の省エネ、設備改善などへ105億円の投資を行い、GHG排出量削減に取り組みます。ま
た、2045年度のカーボンニュートラル実現のため、当社が強みを持つ地熱発電などの再生可能エネルギーの開発、利用拡大を進め、目標値
として2035年度に自社使用電力の再生可能エネルギー利用率を100%、そのうちの66%を自社再生可能エネルギー由来電力とすることを定
めます。これに伴い、2030年度までに再生可能エネルギー事業へ300億円の投資を行います。特に、加工事業においては、ほかの事業に先
駆けて、2030年度までに製造に使用する電力の全量を実質CO フリーとし、総合工具工房としてお客さまに貢献できるものづくりを推進し
ます。また、取引先のGHG排出量を含むScope3（Scope1および2を除くサプライチェーン全体のGHG排出量）について、2020年度排出分
より実績値の集計・開示を開始しました。今後、取引先との情報共有を進めることで算定精度を高めつつ、取引先のGHG削減計画等も踏ま
え、長期的な削減を進めていきます。そのため、当社製品に関するサプライチェーンの脱炭素化を目指し、Scope3のうち、合わせて約88%
を占めるカテゴリ1、3および15に関しては、2030年までに22%以上削減（2020年度比）とする目標を設定しました。

■ SBT認定の取得

当社はパリ協定が定める目標に対し科学的に整合する温室効果ガスの排出削減目標を立てていることを示すSBT 認定を2023年3月に取得
しました。
本目標に対する2022年度実績値は「気候変動に関するリスクと機会」をご参照ください。

国際的イニシアチブScience Based Targets（SBT）認定取得について
https://www.mmc.co.jp/corporate/ja/news/press/2023/23-0324.html

さらに、カーボンフットプリント（CFP） の評価と活用に向けた取り組みを開始し、タングステンや銅スクラップ等のリサイクル原料を
使用した製品のGHG排出量の把握を進めています。
（本目標は、セメント事業はＵＢＥ三菱セメント（株）として持分法適用関連会社となったため、また、インドネシア・カパー・スメルテ
ィング社は持分法適用関連会社への移行を予定しているため、それぞれScope1・2の実績と目標をScope3のカテゴリ15に組み替えていま
す。また、2022年度までに事業譲渡等により連結対象から外れたその他の事業、子会社は実績と目標から除きました。）

GHG削減の目標達成に向けた取り組みの実行計画については、省エネや既存技術の活用に加え、イノベーションのための研究開発や設備投
資等も含めて、気候変動対応部会を中心に検討および協議を進めています。

※3 SBT: 「Science Based Targets」の略。本目標はパリ協定目標達成に向け、企業に対して科学的根拠に基づいたGHGの排出削減目標を設定するこ
とを推進しているSBTイニシアチブにより認定されている。

※4 製品・サービスのライフサイクルを通じた温室効果ガス排出量の算定・表示

戦略

リスクマネジメント

指標と⽬標

2

※3

※4
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■ 新たな温室効果ガス削減⽬標

当社グループへの財務影響としては、気候変動に対する政策および法規制が強化され炭素価格制度（排出権取引制度や炭素税）が導入、強
化された場合等、GHG排出量に応じて追加費用が発生します。また、脱炭素社会への移行に伴い、当社の従来からの製品市場において縮小
が見込まれる分野も存在しており、新たな市場拡大分野への対応が遅れた場合、当社グループの業績および財政状態に影響を及ぼす可能性
があります。今、世界はパリ協定に基づき急速にカーボンニュートラルの社会へ移行する動きが高まっています。当社はこのような社会環
境の変化に対して迅速に対応し、新たな価値を提供していく必要があると考えています。
具体的には、GHG削減目標を設定し、省エネ設備の導入や再生可能エネルギーの使用を拡大することにより、当社グループの事業活動によ
り排出されるGHGを着実に削減していきます。さらに、当社グループ製品の市場競争力を向上するため、製造プロセスの改善や環境配慮型
製品の開発を推進しています。
物理的リスクについては、気候変動に関連すると考えられる激甚化した豪雨・洪水や高潮・渇水等の急性および慢性リスクによる被害等の
水リスクを含めて全社リスクマネジメント活動において管理しています。
また、気候変動に関する機会については、気候変動に関する政策等の強化により、省エネ・GHG排出削減に貢献する技術や製品・サービス
の需要が拡大すると想定しています。当社グループは、脱炭素化に貢献する素材・製品の製造、非鉄金属資源リサイクル、地熱発電等の再
生可能エネルギーの開発・利用促進、CO 回収・有効利用に関する技術開発、保有する山林の保全活動等に取り組むことで、経済的価値と
社会的価値の両立を目指していきます。

■ シナリオ分析

当社グループは、2021年3月、気候変動が当社グループの事業に与える影響（リスクと機会）について把握し、リスクの低減および機会の
獲得に向けた対策を検討するため、シナリオを設定し、その分析を実施しました。移行リスクと機会については、2023年2月に中期経営戦
略2030との整合性を取りながら、シナリオ分析の更新、指標・目標の設定を行いました。今後はこの指標・目標に基づいたモニタリングを
実施していくことにしています。物理的リスクについては、現在分析の更新および指標・目標の検討を進めています。

気候変動に関するリスクと機会

2

27



リスク・機会の抽出
事業に関連する気候変動リスク・機会として、移行リスク・機会と物理リスクを抽出

重要リスク・機会
要素の特定

抽出したリスク・機会について、事業へのインパクトや事業戦略との関連性、ステークホルダーからの関心度合
い等を勘案し、重要度の高いリスク・機会要素を特定

事業への影響を分析
重要リスク・機会について事業への影響度を分析
分析・評価では、1.5℃シナリオと4℃シナリオを使用

【主な参照シナリオ】 国際エネルギー機関（IEA）︓2050年ネットゼロ排出量シナリオ（NZE）、公表政策シ
ナリオ（STEPS）
気候変動に関する政府間パネル（IPCC）︓共有社会経済パス（SSP）、代表的濃度経路
シナリオ（RCP）　等

対策および指標・⽬標の
検討

リスクの低減、機会獲得に向けた対策を検討
モニタリングする指標・目標（GHG排出削減目標等）を設定

■ 分析で想定する世界

1.5℃シナリオ（2050年CNに向けた世界） 4℃シナリオ（現⾏・成り⾏きの世界）

世界のエネルギー部門が2050年までにCO 排出量を正味ゼロにするため
に、達成可能な道筋を設定したシナリオ。今世紀末までの世界の平均気温
の上昇を1.5℃未満に抑えるために脱炭素社会に向けた社会変化が、事業
に影響を及ぼす世界を想定。

現在実施されている特定の政策や、世界中の政府が発表した政策を、国あ
るいはセクターごとに評価し、現在の政策設定を反映させたシナリオ。目
標達成を必須とせず、今世紀末までの世界の平均気温が4℃程度上昇する
世界を想定。

【想定する世界】
グローバルでの炭素価格の設定と価格上昇
化石燃料から再生可能エネルギーへの移行の進展
モーダルシフト、EVシフトの進展
公共交通機関、シェアリングの利用需要の増加
ユーザーによる脱炭素製品の選好
循環型社会への移行、廃棄物リサイクル率の向上

【想定する世界】
化石燃料依存、エネルギーコストの増加
新興国・途上国での著しい経済成長
CO 排出量の少ない移動手段へのシフト鈍化
限定的な再生可能エネルギー需要
風水災の激甚化、災害廃棄物の発生量増加
水ストレス・熱ストレスの深刻化

リスク・機会およびその対策の特定プロセス

シナリオ分析 – 想定する2030年〜2050年の世界

2

2
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気候変動のリスク・機会のうち移行リスクと機会について、全事業共通で1テーマ、3つの大テーマについて事業ごとに計9テーマのシナリ
オ分析を実施しました。分析に際して使用する外部データおよび内部データを更新しました。

TCFD提⾔に基づく当社のシナリオ分析の概要
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セメント事業はＵＢＥ三菱セメント（株）として持分法適用関連会
社となったため、またインドネシア・カパー・スメルティング社は
持分法適用関連会社への移行を予定しているため、それぞれ
Scope1・2の実績と目標をScope3のカテゴリ15に組替えていま
す。また、2022年度までに事業譲渡により連結対象から外れたその
他の事業、子会社は実績と目標から除きました。2022年度のGHG排
出量は2020年度比で4.5%削減しました。

当社グループGHG排出量（Scope1,2）

炭素税負担・エネルギーコスト等の変化（全事業共通）

想定する世界と事
業影響

炭素価格制度の導⼊・強化による⽣産コストの増加

GHG排出量に対する課税強化、電力価格上昇によるエネルギーコスト増加
グリーン電力証書の調達額や排出権取引コストが増加
2030年度CP負担額は約53億～105億円、エネルギーコストの2020年度からの増加額は71億～75億円
と試算

影響分析

炭素価格は、当社のコストの増加要因になる。炭素価格の影響は社会全体にも及ぶが、GHG
排出量削減の遅れや当社の製品価格への転嫁が進まない場合は収益低下となるリスクとな
る。

事業影響評価

リスク︓⼤

指標
当社グループGHG排出量
（Scope1,2） ⽬標

2030年度排出量45%削減（2020年度
比）
2045年度カーボンニュートラル達成

今後の戦略と対応

2030年度までのGHG排出量削減計画を策定し、設備や工程の高効率化等によるエネルギー使用量削
減、プロセスの電化や燃料転換、再生可能エネルギー（再エネ）由来電力への切り替えを進める
2035年度までに当社グループの使用電力の100%を再エネ由来電力に切り替える
長期的にCN燃料の利用やCO の回収・利活用などの革新的技術開発を加速する

■ 当社グループGHG排出量（Scope1,2）

リスク要素︓炭素価格税制度の導⼊・強化（操業コスト増加）●

2

⽬標に対する2022年度実績
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2022年度の車載用純銅条販売量は、自動車メーカーの電動車両生産
の増加に伴い、車載部品メーカー向け電池・電子機器用のバスバー
が増加したことおよび大型化したことにより、2021年度より9.5%
増加しました。

車載用純銅条販売量（2020年度対比）

EVシフトによる製品需要の変化（銅加⼯事業）

想定する世界と事
業影響

脱炭素化に向けたEV関連製品の急速な需要拡⼤

2030年度に向けて自動車全体の販売台数が増加。自動車向けコネクター・バスバー需要は、2020年度
比で2030年度に約2.6倍、2050年度に約3.1倍に拡大
xEVの2030年度の販売台数は、2020年度比で約24倍に増加と予測

影響分析

銅製品の使用量がより多いxEVの販売台数の大幅な増加により、当社の銅圧延製品等の⼤幅
な需要拡⼤が予測される。関連製品の生産体制強化により需要を取りこむことで、売上の拡
⼤につながる機会となる。

事業影響評価

機会︓⼤

指標
車載用純銅条販売量

⽬標
2030年度末
2倍（2020年度比）

今後の戦略と対応

急拡大するEV向け製品需要に応えられる供給体制を構築するため、2030年度時点での銅部材の生産能
力を2020年度比1.3倍以上に増強する（国内生産拠点で生産能力増強中）
より高性能で環境負荷の低い製品の開発により、脱炭素社会への移行に貢献する

■ ⾞載⽤純銅条販売量

機会要素︓xEV販売台数の増加●

⽬標に対する2022年度実績
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2022年度の切削工具の売上高は、欧米を中心とする航空機・医療関
連メーカーの需要拡大などに伴い、2021年度より10.0%増加しまし
た。

切削工具売上高（2020年度対比）

モーダルシフト、EVシフトに関わる需要の変化（加⼯事業）

想定する世界と事
業影響

EV⽐率の増加によるエンジン向け切削⼯具の需要減少

xEV販売台数の著しい増加、軽量化素材の利用率の増加
エンジン搭載車の生産数減少（2030年度時点で2020年度比0.59倍と試算）が見込まれ、エンジンやト
ランスミッション向けの切削工具の売上は減少

影響分析

電動化・軽量化の関連市場の拡大に伴う難削材向け工具の需要の増加が予測されることか
ら、製品構成を⾒直し、需要を取り込むことで売り上げ拡⼤の機会となる可能性がある。一
方、現在の主力製品であるエンジン搭載⾞向け切削⼯具の売上が減少するリスクがある。

事業影響評価

リスク︓中

指標
切削工具売上高

⽬標
2030年度末
2.3倍（2020年度比）

今後の戦略と対応

難削材加工用工具等、1.5℃シナリオの世界に向けて拡大する需要に応える製品を開発・供給しグローバ
ルシェアを拡大するとともに、脱炭素社会への移行に貢献する
自動車向け製品市場は、EV化の動向を注視し、必要に応じてEV部品加工用工具を開発していく。また、
自動車産業に代わる新たな市場として、小型精密加工分野（ロボット、半導体製造装置、通信等）を戦
略市場とし切削工具の売上増加を目指す

■ 切削⼯具売上⾼

リスク要素︓モーダルシフト等に伴う加⼯製品市場の急変●

⽬標に対する2022年度実績
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2022年度の電気銅販売量は、2021年度並みの59万tでした。 電気銅販売量（万t）

気候変動への対応進展による銅の需要の変化（製錬・資源循環事業）

想定する世界と事
業影響

脱炭素化に向けたEV販売台数の増加による急速な銅需要の拡⼤

2030年度に向けて自動車全体の販売台数が増加。銅必要量は、2020年度比で2030年度に約3.3倍、
2050年度に約4.6倍に拡大
xEVの2030年度の販売台数は、2020年度比で約24倍に増加と予測

影響分析

銅使用量のより多いxEVの販売台数の大幅な増加により、世界の銅需要が⼤幅に増加するこ
とが予測される。当社の電気銅生産能力の増強により需要を取り込むことで、売上の拡⼤に
つながる機会となる。

事業影響評価

機会︓⼤

指標
電気銅販売量

⽬標
2030年度末
83万t

今後の戦略と対応

拡大する銅需要に対応するため、国内拠点での設備投資を行い、2030年度時点での銅精鉱の処理量を現
状比1.3倍（直島）、電気銅販売量を1.4倍（全社）に増強し、電気銅の安定供給により脱炭素社会への
移行に貢献する

■ 電気銅販売量

機会要素︓xEV販売台数の増加●

⽬標に対する2022年度実績
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2022年度の自動車年間処理台数は、中古車の価格高騰や販売店から
の入庫減少などの影響もありましたが、2021年度より7.0%増加し
91百台となりました。

自動車年間処理台数（百台）

⾃動⾞リサイクルに関わる需要の変化（製錬・資源循環事業）

想定する世界と事
業影響

国内の⼈⼝減、脱炭素社会によるカーシェアリングの進展による廃⾞台数の減少

日本国内の人口減少およびカーシェアリングの進展による販売台数減少に伴い、日本の自動車廃車台数
は2020年度比で2030年度にほぼ横ばい、2050年度に約0.85倍に減少
自動車全体の処理台数は減少するが、次世代自動車の比率は増加する（2030年度18%、2050年度
78%）

影響分析

国内の自動車処理台数は減少すると見込まれ、⾃動⾞リサイクルの売上が減少するリスクが
ある。

事業影響評価

リスク︓⼩

指標
自動車年間処理台数

⽬標
2030年度末
700百台

今後の戦略と対応

家電リサイクル事業で蓄積した技術を活かす次世代自動車の効率的処理技術を強みとしてシェアを拡大
することにより、売り上げの拡大を目指す
次世代自動車リサイクルの処理拠点として、現状の技術実証でのアライアンス等を活用して拠点増強を
行い、全3拠点体制にすることで処理能力を増強する
自動車リサイクルにより資源リサイクルのニーズに応え、循環型社会の実現に貢献する

■ ⾃動⾞年間処理台数

リスク要素︓廃⾞台数の減少●

⽬標に対する2022年度実績
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2022年度の二次電池用高機能粉末製造量は、二次電池市場の拡大に
よる正極材の需要拡大に伴い、2021年度より8.4%増加しました。

二次電池用高機能粉末製造量（2020年度対比）

バッテリーに関わる需要の変化（加⼯事業）

想定する世界と事
業影響

EVバッテリー、定置⽤蓄電池の増加によるタングステン粉末の需要の拡⼤

BEVおよびPHEVの販売台数の増加。EVバッテリー需要は、2020年度比で2030年度に約21倍、2050年
度に約30倍に拡大すると予測
再生可能エネルギーの需要拡大に伴う定置用蓄電池の増設量は、2020年度比で2030年度に約20倍、
2050年度に約22倍に増加すると予測

影響分析

EV需要の拡大、蓄電池需要の急激な増加により、⼆次電池⽤⾼機能粉末の需要が⼤幅に増加
することが予測される。当社のタングステンを主体とする高機能粉末の製造能力の増強によ
り需要を取りこむことで、売上の拡⼤につながる機会となる。

事業影響評価

機会︓⼤

指標
二次電池用高機能粉末製造量

⽬標
2030年度末
1.9倍（2020年度比）

今後の戦略と対応

EV用LIB、太陽光発電設備用LIBのタングステン粉末製品等、1.5℃シナリオの世界に向けて拡大する需
要に応える製品を開発・供給し、脱炭素社会への移行に貢献する
タングステン粉末製品はマサンハイテック社との協業により事業拡大を行う
タングステンリサイクルの推進により循環型社会の実現に貢献する

■ ⼆次電池⽤⾼機能粉末製造量

機会要素︓EVバッテリー、蓄電池需要の増加●

⽬標に対する2022年度実績
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LIB-R,PV-Rに関わる需要の変化（製錬・資源循環事業）

想定する世界と事
業影響

⾞載⽤LIB、PVの排出に伴うリサイクル需要の拡⼤

xEVの廃車に伴い発生するLIBのリユースを考慮したリサイクル量は、2020年度比で2030年度に約50
倍、2050年度に350倍以上に拡大すると予測
太陽光パネルのリユースを考慮したリサイクル量は、2020年度比で2030年度に約8倍、2050年度に
300倍以上に増加すると予測

影響分析

EV需要拡大、太陽光発電の需要拡大により、今後⾞載⽤LIBやPVの排出量が増加し、それに
伴いリサイクル需要も増加することが予測される。現在進めている実証試験に基づき事業化
を進めることで、売上の拡⼤につながる機会となる。

事業影響評価

機会︓⼤

指標
車載用LIBリサイクル 処理量

⽬標
2030年度末
870t-LIB

今後の戦略と対応

家電リサイクル拠点における対象品目の拡張に向けてPVリサイクルの事業化を進める
各地域における自動車リサイクル／LIBリサイクル拠点の整備およびリサイクル技術の高度化・効率化に
取り組み、循環型社会の実現に貢献する

※ ブラックマス化（LIB取り出し、放電、解体、熱分解、破砕選別）まで。

■ LIBリサイクル技術の開発状況

環境省からの委託よる、北九州エコタウンでのLIBリサイクルの実証試験（令和２～４年）を終了しました。実証試験では、車両からの車載
用LIBユニットの取出し、取り出したLIBユニットの放電・解体自動化、LIBモジュールの熱分解・破砕選別、活物質からのCo, Niの回収と
いう、一貫したLIBリサイクルプロセスを検討し、それぞれのプロセスに対して現状の課題を抽出するとともに、LIBリサイクル全体の
LCA・経済性評価を実施しました。
2023年度以降も技術開発を進め、LIB取出し・解体処理・ブラックマス化の事業基盤を構築し、今後、廃棄量が増大する車載用LIBを安全か
つ効率的に、適正処理する技術を確立することで、循環型社会の構築へ貢献できるよう検討を進めていきます。

機会要素︓⾞載⽤LIB、太陽光パネルリサイクル需要の増加●

※

⽬標に対する2022年度実績
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2021年度は澄川地熱発電所の定期点検の実施年度にあたり発電量が
少なかったため、結果として2022年度の再生可能エネルギーの当社
持分売電量は2021年度より5.9%増加しました。

再生可能エネルギーの当社持分売電量（GWh）

再エネの需要の変化（再⽣可能エネルギー事業）

想定する世界と事
業影響

ネットゼロ社会に向けた、再⽣可能エネルギー市場の中⻑期的拡⼤

再生可能エネルギーの需要は今後ますます伸び、日本の地熱発電および風力発電の発電量はそれぞれ、
2020年度比で2030年度に4.7倍、9.8倍、2050年度に15倍、48倍に増加すると予測
再エネの普及状況、需給関係により、環境価値は0.3円～4円/kWhまで幅を持つ

影響分析

売電単価や非化石証書価格は環境政策や技術の進展により変動する一方、再生可能エネルギ
ー需要自体は拡大し、特に⾵⼒発電、地熱発電の需要が増加する。新規発電サイトの調査・
開発を行うことで当社の再⽣可能エネルギー事業拡⼤の機会となる。

事業影響評価

機会︓⼤

指標
再生可能エネルギーの
当社持分売電量

⽬標
2030年度末
575GWh

今後の戦略と対応

既存発電所の安定操業と環境価値の活用などにより収益力向上に取り組む
新規発電サイトの調査・開発（八幡平地区およびその他の地域での新規地熱事業の展開、風力発電への
参入）に注力する
他社との協業による発電事業および関連事業規模の拡大を目指す

■ 再⽣可能エネルギーの当社持分売電量

機会要素︓再⽣可能エネルギーの普及・需要の増加●

⽬標に対する2022年度実績
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2022年度のE-Scrap類処理能力は2020年度からの変化はなく16万t
です。2030年度の目標値24万t達成に向け、2023年度に小名浜製錬
所での新リサイクルヤードの建設、2024年度に直島製錬所での増処
理工事を実施予定です。

E-Scrap類処理能力（万t）

循環型社会への移⾏によるE-Scrapリサイクル事業の需要の変化（製錬・資源循環事業）

想定する世界と事
業影響

各国の経済成⻑に伴う廃電⼦機器リサイクル需要の増加

世界のGDPの成長率、人口増減から推計した世界のE-Scrapの推計発生量は、2020年度比で2030年度
に1.4倍、2050年度に2.5倍に増加する
E-Scrap中の有価金属の品位の低下により回収量が減少するリスクがあるが、当社のE-Scrap処理量24
万t達成時の有価金属回収量は2020年度比で1.9倍

影響分析

2030年度における世界のE-Scrap発⽣量は、2020年度⽐1.4倍に増加する。E-Scrap中の有
価金属の品位の低下による回収量の減少、競合他社によるE-Scrap市場への相次ぐ参入や国
際的な資源囲い込みの動きによってE-Scrapの集荷が困難になるリスクがあるが、当社のリ
サイクル処理能⼒を増強することにより、当社のE-Scrap処理量が増加し、売上増加の機会
となる。

事業影響評価

機会︓中

指標
E-Scrap類処理能力

⽬標
2030年度末
24万t

今後の戦略と対応

E-Scrap発生量増加に伴うリサイクル需要増加に対応するため、リサイクルヤードの建設、E-Scrap中の
微量元素を効率的に回収する体制の強化等によりE-Scrap類の処理能力を増強する
E-Scrap取引用プラットフォームMEX（Mitsubishi Materials E-Scrap EXchange）の機能強化により、
顧客利便性の向上、E-Scrap類の集荷増につなげ循環型社会の構築に貢献する

■ E-Scrap類処理能⼒

機会要素︓ E-Scrapリサイクルの需要の増加●

⽬標に対する2022年度実績
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2022年度の家電年間処理台数は、巣ごもり需要の拡大等による買い
替え増の反動によって入荷台数が減少し、2021年度より4.2%減少
し365万台となりました。

家電年間処理台数（万台）

家電リサイクルに関わる需要の変化（製錬・資源循環事業）

想定する世界と事
業影響

温暖化・エネルギーコスト上昇による省エネ家電への買い替え頻度の増加

世帯当たりのエアコン保有量の増加、世帯数の変化、故障による買い替え頻度の変化、リサイクル規制
等による家電回収率の変化より、日本全体の廃家電処理重量は、2020年度比で2030年度、2050年度と
も1.1倍に増加する

影響分析

気温上昇、世帯数の変化、炭素規制およびリサイクル規制の強化等により廃家電量は増加す
ることが見込まれる。これに伴い、当社の家電処理量も増加し、当社の事業規模予測から
2030年度の売り上げは2020年度⽐1.4倍増の機会となる。

事業影響評価

機会︓中

指標
家電年間処理台数

⽬標
2030年度末
590万台

今後の戦略と対応

既存プラントのM&A、新規リサイクルプラント設立により事業を拡大し循環型社会の構築に貢献する
自動化・省力化を図るとともに、 操業管理システムのクラウド化による管理強化、LCA評価による環境
価値可視化等にて差別化を図る

■ 家電年間処理台数

機会要素︓家電リサイクル需要の増加●

⽬標に対する2022年度実績
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2022年度の当社グループ全体での温室効果ガス排出量（単体＋主要
連結子会社）は1,916千t★でした。2021年度比で21千t増加しまし
た。

※ 非エネルギー起源のCO 排出源は廃棄物由来が主であり削減が困難で
あることから、省エネルギーを通じた削減努力が確認できるエネルギ
ー起源CO 排出量を対象としています。

2022年度の当社単体でのエネルギー起源温室効果ガス排出量は470
千tでした。2021年度比で27千t減少しました。

※ 非エネルギー起源の温室効果ガス排出源は原料等で使用される石灰石
が主要なものですが、 代替や削減が困難であることから、省エネル
ギーを通じた削減努力が確認できるエネルギー起源温室効果ガス排出
量を対象としています。

単体の温室効果ガス排出量は、2021年度対比▲26千tCO  (▲５％)
の削減となりました。また、原単位は、直島製錬所が炉修年度であ
り、一部工場で生産量が減少したことが影響し、若干悪化しまし
た。

■ 温室効果ガス総排出量（単体+主要連結⼦会社）

■ エネルギー起源温室効果ガス排出量の推移（単体）

■ 温室効果ガス排出原単位の推移（単体）

GHG排出量実績と取り組み

2022年度の温室効果ガス削減活動

2

2

2

40



単体のエネルギー使用量は2021年度対比4.9％減少しました。ま
た、直島製錬所が炉修年度であり、一部工場で生産量が減少したこ
とが影響し、原単位は1.1％悪化しました。事業者クラス分け評価︓
Sクラス（Sクラス︓過去5年平均で１％以上の原単位改善）となり
ました。

※ エネルギー原単位は、日本の省エネ法（エネルギーの使用の合理化等
に関する法律）のもとで定められている定期報告書作成要領に従い算
出。当社は事業内容が多様なため、事業ごとに「エネルギーの使用と
密接な関係を持つ値」を設定し、計算式の分母として使用していま
す。各事業のエネルギー原単位の対前年度比と、各事業で使用するエ
ネルギーの全社に占める割合とを掛け合わせて事業別の寄与度を求
め、その合計が全社の原単位（前年度比）となります。温室効果ガス
排出原単位も同様に算出しています。

※ 省エネ法による2022年度実績の定期報告書では、四日市工場、四日
市工場鈴鹿分室を除外し算出しており、本表も同様に2拠点を除外し
て算出しています。

■ エネルギー原単位の推移（単体）

■ 2022年度温室効果ガス総排出量内訳［千t-CO e］

分類 単体 国内グループ 海外グループ 計

Scope1
（直接）

エネルギー起源
（燃料等）

109 337 149 595

非エネルギー起源 プロセス 0 0 0 1

廃棄物 60 225 0 285

その他ガス 7 31 0 38

（参考）
非エネルギー起源合計

67 256 0 323

小計 176 593 149 ★919

Scope2（間接） エネルギー起源
（電力等）

361 203 433 ★997

（参考）エネルギー起源合計 470 540 582 1,592

合計 537 796 582 ★1,916

※ 「グループ会社」は連結子会社91社（国内38社、海外53社）を含んでいます。
※ 排出係数として、国内電力は電力会社の調整後排出係数、海外電力は国際エネルギー機関（IEA）が公表する排出係数、燃料および蒸気は温対法の数

値を用いています。
※ 「Scope2（間接）」は市場別（market base）排出量を表示。地域別（location base）では1,031[千t-CO e]

2

2
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■ 2022年度のScope3排出量［千t-CO e］

項⽬ 対象 単体 グループ 計 活動量の考え⽅

カテゴリ1

購入した製品・サー
ビス

温室効果ガス排出量以外の環
境データ対象組織と同じ

1,075 2,921 3,995 グループ外から受け入れた原
材料（廃棄物原材料・副産物
原材料は対象外）・取水量の
物量ベースの使用量

カテゴリ2
資本財 連結財務諸表と同じ 125 159 284 報告対象年度における設備投

資金額

カテゴリ3
Scope1,2に含まれな
い燃料およびエネル
ギー関連活動

温室効果ガス排出対象組織と
同じ

94 135 229 燃料種別使用量、グループ外
から購入した電力量および蒸
気量

カテゴリ4

輸送、配送（上流） 温室効果ガス排出量以外の環
境データ対象組織と同じ

241 510 751 ①報告対象年度に購入した製
品・サービスのサプライヤー
から自社への物流に伴う排出
・主要原材料ごとに（廃棄物
原材料・副産物原材料は対象
外）輸送シナリオを設定
・国間距離はIDEA 国地域間
距離データベース、その他の
距離は距離検索サイトを利用
し設定（一部、カンパニーへ
のアンケートにより回答があ
った距離を採用しているケー
スもあり）
②報告対象年度の出荷輸送の
うち、自社が費用負担してい
る製品の物流に伴う排出
・主要出荷製品ごとに輸送シ
ナリオを設定
・国間距離はIDEA 国地域間
距離データベース、その他の
距離は距離検索サイトを利用
し設定

カテゴリ5 事業から出る廃棄物 温室効果ガス排出量以外の環
境データ対象組織と同じ

4 20 25 産業廃棄物量（再資源化・埋
立）を対象

カテゴリ6

出張 連結 0 2 3 単体については、拠点（事業
所およびオフィス）別の従業
員数
連結子会社については、有価
証券報告書の人員情報より、
カンパニー別の従業員数

カテゴリ7

雇用者の通勤 連結 2 7 8 単体については、拠点（事業
所およびオフィス）別の従業
員数
本社オフィスおよび本社以外
のオフィスについては報告対
象年度の出社割合を乗じた値
を活動量とした
連結子会社については、有価
証券報告書の人員情報より、
カンパニー別の従業員数

カテゴリ8
リース資産（上流） ー ー ー ー 賃借しているリース資産はあ

るが、Scope1,2に含んでいる
ため、算定対象外

2
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カテゴリ9

輸送、配送（下流） 温室効果ガス排出量以外の環
境データ対象組織と同じ

47 136 183 販売先までの出荷輸送のう
ち、他社が費用負担している
製品の物流に伴う排出
販売先以降最終消費者までの
輸送は対象外とする
国間距離はIDEA 国地域間距
離データベース、その他の距
離は距離検索サイトを利用し
設定（一部、カンパニーへの
アンケートにより回答があっ
た距離を採用しているケース
もあり）

カテゴリ10

販売した製品の加工 温室効果ガス排出量以外の環
境データ対象組織と同じ

116 334 449 販売した製品として、カンパ
ニー別グループ外への製品出
荷量を活動量とした
製品ごとに想定される一次加
工を設定して、加工に伴う排
出量を算定

カテゴリ11

販売した製品の使用 ー ー ー ー 販売する製品は素材や部品
で、利用先は多岐に渡り、最
終製品までたどるのは困難で
あるため、算定対象外

カテゴリ12

販売した製品の廃棄 温室効果ガス排出量以外の環
境データ対象組織と同じ

2 3 5 販売した製品として、カンパ
ニー別グループ外への製品出
荷量を活動量とした
製品ごとに想定される廃棄方
法を設定して、廃棄に伴う排
出量を算定

カテゴリ13 リース資産（下流） ー ー ー ー 賃貸ししているリース資産は
ほぼないため、算定対象外

カテゴリ14
フランチャイズ ー ー ー ー フランチャイズ事業は行って

いないため、算定対象外

カテゴリ15
投資 持分法適用関連会社 6,038 0 6,038 報告対象年度における持分法

適用関連会社のScope1＋2排
出量および持分割合

合計 ★7,745 4,227 ★11,972  

※ 原材料調達、輸送、製品出荷シナリオは2021年度実績に基づき設定しています。
※ 算定方法は、環境省・経産省「サプライチェーンを通じた温室効果ガス排出量算定に関する基本ガイドライン（ver.2.4）」を参考とし、排出原単位

は「サプライチェーンを通じた組織の温室効果ガス排出等の算定のための排出原単位データベース（Ver3.3)」および「国立研究開発法人産業技術総
合研究所 IDEA Ver.3.3」等を参照して算定しました。

※ 2022年度のScope3排出量は、2023年3月31日現在における、当社（多結晶シリコン事業含む）および連結子会社49社（ダイヤソルト（株）含む）
のデータを反映しています。

■ 各事業における主要な取り組み

当社の製造事業所・工場は、徹底した省エネルギーの追求を重要課題と捉え、省エネ活動を進めています。
具体的には、燃料の見直し、未利用エネルギーの利活用、工程・設備の改善、高効率機器の導入、機器仕様の適正化、設備運転制御・操業
形態の見直し等の視点で活動を行っています。本社・支店・営業所や、研究所等の小規模な事業所でも、LED照明導入等の省エネの取り組
みを継続しています。
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2022年度の輸送におけるCO 排出量は、単体は18,109t（2021年度比425t減）となり、グループ会社合計は船舶を中心に輸送量が増加し
たことで12,564t（2021年度比 859t増）となりました。単体＋グループ会社のCO 排出量合計は30,673t（2021年度比434t増）となりま
した。一方、エネルギー消費原単位 は、単体は22.47kℓ／百万トンキロ（2021年度比4.65％悪化）となりましたが、単体＋グループ会
社の合算値では20.47kℓ／百万トンキロ（2021年度比5.31%改善）となりました。 今後も、モーダルシフト推進や積載率改善等による輸
送省エネに努めるとともに、グループ全体での物流最適化を通じて、非化石エネルギー活用などの環境負荷を抑制する物流の構築を目指し
ます。

■ 輸送モード別CO 排出量（単位︓t-CO ）

 
2021年度 2022年度

単体
グループ

会社 合計 単体
グループ

会社 合計

物流CO₂排出量 総量 18,533 11,704 30,237 18,109 12,564 30,673

内訳 トラック 10,666 4,989 15,655 11,103 4,936 16,039

船舶 7,809 6,712 14,521 6,960 7,625 14,585

鉄道 20 3 23 12 3 15

航空 38 0 38 35 0 35

※ 使用エネルギー量を原油量換算（kℓ）し、輸送トンキロ（百万トンキロ）で割った値

物流における取り組み

2

2
※

2 2
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成形した耐火プラスチック

近年、電気自動車（EV）のリチウムイオン電池（LIB）は高容量化が進んでお
り、LIB発火時の危険性が増大しています。一方で、航続距離延伸を目的に、車
体の軽量化が要求されています。
樹脂材料は軽量化を目的にさまざまな製品で利用されており、火炎に耐えられる
樹脂材料としては、現在、難燃性樹脂が広く市販されています。しかし、従来の
難燃性樹脂では火力の高い火炎に対しては耐えることが難しいため、安全性を重
視する部品には依然として金属が採用されており、軽量化が進んでいない状況で
す。
当社は、軽量でありながら火炎に接しても燃えず、溶け落ちにくく、成形容易な
「耐火プラスチック」を得る技術を開発しました。EVのLIBケースの蓋などに使
用した際には、発火時の火炎の広がり防止が期待されます。今後は、この技術を
活用した製品化に取り組んでいきます。

熱電発電モジュール

カーボンニュートラル実現のため、未利用熱・廃熱を有効活用する熱電発電技術
の普及が待望されています。低い発電コストにて、大きな温室効果ガス

（GHG）削減効果を得るためには、高い変換効率を有する熱電発電素子およびモ
ジュールが必要です。
当社では、従来とは異なる独自の材料設計を実施し、環境にやさしい材料を用い
て、従来を凌駕する性能かつ長期高信頼性を有する熱電発電技術の創出に挑み、
太陽光発電と同等レベルの変換効率の実現に向け開発を進めています。この技術
が実用となれば、工場の設備管理から自動車、IoT通信機器と多岐にわたる用途
にて展開され、例えば、熱電のみで電子機器を駆動、系統電力への売電など、こ
れまで困難とされた機能の実現も期待されます。この革新的サーマルマネジメン
ト技術の実用化に向けて、事業開発を進めていきます。

※ 熱電発電技術︓温度差を利用して、熱エネルギーを電気エネルギーへ変換する技術

当社グループは、気候変動への対応を脱炭素社会の実現に向けた重要な経営課題のひとつとして捉え、環境負荷低減を考慮したものづくり
や地熱等再生可能エネルギーの開発・利用促進に取り組んでいます。

再生可能エネルギーの開発・利用促進
地球環境への貢献

脱炭素社会実現に向けた取り組み

「脱炭素社会実現に貢献する製品やサービス」

⽕炎に接しても燃えず、溶け落ちにくい耐⽕性軽量新素材「耐⽕プラスチック」TOPICS

⾰新的サーマルマネジメント技術である、⾼効率な熱電発電技術の創出TOPICS

※
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直方晶Sn O の結晶構造および電子構造
出典: Y.S. Liu, et al., Angew. Chem. Int. Ed.
2023, 62, e202300640.

当社と東京工業大学・宮内教授のグループ、防衛大学校・田邉准教授は共同研究
において、酸化スズの新しい結晶多形である直方晶の四酸化三スズ（Sn O ）の
合成とともに、第一原理計算によりその機能発現メカニズムの解明に成功しまし
た。
人工光合成の実用化には可視光を吸収して光触媒活性を示す安価で安定な半導体
が不可欠ですが、そのひとつとして単斜晶のSn O が報告されていました。一
方、本研究では、これまでに報告例のない直方晶のSn O を簡易な水熱法で合成
しています。この直方晶Sn O は従来の酸化スズよりも幅広い可視光を吸収する
ことができ、また伝導帯のレベルが高く励起電子の還元力が強いため、二酸化炭
素を還元できる光触媒として機能します。さらに本成果では、水熱合成条件を制
御することで結晶多形をつくり分けることができ、この知見はこれまでに報告例
のない酸化スズ以外の結晶多形や新物質の合成にもつながることが期待されま
す。

当社は、2022年4月、経済産業省が公表した「GXリーグ基本構想」に賛同し、2023年5月にはGXリーグの参画企業へと移行しました。
「GXリーグ」とは、GX（グリーントランスフォーメーション）に積極的に取り組む企業が、行政や大学・公的研究機関、金融機関等のGX
に向けた挑戦を行うプレイヤーとともに、一体として経済社会システム全体の変革のための議論と新たな市場の創造のための実践を行う場
として設立されたものです。参画企業にはカーボンニュートラルの実現に向けて、自社の排出量削減に向けた取り組みだけではなく、サプ
ライチェーンや生活者、市民社会等幅広い主体と協働し、先導する役割が期待されています。当社もサプライチェーン企業への働きかけを
含めた排出量削減努力を進めており、また、GXリーグが進める排出量取引制度（GX-ETS）の制度構築に向けた議論の過程においては、よ
り良い制度とするためにコメントや意見の提出も行っています。

GXリーグ基本構想について（経済産業省）
https://www.meti.go.jp/policy/energy_environment/global_warming/GX-league/gx-league.html

可視光で光触媒活性を⽰す、新規酸化スズの合成に成功TOPICS

3 4

3 4

3 4

3 4

3 4

経済産業省「GXリーグ基本構想」に賛同
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当社では、鉱山や製錬所に必要な電気を供給するため、再生可能エネルギーの開発を進めてきました。これまでに、培ってきたノウハウを
活かして、環境影響の少ないエネルギーを安定供給するため、地熱発電、水力発電等を中心とした再生可能エネルギーの創出を進めていま
す。

■ 既存発電所の安定的な操業に向けて

当社は、秋田県鹿角市八幡平地区に大沼地熱発電所と澄川地熱発電所（蒸気供給のみ︔発電は東北電力（株））を有し、また、秋田県湯沢
市高松・秋ノ宮地区の山葵沢地熱発電所（電源開発（株）および三菱ガス化学（株）とともに設立した湯沢地熱（株）が所有）が2019年5
月20日に営業運転を開始し、安定したクリーンな電力を生み出しています。2022年度の総発電電力量は604GWh（当社持ち分等を考慮し
た場合、うち322GWh）であり、当社地熱発電所および蒸気供給設備の操業によるCO 排出削減効果は約136万t（東北電力（株）澄川地熱
発電所分、湯沢地熱（株）山葵沢地熱発電所当社持分より算出）に相当します。
地熱発電は、見えない地下の状況を把握して、蒸気を継続的かつ安定的に供給することが重要です。澄川地熱発電所においては、今後も発
電電力量の向上を目指して、運転開始以降のデータの詳細な検証、地質構造の再解析等で地下の状態を把握し、現場での安定した操業を継
続します。

■ 新たな地熱開発に向けて

当社では前項の地熱発電所に加え、新規プロジェクトにも取り組んでいます。電源開発（株）および三菱ガス化学（株）とともに設立した
湯沢地熱（株）は、2015年5月に山葵沢地熱発電所の建設を開始し、2019年5月20日に営業運転を開始しました。また、2015年10月には
三菱ガス化学（株）とともに安比地熱（株）を設立、2018年6月に電源開発（株）が加わり３社で事業化を推進し、2019年8月に建設工事
を開始しています。当社は、2021年8月から大沼地熱発電所の北東に位置する菰ノ森地域（鹿角市）において、独立行政法人石油天然ガ
ス・金属鉱物資源機構（JOGMEC）の助成金を活用した地熱資源量調査を開始しました。また、2022年6月からは安比地熱発電所の東側に
位置する安比川上流地域（八幡平市）において、JOGMECの助成金を活用した地熱資源量調査を開始済みです。さらに、2022年5月に恵山
地域（函館市）の地熱調査・開発を手掛ける合同会社はこだて恵山地熱に出資し、（株）レノバおよび大和エナジー・インフラ（株）とと
もに資源調査、環境影響評価を経て地熱発電所の建設に携わっています。
また、福島県吾妻・安達太良地域においても他社と共同で調査を継続しています。

再生可能エネルギーの創出

地熱発電事業

2
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山葵沢地熱発電所（秋田県）
事業主体︓湯沢地熱（株）
2019年5月運転開始
出力︓46,199kW

安比地熱発電所（岩手県）
事業主体︓安比地熱（株）
2024年4月運転開始予定
出力︓14,900kW

当社は、2022年５月、（株）レノバ（東京都中央区、代表取締役社長CEO 木南陽介）、大和エナジー・インフラ（株）（東京都千代田
区、代表取締役社長 松田守正）の新たな事業パートナーとして、「合同会社はこだて恵山地熱」へ出資しました。同社は2016年の設立以
来、北海道函館市恵山地域での新規地熱発電所開発を目指して事業開発を進めています。
当社は、長年にわたる炭鉱や金属鉱山の開発・経営を通じて培った豊富な経験と高い技術力を水力、地熱発電に活かしています。地熱発電
に関しては、1974年に大沼地熱発電所（秋田県）の運転を開始して以来、澄川地熱発電所（秋田県、1995年運転開始）、山葵沢地熱発電
所（秋田県、2019年運転開始）、安比地熱発電所（岩手県、2024年運転開始予定）の建設・操業に中核として関わっています。
当社は、これまでも「地熱等再生可能エネルギーの開発・利用促進」に取り組んでおり、本事業についても出資を通じて当社の経験と技術
力を活かし、プロジェクトの成功に貢献します。

掘削調査の様子

プレスリリースリンク︓
https://www.mmc.co.jp/corporate/ja/news/press/2022/22-0606.html

北海道函館市恵⼭地域における新規地熱開発へ参画中TOPICS
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当社の水力発電事業の歴史は1898年からと古く、秋田県において、尾去沢鉱山（金鉱山として開
山、後に銅鉱山として操業し、1978年に閉山）の動力用電力の供給等を目的として水力発電所が
７ヵ所建設されました。そのうち1ヵ所はダム建設により2000年に水没補償されたため、現在6ヵ
所が稼働中であり、発電された電力の全量を電力会社に売電しています。2014年から水力発電所
の高経年対策として3ヵ所の設備更新が無事完成し、2018年３月に、大湯発電所（鹿角市）の設備
更新が終了しました。また、2019年5月に、秋田県北秋田市小又川水系において、1953年（昭和
28年）に完成した小又川第四発電所以来の新規水力発電所となる小又川新発電所の建設を開始
し、2022年12月に運転を開始しました。また、2021年度から1,000kW前後の小規模な水力発電
所の新設を目指して、複数の地点で調査を開始しています。
2022年度の全6ヵ所の水力発電所による発電電力量は92GWhであり、当社の水力発電所操業によ
るCO 排出削減効果は約4万tに相当します。

小又川新発電所（秋田県）
事業主体︓三菱マテリアル（株）
2022年12月運転開始
出力︓10,326kW

2013年より、当社グループの遊休地を活用して、新たに太陽光発電事業に取り組んできました。
三菱HCキャピタル（株）との合弁事業として2017年までに真壁（茨城県）、福井、鳥越（福岡
県）、入釜（宮城県）、矢吹（福島県）の５ヵ所で発電所を建設し、順調に運転を継続していま
す。2022年度の全5ヵ所の太陽光発電所による発電電力量は28GWh（うち当社持分は14GWh）
であり、これらの発電所操業によるCO 排出削減効果（当社持分）は約1万tに相当します。

入釜太陽光発電所（宮城県）
事業主体︓エルエムサンパワー
（株）
2015年1月運転開始
出力︓6,930kW

当社の連結子会社として2018年に設立したニューエナジーふじみ野（株）において、食品廃棄物
の処理により得られたバイオガスを用いて発電（出力550kW）を行っています。2022年度のバイ
オガス発電による発電電力量は2GWh（うち当社持分は2GWh）です。

⽔⼒発電事業

2

太陽光発電事業

2

バイオガス発電事業
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■ 再⽣可能エネルギーによるCO 排出削減効果（発電所持分を考慮）

※ 経済産業省（METI）が定める商用電力のCO 排出係数を基に再計算しています。

※ 地熱発電所への蒸気供給（蒸気を電力量換算で販売）

再⽣可能エネルギーによるCO 排出削減効果2

2

2

再⽣可能エネルギーの発電⽬標および実績
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三菱マテリアルテクノ（株）は、トータルエンジニアリング企業として、2000年から再生可能エネルギー熱である地中熱事業に参入し、企
画提案から調査・設計・施工・メンテナンスまでを一貫して提供しています。
地中熱技術力No.1を目指し続け、国プロ等による継続的な技術開発と特許技術の保有により、一般的な「ボアホール方式」のみならず、同
社の特許工法である「基礎杭方式」「水平方式」「土留壁方式」と多様な熱交換方式を実用化し、地中熱のインフラ化に成功しました。現
在は、これらの技術を“都市インフラ活用型地中熱利用システム”として営業展開しており、将来的には「スマートシティへの貢献」を目指
しています。
同社の地中熱導入実績は約130件あり、2020年以降では、八幡平市立病院でボアホール方式（深度100m×120本）と水平方式（敷設溝長
さ約100m×9ユニット）の組み合わせによる日本最大規模の案件が竣工し、横浜市役所で基礎杭方式（場所打ち杭66杭）による首都圏最大
級の案件が竣工する等、地中熱の大規模な活用が進みつつあります。なお、「横浜市役所の環境・設備計画と実施」の業績については、横
浜市や（株）竹中工務店らとともに（公社）空気調和・衛生工学会の第60回学会賞技術賞（建築設備部門）を2022年5月に同社が受賞しま
した。これからも再生可能エネルギーである地中熱利用の普及を通じて、脱炭素社会の実現に貢献していきます。

三菱マテリアルテクノ（株） 地中熱利用システム

■ 都市インフラ活⽤型地中熱利⽤システムの概要図

■ 熱交換⽅式種類と各実績の⼀例

地中熱ヒートポンプシステム

再⽣可能エネルギー熱である地中熱利⽤の普及により、脱炭素社会の実現に貢献
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二酸化炭素回収・貯留について、当社は、2008年5月に設立された日本ＣＣＳ調査（株）に出資し、同社を通じて、苫小牧CCS大規模実証
試験、二酸化炭素貯留適地調査事業に関与しています。二酸化炭素回収・有効利用については、工場から排出される二酸化炭素を回収する
実証試験を開始しています。（詳細は、下記リンクをご参照ください）

工場から排出される二酸化炭素を回収・利用～九州で実証試験を開始～

二酸化炭素回収・有効利用・貯留（CCUS）

⼆酸化炭素回収・有効利⽤・貯留（CCUS）に向けて
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活動テーマ 2022年度の活動実績 ⾃⼰
評価

2023年度以降の活動⽬標・予定

環境法令の遵守
環境負荷の継続的な改善

環境法令遵守のための取り組み強化
環境法令教育の徹底 

A 環境法令遵守のための取り組み強化
環境法令教育の徹底

自己評価　A︓目標達成　B︓概ね目標達成　C︓目標未達成

本環境方針は、サステナビリティ基本方針に基づき定められ、三菱マテリアルグループの事業活動の基盤となるものであると考えていま
す。

高度なリサイクル技術による廃棄物の再資源化を推進すると共に、原材料調達から素材・製品の開発、生産、流通、消費、廃
棄そして再資源化を含むすべての事業活動の中で環境に配慮した付加価値の高い素材・製品を提供します。

エネルギーの削減等により自社の事業活動における脱炭素化を推進すると共に、地熱およびその他の再生可能エネルギーの開
発と利用拡大等を図り、バリューチェーン全体の脱炭素化に取り組みます。

天然資源の開発等を含めバリューチェーン全体において生態系へ配慮した事業活動を行います。

冷却水や洗浄水等、事業活動のあらゆる場面で使用する水の再利用や水の循環利用等を通じて使用量の削減に取り組みます。

木材資源の有効活用はもとより、脱炭素化、生物多様性、水環境の保全や地域レクリエーション等にも貢献する社有林等の適
切な管理活動に取り組みます。

全社員に対し関係する法規制や取り決め等に関する教育を継続的に実施し、事業活動における環境負荷の低減、環境汚染の防
止に取り組みます。また、ステークホルダーとのコミュニケーションを積極的にとって環境保全活動を行います。

（改定︓2021年12月1日）

環境負荷低減と環境汚染防止
地球環境への貢献

環境マネジメント

環境方針

廃棄物リサイクル推進・環境配慮製品の提供1.

脱炭素化の推進2.

⽣物多様性への配慮3.

⽔資源の有効利⽤・保全4.

⾃社で保有する⼭林等の保全5.

環境教育・社会との共⽣6.
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当社グループでは、SCQ推進本部に専門部会としての環境管理部会を設置しグループ横断的な環境施策を立案し実行しています。各事業部
門および各製造拠点には環境管理担当者を選任し、本社環境管理部署と密接な連携のもと汚染の未然防止、環境関連法令の遵守徹底を図っ
ています。

■ 環境管理体制

推進体制
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当社グループの各事業所では、ISO14001等の環境マネジメントシステムを運用し、法令遵守と環境パフォーマンスの向上に向けた継続的
な活動を推進しています。環境技術や法令に関する知識を持つ管理者を育成するため、環境教育プログラムや法令チェックシステム等の開
発・導入に取り組んでいます。
特に当社グループでは廃棄物管理を重要な業務と位置付け、金属製錬事業等ではリサイクル原料の使用を推進しています。各拠点では廃棄
物管理に特化した管理者や担当者を選任し、法令教育の実施と独自の運用ルールにより、廃棄物の適正管理と関連法令の遵守を徹底してい
ます。管理責任者には、廃棄物管理に関する最新の事例紹介等を通じて、廃棄物リスクや管理者に求められる役割の理解を目的とした教育
を実施しています。実務担当者には廃棄物処理法の具体的な規制内容の理解を目的とした講習を実施しています。　　　　　　　　　　　　

■ 2022年度環境教育実績

 受講者数

廃棄物管理教育 管理責任者向け 16名

実務担当者向け 121名

事業所内で発生するさまざまな環境課題に対応するため、本社では環境専門スタッフによる相談窓口を設け、具体的なサポートを提供する
とともに、本社と各事業所は有益な情報を共有し、環境課題に対応しています。
毎年、事業所の管理者層を対象に環境管理責任者・事務局会を開催し、環境に関する施策や課題の共有を行っています。また、実務者層を
対象に事業所見学会を開催し、環境管理に関わる現場での運用方法や環境事故の未然防止について学ぶとともに、各事業所の担当者が情報
交換する機会も提供しています。

当社グループに適用される法律の改正情報は、社内イントラネットやEメールで周知し、大規模な改正や施設の変更等が必要となる改正は説
明会を開催し、全事業所が対応できるように情報を共有しています。
現行の法規制については、各事業所で定期的にチェックし、監査部では環境関連法令の遵守状況、化学物質の取り扱い状況、施設の管理状
況等を確認しています。不備が判明した場合は迅速に是正し、関連する事業所にも共有し、当社グループ全体の管理水準の向上を図ってい
ます。
施設の新設や変更等、一定規模以上の起業に際しては、各事業所だけでなく、本社関係部署でも届出の必要性を判断しています。また、事
業所で必要な専門的な法令知識をサポートするために、2021年4月より施設の名称や仕様を入力すると、自動的に届出または許可申請が必
要かどうかを判定するWEBシステムを運用しています。

水質汚濁、大気汚染、廃棄物処理等の環境保全に係る法規制の2022年度の遵守状況について、規制当局からの不利益処分（許可取り消し、
操業停止命令、設備の使用停止命令、罰金等）はありませんでした。
臭気や廃棄物の苦情は5件寄せられましたが、迅速に原因を調査し、必要な対策を都度実施しました。

環境管理活動

環境教育

環境課題に対応するための情報の共有

環境法規制の遵守

環境法規制の遵守状況
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当社グループは、環境方針に基づき、環境リスクを抽出し、顕在化を防止するための対策を講じています。
有害物質の漏えいによる大気、水域、土壌・地下水の汚染や、廃棄物の不適切な処理は、環境への悪影響だけでなく、当社グループの事業
活動にも深刻な影響を与える可能性があります。各事業所では、事業内容や取り扱い物質、立地条件に応じてリスク評価を行い必要な対策
を講じています。また、廃棄物の管理については、自らの不適切な処理を防止するだけでなく、処理委託先による不適正処理を見逃さない
ために現地確認等の対策も講じています。
当社グループが所有する休廃止鉱山（非鉄金属鉱山）では、鉱害防止のため、集積場の維持、採掘跡の坑道や坑内水の導水路の維持、およ
びこれらの場所から発生する重金属を含む酸性坑廃水の適切な処理を継続的に行っています。 生物多様性リスクも、当社グループにとって
重要な環境リスクのひとつです。当社グループが原料（鉱石等）を調達する鉱山において、生物多様性の保全を含む環境・社会基準を設定
し、その遵守状況を確認しています。また、当社グループが日本国内に保有する山林では、 森林の生態系サービスを高度に発揮させること
を目標に森林管理を行っており、一定の基準を満たしていることが森林認証の取得により保証されています。
気候変動リスクの緩和に向けては、省エネ・CO 排出削減へ多角的に取り組むとともに、CO 回収・利用の研究や再生可能エネルギーの創
出も行っています。淡水資源の不足が事業に及ぼすリスクについては、国内外の主要な事業拠点についてリスク評価を行うとともに、海水
の有効利用、生産工程の効率化による節水、水リサイクル、そして廃水の浄化処理の徹底といった対策を行っています。

2022年度の投資額は、東北電力所における再生可能エネルギー発電設備の認定を受けた小又川新発電所（水力発電所）の建設や銅製錬所に
おける大気汚染防止や水質汚濁防止を目的とする設備更新等をはじめとする投資により、約131億円となりました。
また、環境保全に係る費用は、環境対策や公害防止設備の維持管理等、約64億円となりました。

2022年度 環境保全のための⽀出［百万円］

分類 投資額 費⽤額

事業エリア内コスト 事業エリア内コスト合計 13,019 6,012

公害防止コスト 1,493 2,884

地球環境保全コスト 11,495 298

資源循環コスト 31 2,830

上・下流コスト 0 0

管理活動コスト 57 231

研究開発コスト 25 53

社会活動コスト 0 0

環境損傷コスト 5 104

合計 13,106 6,400

※ 環境コストは、環境省の環境会計ガイドライン2005年版に基づいて算定しています。
※ 集計対象範囲は単体です。

環境リスクへの対応

2 2

環境会計
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以下の開示項目のうち、エネルギー投入量は多結晶シリコン事業と製塩事業に属する事業所のデータを含んでいます。

環境負荷の全体像
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2022年度のエネルギー投入量（単体）は2021年度に比べて約
5％（0.5PJ︓原油換算で1.3万ｋL）減少しました。これは一部の工
場で生産量が減少したこともありますが、設備の電化や高効率機器
の導入等の省エネルギー活動によるものです。

エネルギー投入量

※ 1PJ（ペタジュール）＝10 J=1,000TJ（テラジュール）

循環型社会構築への貢献のために、廃棄物の再資源化や副産物の循
環利用に積極的に取り組んでおり、廃棄物、副産物等のリサイクル
原料の利用を推進しています。
2022年度の原材料・資材投入量全体は、当社単体では2022年度か
らセメント事業を報告対象組織から除外したため、2021年度比93%
減少し1.3百万tとなりました。このうち、廃棄物および副産物が占
める割合は13.4%でした。

原材料・資材投入量

※ 2021年度までの天然資源には、グループ内鉱山からの石灰石調達分が含まれます。

取水量の大部分は、銅製錬の施設で冷却水として利用する海水で
す。
2022年度の取水量全体は、当社単体では2022年度からセメント事
業を報告対象組織から除外したため、2021年度比77%減少し94.7
百万m でした。そのうち、（海水を除く）淡水の取水量は11.4百万
m （全体の約12%）でした。

取水量（海水を除く）

※ 水力発電に用いる淡水を除く
※ 冷却水用の海水を除く

エネルギー投⼊量

15

原材料・資材投⼊量

取⽔量

3

3
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工場排ガスに含まれる硫黄酸化物（SOx）、窒素酸化物（NOx）、
およびばいじん等の大気への排出状況並びに排水に含まれる生物化
学的酸素要求量（BOD）、化学的酸素要求量（COD）、窒素等の水
域への排出状況についてモニタリングを行っています。2022年度の
大気への排出量は、当社単体では2022年度からセメント事業を報告
対象組織から除外したため、窒素酸化物（NOx）は2021年度比
98%減少し220t、ばいじんは2021年度比89%減少し15tでした。

大気への排出量

水域への排出量

2022年度の排水量(海域への排水を除く)は、当社単体では2022年
度からセメント事業を報告対象組織から除外したため、2021年度比
14%減少し9.5百万m でした。海域への排水量は、当社単体で85.3
百万m であり、ほとんどは冷却水として利用した海水です。

排水量（海域への排出を除く）

※ 海域への排出を除く

2022年度の排出量は、2022年度からセメント事業を報告対象組織
から除外したことと、1拠点において多量に使用していた化学物質の
使用終了に伴い、2021年度比48%減少し41tとなりました。移動量
は2021年度比12%減少し37tとなりました。

化学物質の排出量・移動量

⼤気・⽔域への排出量

排⽔量

3

3

化学物質の排出量・移動量
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2022年度の総排出量は、当社単体では2022年度からセメント事業
を報告対象組織から除外したため、2021年度比19%減少し11.3千t
でした。埋立処分量は、当社単体で2021年度比18%減少し4.7千tで
した。
当社を含むグループ全体の総排出量は約45千tで、そのうち、約5割
をリサイクルしています。

産業廃棄物発生量

当社グループでは、製造工程での燃料の燃焼等に伴い、ばいじんやSOx等の大気汚染物質を排出しています。 特に、銅製錬所からの排出が
その多くを占めています。各事業所では、発生源の操業の安定化・効率化や、高度な排ガス処理装置を設置して性能を適切に維持する等、
大気汚染物質の排出抑制に取り組んでいます。

各事業所では、水質の汚濁を防止するために適切な排水処理を行い、排水基準よりも厳しい管理基準を設けて排水管理を行っています。さ
らに、化学物質や油の漏えいに備えるために、防液堤の設置や日常的な設備の点検を行っています。万が一漏えいした場合の拡散防止のた
めの訓練等も定期的に実施しています。

当社グループの製造事業所では、多種多様な化学物質を取り扱っています。各事業所では、有害化学物質の使用量の削減、環境への漏出の
防止、排出量の削減等の環境リスク低減の対策を実施しています。具体的には、それぞれの化学物質の特性に応じた工程の見直し、新設備
の導入、有害性が低い物質への代替化等を促進しています。

当社グループでは、資源循環型社会の構築に資するため、廃棄物の排出量の削減と、排出された廃棄物の再資源化に徹底的に取り組むとと
もに、リサイクル事業の展開も図っています。

産業廃棄物の排出量

大気汚染防止

水質汚濁防止

化学物質管理

廃棄物管理
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活動テーマ 2022年度の活動実績
⾃⼰
評価

2023年度以降の活動⽬標・予定

休廃止鉱山の管理 休廃止鉱山管理技術者への継続教育の実施
老朽化設備の更新（継続）
集積場の安定化（継続）

A 休廃止鉱山管理技術者への継続教育の実施
老朽化設備の更新（継続）
集積場の安定化（継続）

自己評価　A︓目標達成　B︓概ね目標達成　C︓目標未達成

当社は、鉱山業から発展した会社です。当社グループは国内に、石灰石鉱山、石炭鉱山、非鉄金属（銅・鉛・亜鉛等）の鉱山を保有してい
ますが、このうち非鉄金属鉱山は、すべて採掘を休止または廃止し、現在では15ヵ所の拠点・事業所、21ヵ所の休廃止鉱山の管理をしてい
ます。当社グループは、行動規範第5章「【環境保全】私たちは、環境保全に努め、脱炭素化、資源の有効活用とその再資源化に取り組みま
す」に基づき、休廃止鉱山においても以下の管理業務を長期的に継続しています。

鉱山跡地から発生する重金属を含む排水（坑廃水）の適切な処理
集積場（鉱石の採掘に伴い発生した岩石や鉱さい、坑廃水処理で発生した殿物の集積場所）の維持
採掘跡の地下空洞や坑道、坑廃水を導水する水路の点検・維持
使用されていない坑口や陥没地等への立ち入りを防ぐ危害防止対策

一部の休廃止鉱山では坑道の一部を保存・整備し、操業当時の様子や鉱山技術等を後世に伝える文化的遺産あるいは観光施設としても活用
されています。

■ 当社グループの休廃⽌（⾮鉄⾦属）鉱⼭

休廃止鉱山の管理

当社グループの休廃⽌鉱⼭管理
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当社グループは、坑廃水処理、集積場管理、坑道・坑口管理を行っています。坑廃水処理では適正
な処理、集積場管理では堤体崩壊による集積物の流出防止、坑道・坑口管理では坑内水の導水路維
持のための点検や、第三者の坑道内への侵入および坑口崩落による危害発生を防ぐための閉塞工事
等を行っています。このうち、坑廃水処理では365日24時間体制で管理を行っています。

坑廃水処理施設（八谷鉱山）

集積場管理の例（尾去沢鉱山）

坑廃水の発生は大別して2種類あります。鉱山の操業で鉱化帯に形成された地下坑道や採掘跡の空洞に降雨や地下水が浸透し、酸化された鉱
石と接触することで発生する酸性の坑内水（坑水）と、降雨 や地表水が集積場の鉱さい等と接触して発生する浸透水（廃水）があります
が、これらはともに重金属を含んでいます。これらの坑廃水は処理場で中和処理を行い、排水基準内まで重金属類を除去して河川に放流し
ています。

休廃⽌鉱⼭における坑廃⽔処理の概要

休廃⽌鉱⼭の主な管理業務
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管理レベルの向上と業務効率化のため、デジタル化を推進しています。

操業データを自動的に収集してデジタルデータとして一元管理・活用することで、坑廃
水処理施設等の操業を遠隔地でも管理できます。
操業データを経時変化グラフ化等により可視化し、異常があった場合には遠隔警報を発
報するなど、異常を早期に発見する仕組みをつくり、管理レベルを向上させています。
タブレット等のデバイスを用いて、坑廃水処理施設や集積場の点検と記録を行うことで
点検結果をデジタルデータ化し、一元管理しています。これにより報告書を自動的に作
成するなどして、業務を効率的に行っています。

操業データの可視化（データトレン
ド表示）

スマートフォンを用いた点検結果の
記録（点検データデジタル化）

東日本大震災の際に他社が管理する集積場において集積物の流出事故が発生したことを受け、経済
産業省は2012年11月に耐震性能に係る技術指針を改正しました。これに基づき、当社グループが
管理する集積場の安定性評価を実施した結果、10ヵ所の集積場に対策が必要と判断されました。
そのため、2015年度より対象集積場の安定化に向けた設計・対策工事を順次実施しており、8ヵ所
の対策が完了しています。

八谷鉱山集積場安定化工事（完工
後）

2015年からは当社グループを挙げて、激甚化する自然災害に備えた鉱害防止対策工事に加え、大規模地震に備えた集積場安定化工事や坑廃
水の発生源対策、坑廃水処理施設の能力増強、老朽化設備の更新にも取り組んでおり、工事費用は環境対策引当金として2015～2018年度
までに計上し、2022年度には豪雨により被災した箇所の復旧・対策費用として一部追加計上しています。

休廃⽌鉱⼭管理業務のデジタル化

設備更新・環境対策⼯事

集積場安定化⼯事

63



近年の自然環境変化（大型台風やゲリラ豪雨）により坑廃水処理に係る操業負荷やリスクが増大し
ています。これらの低減を目的に、発生源対策工事、坑廃水処理施設の能力増強や老朽化設備の更
新を進めています。発生源対策のひとつとして、最新技術（従来困難であった酸性の条件でも緑化
が可能な技術）等を用いて、鉱化帯が露出した地表面の大規模な被覆工事を行っています。この工
事により、降雨が直接鉱化帯へ接触することを防ぎ、処理水量や汚濁負荷量の低減が期待できま
す。

小真木鉱山 発生源対策工事（上︓施
工前・下︓施工後）

更新後の坑廃水処理施設（尾去沢鉱
山）

当社グループの非鉄金属鉱山はすべて休廃止鉱山となっており、閉山してから久しく時間が経過し
ています。そのため、鉱山管理技術者が高齢化・退職するなど、人材が減少の一途を辿っていま
す。今後も持続的な休廃止鉱山の管理を行っていくためには、経験の浅い若年技術者のスキルアッ
プが必要不可欠であり、人材育成の機会（各種実務者研修や資格取得講座等）を継続的に設け、
Web研修やオンデマンド講座も活用して鉱山管理の技術継承に取り組んでいます。

実務者研修（坑道管理）

実務者研修（基礎教育）

坑廃⽔処理関連の対策⼯事

⼈材育成
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北海道大学に寄附講座『資源環境修復学研究室』を開設し、2017年度より鉱山環境の保全に関す
るさまざまな教育・研究活動を継続しています。当社グループでは、この寄附講座と連携し、北海
道大学やその他大学・研究機関による協力を得て、鉱山環境を修復・保全するための技術開発等に
取り組んでいます。これらの研究成果は論文やシンポジウム等で発表し、広く周知を進めていま
す。

鉱山跡地の緑化（筑波大学・北海道大学）︓鉱山跡地における内生菌による植物の重金
属耐性に関する調査・研究や自生植物による緑化の調査・研究を進め、これまで植生が
根付き難かった鉱山跡地における緑化促進に取り組んでいます。
生態影響評価（国立研究開発法人産業技術総合研究所）︓坑廃水の流入による河川への
生態影響について、野外調査を用いた水生生物への影響の観点からの評価に取り組んで
います。
遠隔監視技術開発（国立研究開発法人産業技術総合研究所）︓鉱山地域のように電力・
通信網のない遠隔地の管理データを収集できる技術として、電波指向性・超省電力化し
た遠隔モニタリングシステムを開発しています。
そのほか（北海道大学）︓坑廃水処理に関する操業管理上の課題を改善するべく、中和
殿物からの重金属類溶出リスクの評価や、低濃度条件下でのマンガン酸化物の沈積メカ
ニズムについての研究を新たに開始しました。

寄附講座による活動（現場見学）

鉱山跡地での緑化調査

河川生態調査（底生生物の採取）

当社の休廃止鉱山における鉱害防止の取り組みを地域の方々に知っていただくために、工事説明会や施設見学会を積極的に開催していま
す。また、植樹や稚魚の放流、イベント・祭礼への参加、協賛を通して環境保全活動・地域貢献に努めています。その他、国内外の学生や
研究者による鉱山施設の視察を受け入れ、鉱害防止に関する研究開発や技術の研鑽の場として提供しています。

産学連携活動

地域住⺠とのコミュニケーション
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当社グループにおける水使用量の大部分（約88%）は冷却水としての海水であり、淡水（工業用水や地下水等）の使用量は比較的少ない状
況です。しかし、淡水不足が事業に影響を及ぼす可能性があるため、当社グループの事業運営では、必要な水量および水質を確保すること
が不可欠です。当社では環境方針の中で、「水資源有効利用・保全」を掲げており、冷却水や洗浄水等、事業活動のあらゆる場面で使用す
る水の再利用や水の循環利用等を通じて使用量の削減に取り組んでいます。
また、近年頻発する台風、洪水災害等の水関連の問題とその影響も考慮し、リスク管理も行っています。事業所では水リスクの低減策をそ
れぞれ進めており、淡水資源の使用量の削減に向けて、海水の有効利用、生産過程の効率化や水使用量の少ない設備の導入による節水、水
リサイクル、廃水の浄化処理の徹底をしています。洪水対策として、建屋やポンプ、電気設備等の嵩上げや排水ポンプの設置、増水を想定
した訓練等に取り組んでいます。また、事業所からの排水水質の異常や水質事故の防止のため、法規制を上回る独自の排水基準の設定し管
理するほか、水質異常を検知するセンサーや自動排水停止システムの導入等にも取り組んでいます。

■ ⽔リスク評価の取り組み状況

当社グループの製造事業所（一部は研究機関も含む）における水リスクの状況を把握するために、世界資源研究所（WRI）が開発した水リ
スク評価ツール「Aqueduct（アキダクト）」を使用して、水資源確保に関連するリスクや洪水の影響を受けるリスク等の項目について、事
業所ごとに評価を行っています。水ストレスが高いと評価されたグループ会社拠点は８ヵ所ありましたが、これらの拠点に関する売り上げ
がグループ会社に占める割合は７％です。2022年度の取水量は99,585千㎥、水使用量は1,363千㎥でした。さらに、より実態に即した水リ
スク評価とするため、各事業所の過去の水リスクの顕在化状況（洪水、渇水、取水した水の水質悪化に関する発生履歴等）や事業活動に関
連する水使用状況（淡水・地下水の使用量、排水中の汚濁負荷物質の排出量）等の情報を考慮して、Aqueductによる水リスクの評価結果を
補完しています。
補完した水リスクの評価結果は、評価項目ごとにリスクスコアを表したレーダーチャートによって事業所ごとの水リスクを可視化し、共有
しています。各事業所では、高リスクと評価された項目をその事業所独自のリスクとして登録し、水リスクの低減を含む対応を策定・実施
しリスク管理を行っています。

事業所別の⽔リスクのレーダーチャート 表⽰例

水リスクの項目のうち、「水質リスク」については取水した水の水質悪化による操業への影響や事業所排水による環境への影響、「規制・
評判リスク」については取水・排水に対する規制の強さ・地域の評判の観点から、リスクを取水と排水に分けて評価しています。

水に関するマネジメント
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活動テーマ 2022年度の活動実績
⾃⼰
評価

2023年度以降の活動⽬標・予定

持続可能な社有林運営を
通じた地域、社会、地球
環境への貢献

SGEC森林認証の定期審査を受審し、審査
に合格した（現地審査は手稲山林、美唄
山林）

A SGEC森林認証の維持

森林経営計画に基づく森林整備を適正に
推進し、除間伐133.56ha、植栽
11.19ha、下刈59.26haの森林整備を実
施

A 森林経営計画に基づく適正な森林整備に
よる森林環境保全推進

環境面、経済面の両立を目指す森づくり
推進として、天然の力を活かした森づく
りを試行

A さまざまな効果的な森林づくり実践によ
る、災害に強く公益的機能の高い美しい
森林の追求

災害に強い森づくりの推進として、手稲
山林、生野山林で小規模作業路による間
伐を実践

A

間伐後の環境負荷が小さく、仕上がりが
美しい馬搬（馬を使った木材集材方法）
を実践（早来山林）

A

生物多様性の保全状況や森林整備による
生態系サービス（公益的機能）の変化、
森林の成長量等をより的確に評価するた
め、スマートフォンアプリを導入する等
モニタリング活動を強化

A 各種モニタリング活動の確実な実施と、
研究機関と連携した生態系サービス（公
益的機能）の定量的評価方法の確立

ドローンや衛星データ等のリモートセン
シング技術を活用した森林資源量の把握
試験を実施し、一定の精度での推定を実
現

A リモートセンシングやICT、IoT技術を活
用した森林情報の効率的な把握およびデ
ータ整理の推進

社有林地域の保育園に対し社有林の木を
用いて製作したクリスマスツリーや、社
有林木材を活用した「木の卒園証書」を
寄贈、植樹イベントを実施

A 社有林関連サービスによる地域貢献の継
続（クリスマスツリーの提供等の取り組
み）

社有林産木材の有効活用の一環として社
有林が所在する北海道安平町の小中学校
の建築材として木材を提供

A 社有林産木材の高付加価値活用推進によ
る社有林価値の向上と、経済的に持続可
能な森林経営への貢献

地元NPO団体の自然体験活動、林業普及
を目的とした研修、大学等の研究機関の
調査、スポーツ大会等のフィールドとし
て社有林を解放

A レクリエーション、教育、研究、研修フ
ィールド等として社有林の提供を推進

自己評価　A︓目標達成　B︓概ね目標達成　C︓目標未達成

自然環境の保全
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当社グループは、行動規範第5章に「生物多様性に配慮して、自然との共生に努めます」と定め、生物多様性への配慮を事業の基本姿勢とし
て社内外に明示しています。さらに、環境方針では「天然資源の開発等を含めバリューチェーン全体において生態系に配慮した事業活動を
行います」としています。
当社グループの事業活動において、生物多様性への影響が特に顕著なのは、原料の調達先である海外鉱山です。中でも当社が出資し、重要
な調達先でもある銅鉱山（カッパーマウンテン（カナダ）、エスコンディーダ（チリ）、ロスペランブレス（チリ）、マントベルデ（チ
リ））では、いずれも採掘事業の開始前に適切な環境影響評価が実施され、開始後も継続的な環境モニタリングが実施されています。ま
た、開発プロジェクトとして進行中の銅鉱山（サフラナル（ペルー）、ナモシ（フィジー））においても、環境影響評価のための基礎調査
を実施し、生物多様性保全のためのデータを収集しています。
カッパーマウンテンでは、生物多様性の保全管理とレクラメーション（再生）に取り組んでおり、環境負荷の最小化に焦点を当て、閉山前
にレクラメーション可能な領域を増やしています。具体的には、物理的安定性の向上、水質と水路の保護、土砂保持と侵食制御、土壌の回
収と、適切な植生の確保、外来種の排除など、最終的な土地利用とレクラメーションを達成するための戦略を策定しています。これらの戦
略は、植生、野生生物、水、水生成分の生物多様性保全を管理する計画、およびレクラメーションの詳細なモニタリング計画とともに、カ
ッパーマウンテンの生物多様性保全管理計画に記載されています。
当社グループは、出資者として鉱山を運営する事業主体に対し、こうした取り組みが行われることを、事前に確認し、促進しています。ま
た、出資を行っていない鉱山からの調達も、「金属事業カンパニーCSR調達基準」に則り、自然保護区域への配慮や生物多様性の保護がな
されていることを確認しています。
当社グループの製造事業所でも、各事業所の特性に応じて、生物多様性の保全に取り組んでいます。例えば、直島製錬所（香川県香川郡直
島町）では、少雨・乾燥土壌で植物が育ちにくい状況や過去の森林火災などにより山林が一部焼失した経緯から、その植生促進と回復を目
指し、年間1ヘクタールの植林活動を実施しています。また、瀬戸内の自然環境を保護するため、所内で排出される排ガスや排水について
は、国の基準よりも厳しく設定し、処理を徹底しています。

当社は、日本各地に1.4万haの森林を保有し、そこに生息する動植物の生息環境に配慮する森林経営手法を実践しています。動植物のモニタ
リング活動や、生息を確認した希少種のレッドリスト化も行っています。北海道内の9ヵ所の山林では生物多様性にも配慮した持続可能な森
林経営に関する認証を取得しています。今後も、当社グループの事業活動と生物多様性との接点に配慮し、広い視野で保全に取り組んでい
きます。

当社は2022年4月、環境省が主導する「生物多様性のための30by30（サーティ・バイ・サーティ）アライアンス」（アライアンス）に、参
加企業として登録されました。
本アライアンスは2030年までに生物多様性の損失を食い止め、回復させる（Nature Positive）国際目標の達成に向けて設立された有志連合
です。
日本ではこの目標達成に向け、2030年までに自国の陸域・海域の少なくとも30％を保全・保護すること（30by30）の達成を目指し、国立
公園等の保護地域の拡充に加え保護地域以外の企業林等で生物多様性保全に資する地域をOECM（Other Effective area-based
Conservation Measures）として設定することとしています。
当社は社有林でのOECMの認定に向け、環境省が主導する自然共生サイトへの登録を目指しています。

プレスリリースリンク
生物多様性のための30by30アライアンスへの参加について
プレスリリースリンク
自然共生サイト（仮称）認定実証事業への協力について

生物多様性への配慮

⽣物多様性のための30by30アライアンスへの参加について
〜社有林を活⽤し、⽣物多様性保全に貢献します〜

TOPICS
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FHOPサイト
ニジマス

■ 銅鉱⼭（カッパーマウンテン鉱⼭）での⽔質モニタリング

当社は、カナダ・ブリティッシュコロンビア州に位置するカッパーマウンテン鉱山に出資し、生物多様性に配慮した企業経営に取り組んで
います。
カッパーマウンテンは、採掘作業から閉鎖まで安全に移行するために、包括的な漸進的レクラメーション利用計画から鉱山計画プロセスを
開始します。この計画には、閉鎖の計画、レクラメーションのための適切な資源の割り当て、操業の初期段階における地元の先住民族を含
むステークホルダーとの関与などが含まれます。カッパーマウンテンでは、先住民族と協力して、最終的な土地利用の目的を定め、当社の
操業の社会的、経済的、環境的、文化的側面に関する基本条件と、鉱山跡地で望ましいレクラメーションや最終土地利用を明確化し、その
理解・浸透を図っています。
カッパーマウンテンの漸進的なレクラメーションは、鉱山計画の段階から始まり、鉱山操業の一部として継続的に実施されています。この
漸進的なレクラメーションは、2018年に小規模な初期試験で開始され、今後10年間で毎年25ヘクタールのレクラメーションを基本として
います。
2022年には、サイト周辺のすべてのレクラメーションエリアでのモニタリングを完了しました。これには、既存の植生種とその全体的な健
全性の観察の記録が含まれ、土壌と植物の健全性を完全に把握するため、土壌と植生についてさまざまな栄養素の検査も行いました。2023
年には、以前にレクラメーションが確認された地域の非経済的岩石貯留地（NERSA）への低木や樹木の植樹も開始する予定です。
カッパーマウンテンにおけるレクラメーションモニタリング結果を次に示します。

カッパーマウンテンの漸進的なレクラメーション

年 漸進的なレクラメーション活動（単位︓ha）

2022 20.31

2021 23.97

2020 20.99

2019 7.47

2022年に、ウォルフ・クリーク再編成エリアという鉱山近隣の小さな沢で、樹木と低木の植樹が行われました。

976本の樹木の植樹
7,500本の低木の植樹
2,500本のヤナギとハナミズキのステークの植樹

また、同鉱山では、同州の水質ガイドラインに従い、鉱山の河川下流での水質モニタリングを行うとともに、鳥類、哺乳類、両生類、水生
生物、および生息地等生態系への影響を把握するため、周辺地域の生物多様性の調査を継続的に実施しています。
2019年より上記のウォルフ・クリークの一部を移設してFHOP（魚類生息地再生オフセット・プロジェクト）を開始し、以降、環境モニタ
リングを継続して実施してきました。この移設された沢の生物の生息域がニジマス等に良好な産卵・飼育環境となっていることが認めら
れ、2022年には、TRCR（再生技術調査会）から金属鉱山部門賞を受賞しました。

鉱⼭における⽣物多様性への取り組み
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探鉱試錐調査 河川の水質調査

インドネシア・カパー・スメルティング社では、環境保護や生物多様性に関する活動をさらに発展
させるため、2018年からタマンサファリ・インドネシアの希少動物保護プログラムに協賛してい
ます。
このプログラムは、IUCN（国際自然保護連合）が絶滅危惧種に指定した生物の繁殖や野生放流を
通じて、種の持続可能性を確保することを目的としています。同社では、ジャワ島の固有種である
ジャワクマタカの保護に参画しています。
ジャワクマタカは、インドネシアの国章（ガルーダ・パンチャシラ）の神鳥「ガルーダ」と特徴を
同じくしていることから「国鳥」に指定されていますが、近年の熱帯雨林の破壊や密猟のため個体
数の減少が懸念されています。同社では、このプログラムを通じて、国の象徴でもあるジャワクマ
タカの繁殖だけではなく、将来を担う子どもたちへの教育活動やジャワクマタカの生態研究をサポ
ートすることで、生物多様性の保全に貢献していきたいと考えています。

ジャワクマタカ
写真提供︓タマンサファリ・インドネシ
ア

■ 銅・⾦鉱床開発プロジェクトでの環境影響評価

ペルー南部に位置するサフラナル開発プロジェクトでは、EIA 取得の際に実施した環境基礎調査の中で、開発時に想定される環境への影響
を最小限に抑制するための調査解析も行っており、動植物の生態系に影響を及ぼす可能性がある場合を想定した新たな生息域の確保等の対
策を検討しています。

※ Environmental Impact Assessment （環境影響評価）

■ 安⽐地熱（株）の事業化における環境影響評価の実施

当社は、2015年に三菱ガス化学（株）と共同で岩手県八幡平市安比高原の西方にて安比地熱（株）を設立し、さらに2018年に電源開発
（株）が加わり3社で事業化を推進しています。この事業では、2024年に14,900kWの地熱発電所運転開始を目指しています。安比地熱
（株）は、2015年に環境影響評価（環境アセスメント）の手続きを開始し、安比地熱発電所の設置により周辺の環境に及ぼす影響について
調査、予測および評価を行いました。2018年1月に経済産業大臣より環境影響評価書に対する確定通知を受領し、2019年8月に建設工事を
開始しています。

■ ⼩⼜川新発電所での⾃主評価実施

当社は、秋田県北秋田市米代川水系阿仁川支川小又川において、森吉ダム直下に発電所を保有しており、その発電後の放流水を活用する新
規水力発電所となる「小又川新発電所（出力10,326kW）」の建設工事を2019年5月に着工しました。新発電所の建設計画では、周辺環境
に与える影響について自主環境アセスメントを行うとともに、周辺の河川環境保全のために新たに河川に適した正常流量の放流を計画して
います。また、建設工事では、再生可能エネルギーである既存の水力発電所から供給された電力を使用して導水路トンネル（TBM工法）の
建設を実施し、建設予定地で伐採された樹木は再資源化する等、環境に配慮した取り組みを実施しています。

■ 希少動物保護活動

※

発電所における環境影響評価

インドネシア・カパー・スメルティング社（インドネシア）における⽣物多様性の保護活動
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当社は、北海道を中心に全国で1.4万haもの森林を保有する、日本国内有数の大規模森林所有者で
す。かつては自社の鉱山や炭鉱の坑道を支える坑木の供給を目的に森林を保有していましたが、国
内の鉱山や炭鉱の閉山等に伴い、森林に求められる役割、期待も大きく変化してきました。
現在は、再生可能資源としての木材の生産に加え、市民のレクリエーションの場の提供、CO 固定
による地球温暖化の防止、そして生物多様性の保全といった、森林の生態系サービス(公益的機能)
を高度に発揮させることを目標に森林管理を行っています。
それぞれの社有林は、立地や環境条件が区域ごとに異なり、求められる森林の機能も変わるため、
当社では、水土・生態系保全区域、保健文化利用区域、天然生林択伐利用区域、資源循環利用区域
の4つの区域区分（ゾーニング）を導入し、それぞれの区域で強化すべき機能と管理方法を明確化
しています。このようなきめ細かな森林管理を徹底しながら、「天然力を活かし、機能・活用の最
大化を図り、より社会に必要とされる『美しい森林』」を100年後の目指す姿としています。
持続可能な森林経営への取り組みに対する第三者評価として、2012年10月1日に北海道の早来山
林についてSGEC森林認証を取得しました。その後、SGECが国際的な森林認証制度であるPEFCと
の相互承認への移行手続きを行い、認証基準を改正・施行したことを受け、2015年9月1日には早
来山林を含む北海道内の9山林について、SGECの新基準による森林認証を一括取得しました。

■ 社有林の区域区分（ゾーニング）と管理⽅針

区域 内容

⽔⼟・⽣態系保全区域 水辺林等の天然生林を維持、人工林であれば天然生林へ転換を図る

保健⽂化利⽤区域 見本林の設置、森林散策、森林レクリエーション施設設置等

天然⽣林択伐利⽤区域 成長量を超えない範囲で天然生林から抜き伐りし、持続的に有用広葉樹等を生産

資源循環利⽤区域 脱炭素化に貢献するため人工林循環サイクルでの植林と間伐を積極的に促進

■ 三菱マテリアル社有林DATA

全国31ヵ所

総⾯積 約14,000ha

SGEC認証取得⾯積
11,431ha

※ 北海道内の9山林

天然林⾯積 約7,000ha

⼈⼯林⾯積 約7,000ha

早来山林
水土・生態系保全区域として残した天然生林（自然に発芽した樹木でできた林）、資源循環

社有林の持続可能な管理運営に向けて

持続可能な森林経営の基本姿勢

2

利用区域として効率的な木材生産を図るカラマツの造林地（人の手で植えられた苗木で構成
された林）が、適切なゾーニングに基づきモザイク状に配置されています。

71



木材は優れた再生可能資源のひとつです。当社は、資源循環利用区域や天然生林択伐利用区域を中
心に年間約1万㎥の木材を産出し、この木材は建築用材から木質バイオマス燃料まで、あらゆる原
料・燃料として社会に供給され循環型社会の構築に貢献しています。木材の持続可能な供給に向
け、ゾーニングごとに定められた管理方針に従って、適切に森林資源の維持、更新を行っていま
す。資源循環利用区域のうち人工林施業を行う区域では、伐採と植林を循環させ、カラマツやスギ
等の針葉樹材の持続可能な安定供給を実現しています。また、天然生林択伐利用区域では、森林の
成長量を超えない範囲での間伐や択伐（一部の木を選んで伐採すること）と、適切な天然更新（自
然に落下した種子から稚樹が芽生えること）の促進により成長力旺盛で健全な森林の状態を維持
し、広葉樹材の持続可能な供給を目指しています。天然生林は人工林に比べ、さまざまな樹種が混
在し、多種の樹種に対応した適切かつ豊富な知識や技術が必要となります。そのため、当社では、
そうした天然生林施業に関する知見が豊富なスイスの森林管理者（フォレスター）を招聘する等
し、天然生林に関する知識や技術力の研鑽に努めています。

間伐材を社会に供給

当社社有林の分布と⾯積

1. 循環型社会への貢献
〜再⽣可能資源である「⽊材」を社会に供給〜
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国内の天然生林は、戦後に人工林に置き換えられたため、天然生林で育つ広葉樹の枯渇が慢性化し
ています。特に広葉樹材を材料とする家具産業では、外国産の木材への依存が高まっています。当
社では、人工林の一部を天然生林へと転換し、広葉樹資源の回復に取り組んでいます。また、国産
広葉樹材の循環利用を推進するために、社有林から産出した広葉樹材を、本社の食堂テーブルや森
林管理部門がある札幌オフィスの会議テープルや椅子といったオフィス家具等として活用し、まず
は自社内で循環利用を実践しています。

スイスの森林管理者を招聘した森づ
くり研修

本社食堂のビッグテーブル

社有林材が使用された校舎

2023年4月に開校した、社有林が所在する町内の小中一貫の義務教育学校の新校
舎の梁や柱などに、当社が所有する早来山林にて、森林整備のために伐採された
カラマツ原木丸太が使用されました。

社有林は、会社の資産であると同時に、その地域を形成する重要な環境要素のひとつでもありま
す。適切な森林管理により、水源涵養機能、土砂流出防止機能、レクリエーション機能等の生態系
サービスの質を向上させ、地域社会に貢献しています。
また、都市近郊に位置する社有林は、「環境林」として位置付け、地域の皆さまに自然環境を身近
に楽しんでいただけるよう一部を一般開放しています。札幌市手稲区に所在する手稲山林は、市中
心部からの交通アクセスが良く豊かな森林に恵まれているため札幌市市民の森、自然歩道、青少年
キャンプ場等の用途で一部を提供しています。また、地元NPO団体が主催する自然体験活動や、大
学等の研究機関の研究フィールド等としても利用されています。こうした地域の皆さまに、より有
意義に社有林を活用していただけるよう、それぞれの用途に適した環境に維持することが重要で
す。明るい森とするための間伐や、危険木の除去、遊歩道の整備等も積極的に行っています。社有
林を地域の方に利用いただくだけでなく、植樹祭や育樹祭等の環境イベントを開催し、地域の皆さ
まに生物多様性をはじめとする森の大切さや楽しさを知ってもらう取り組みを積極的に推進してい
ます。さらに、当社は、過去に発生した自然災害による被害地域で積極的な支援活動を実施してい
ます。また、2016年に台風被害に遭った北海道森町町有林の復旧整備に取り組み、2018年に北海

社有林で環境イベントを開催（樹名
板の製作）

社有林材を活⽤した学校が北海道で開校TOPICS

2. 地域社会への貢献
〜地域の⽅が安⼼でき、豊かな⾃然と触れ合える森に〜

73



道胆振東部地震で被災した厚真町の保育園には、社有林の木を活用して製作したクリスマスツリー
の寄贈、森林整備で発生した広葉樹の端材を用いて、自然との触れ合いの場としてマテリアルの森
を活用していただいている保育園への木の卒園証書の寄贈等の活動を継続しています。
今後も、こうした積極的な取り組みを通じて地域社会に貢献し、地域の中に「マテリアルの森」が
より一層価値あるものとして根付くよう努力していきます。

胆振東部地震で被災した厚真町保育
園にクリスマスツリーを寄贈

伐採作業の見学

当社は、社有林のある町の小学生を対象とした教育プログラムの中で「マテリア
ルの森」を体験のフィールドとして提供しました。このプログラムでは、植栽や
伐採作業などの活動を見学・体験いただくことで、当社と地域との結びつきを深
めています。

森林の持つ重要な生態系サービスのひとつにCO の固定機能があります。当社は、日本国内有数の
大規模森林所有者として、森林の適切な整備を着実に推進し、森林の有するCO の固定機能を最大
限に高めることで、地球温暖化の防止に貢献しています。現在当社の社有林は、年間5.3万tのCO
を固定しており、これは国民約2万7千人分）と試算 されます。
樹木のCO 固定能力は、若齢から中齢期にかけて最大となり、その後は徐々に減少していきます。
そのため、適切なタイミングで樹木の伐採を行い、新たな植栽や天然更新によって森林を再生させ
ることで、長期的に森林のCO 固定能力高い水準で維持するよう努めています。
また、森林整備に伴い発生する間伐材についても、利用可能な木材は林内に放置せず、積極的な活
用を通じてCO の固定に努めています。特に建築材や家具材など長期にわたり使用される優良大径
材の生産を重視し、効果的なCO 固定に努めています。

※ 試算値の求め方: 成長量(m )×材容積重(t/m )×炭素換算率×樹幹に対する木全体比×二酸化炭素分子
量/炭素分子量

大きく育ったカラマツ

社有林を地元⼩学⽣の林業体験学習の場として提供TOPICS

3. 脱炭素社会への貢献
〜CO の固定〜2

2

2

2
※

2

2

2

2

3 3
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日常モニタリング活動 動物撮影用定点カメラ エゾクロテン

クマゲラ サクラマス クリンソウ

樹齢と炭素吸収・排出量との関係

※ 独立行政法人森林総合研究所
（現．国立研究開発法人森林研究・整備機構森林総合研究所）
資料を一部加工して引用

社有林は、多様な生物の生息地として非常に重要であるため、木材生産等のさまざまな活動が生物の生息環境に悪影響を及ぼさぬよう細心
の注意を払っています。
特に、生物の移動経路である尾根林や河畔林等の「緑の回廊」は、野生動物の生息地の拡大や相互交流にとって非常に重要な森林であるた
め、原則として皆伐（樹木をすべて伐ること）を禁止しています。木材生産を積極的に行う人工林でも、大面積での皆伐は生物多様性を低
下させる可能性があるため、皆伐を実施する場合は、小面積かつ分散させるようにしています。また、現状が人工林であっても、効率的な
人工林経営が難しいと判断される区域は、将来的に皆伐せず、より生物多様性が豊かな天然生林への誘導を目指しています。その他にも、
伐採後に完全な裸地をつくらない「複層林施業」や針葉樹主体の資源循環利用区域においても自然に侵入してきた広葉樹を残すことで林内
の構造を多様化させる「針広混交林施業」を一部で導入することにより、生物多様性の保全につながる森林整備方法も取り入れています。
このようなさまざまな森林タイプを山林内に配置することで、山林全体としての環境の多様性を向上させ、生物他多様性の保全に貢献して
います。
また、動植物のモニタリング活動も積極的に実施しています。日常的な巡視活動や、山林内への多数の定点モニタリング地点の設置によ
り、動植物の生息状況を定期的に把握しており、森林整備による改善効果、あるいは悪影響がないか確認しています。また、特に伐採を伴
う森林整備を行う際には、伐採前後で動植物に悪影響が生じていないことを確認するため、別途モニタリング調査を行っています。伐採前
のモニタリングにより、事前に希少動植物が生息していることが判明した場合には、影響を与えない作業時季や方法への切り替えや計画の
延期等を検討します。
生息を確認した希少動植物種（環境省や北海道が定めるレッドリストにある上位危惧種）は、「三菱マテリアル社有林希少動植物レッドリ
スト」として取りまとめ、林内へ立ち入る関係者を対象に定期的に研修会を設け、生物多様性の保全に努めるよう注意喚起をしています。

4. 生物多様性の保全
〜より多くの⽣物が⽣息できる環境を維持するために〜
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カタクリ

プレスリリースリンク
生物多様性のための30by30アライアンスへの参加について
プレスリリースリンク
自然共生サイト（仮称）認定実証事業への協力について

社有林における⽣物多様性保全⽅針

1. 施業に当たっては、別に定める「生物多様性の保全に配慮した施業指針」に従い、生物多様性の維持・保全のため、多様
な植生、多様な育成段階からなる健全なバランスの良い、健全な森林の確保と貴重な動植物の育成環境の保全に配慮す
る。

2. 貴重な自然植生、動物等について生育・生息可能性の高い種を抽出し、「貴重な自然植生、動物等一覧表」を職員及び請
負業者（作業従事者）に配布し、現場に出向く際に携帯させモニタリングを実施する。

3. ネイチャーポジティブや 30by30 目標に貢献するため自然共生サイト認定などの生物多様性保全に資する活動を推進す
る。

4. 専門家による現地研修会等を実施し、職員の知識向上を図る。

（社有林管理経営計画書より抜粋）
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原材料の調達多様化

銅は、ベースメタルの中でも特に幅広い用途に使用されており、短期的な金属価格や為替変動リスク等は存在しますが、新興国でのインフ
ラ整備等により、長期的な需要は堅調に推移するものと予想されます。
しかし、銅は地球上での産出地域が限られており、資源獲得競争が激化しているため、優良な産地は希少になりつつあります。近年では、
資源保有国における自国資源保護の政策や環境意識の高まりによる開発反対運動等が増加しています。また、新規に開発される鉱山は高所
や深部での採掘が必要であり、品位も低下し、不純物も増加しています。そのため、クリーンな銅精鉱の確保は今まで以上に重要な課題と
なっています。

当社は、1987年に自社鉱山である国内の明延鉱山を閉山後、主原料である銅精鉱 を海外鉱山からの輸入に依存しており、その安定調達の
ため海外鉱山への出資を進めています。また、出資比率に応じて、現地鉱山に人材を派遣し、環境や地域社会に配慮した持続可能な鉱山開
発をサポートしています。

※ 銅精鉱︓鉱山で採掘された状態は「鉱石（Ore）」ですが、選鉱し、銅品位が高められると「精鉱（Concentrate）」となります。国内に輸入される
のは「銅精鉱（Copper Concentrate）」です。

■ 海外銅鉱⼭・開発プロジェクト

※ 出資先鉱山および開発プロジェクトには出資比率を付記しています。

持続可能なサプライチェーンマネジメント

資源をめぐる国際的な課題と当社グループの役割

世界的な需要と資源制約

持続可能な鉱⼭運営

※
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金属資源を安定的な確保と持続的な社会発展のためには、資源の効率的な循環がますます重要になっています。 特に、テレビやパソコン、
携帯電話等の廃電気・電子機器（WEEE）には、貴金属、レアメタル等の希少かつ有用な金属が多く含まれ、また天然の鉱山に比べ、環境
や地域への影響が少ない高効率な採掘（リサイクル）が可能なため、 これら“都市鉱山” からの金属リサイクルが注目されています。
当社グループは、1世紀以上にわたり培ってきた非鉄金属の製錬技術やリサイクルに関する豊富な技術・ノウハウを活かし、特にＥ-Scrap
（WEEEを解体、破砕、選別して得られる基板類からなるリサイクル原料）のリサイクルに積極的に取り組んでいます。
当社は、独自に開発した銅製錬プロセス「三菱連続製銅法」の優位性と高度な操業ノウハウのほか、グローバルな集荷体制を構築し、受け
入れ・処理能力のみならず、受け入れ予約WEBシステム等のサービスも整備・強化してきました。2018年2月に、オランダにおいてE-
Scrapの受け入れ・検品・サンプリングを行う集荷拠点を開設し、これにより当社グループのE-Scrap受け入れ・処理能力は年間約160kｔ
に達しました。

※ 廃棄された電子機器などの工業製品の地上での蓄積を資源とみなし、その中から貴重な資源を回収する概念です。

■ E-Scrapリサイクル事業のグローバル展開

近年、世界中で耐用年数を越えた大量の電気・電子機器がWEEEとして廃棄され、これらを都市鉱山として有効活用する潜在的な価値が期
待されています。一方、不適切な処理方法により、鉛や水銀などの有害物質による環境汚染の懸念も存在します。この問題に対し、EU（欧
州連合）は、2003年にWEEEの発生抑制や再利用やリサイクルの促進を目的としたEU指令を採択しました。
また、EU域内の適正なWEEE取引と処理を推進するため、リサイクルチェーンに関わる企業の認証制度が整備されつつあります。当社の直
島製錬所と小名浜製錬（株）小名浜製錬所は、2016年秋に日本企業として初めてWEEEフラクション（E-Scrap）の最終処理に係る基準の
適合認証を取得しました。
2022年の第15回バーゼル条約締約国会議（COP15）で、スイス・ガーナ提案が採決され、WEEEの国際間移動を厳しく制限されるなど、
リサイクル資源の地産地消化を進める動きが顕在化しつつあります。当社グループは、従来培った技術と知見、国内外のサプライヤーとの
強固なネットワーク等を活かし、今後も責任あるE-Scrapリサイクルのリーディングカンパニーとして、社会の持続的発展に貢献していきま
す。

⾼まる都市鉱⼭開発の重要性

※

資源循環の責任ある担い⼿として
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銅を中心とした非鉄金属素材の提供

当社は環境に配慮した銅鉱山から産出された銅精鉱を使用し、三菱連続製銅法の優位性を活かしながら世界最大規模の処理能力を誇るリサ
イクル事業を展開し、よりクリーンな非鉄金属素材を安定供給しています。EV化、IT化、脱炭素社会への移行等に伴い銅や貴金属の重要性
が増す中で、環境に配慮した供給責任を果たすことで、社会の発展と持続可能な社会の構築に貢献していきます。

超硬工具の主原料となるタングステンは、安定供給の政策的に重要なレアメタルの一種です。原料鉱石が一部の国や地域に偏在しており、
国際関係の不安定化に伴って価格の高騰や入手リスクが顕在化する可能性があります。当社では、使用済み超硬工具のリサイクル活動を積
極的に推進し、今後もタングステンの安定供給に取り組みます。

 2018年度
実績

2019年度
実績

2020年度
実績

2021年度
実績

2022年度
実績

2023年度
⽬標

リサイクルタングステン原料比
率

18.1% 28.3% 41.8% 43.5% 50.0% 52.0%

持続可能なサプライチェーンマネジメント

銅製品の安定供給に向けて

超硬工具の安定供給に向けて
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付加価値の高い機能材料・製品の提供

金属事業は、鉱山、製錬、資源循環の3つの事業分野に展開しています。鉱山部門では、海外の銅鉱山への投資を通じて、クリーンな銅精鉱
を安定的に調達しています。製錬部門では、高効率で環境負荷の極めて低い「三菱連続製銅法」により、高品質の製品を国内外で製造・販
売しているほか、製錬プロセスを活用し、E-Scrap等から有価金属を効率的に回収するシステムを確立し、資源循環に積極的に取り組んでい
ます。また、「三菱の金」ブランドのもと、個人向けに「マイ・ゴールドパートナー」等の貴金属地金商品・サービスを提供しています。
資源循環部門では、家電、自動車などの廃製品のリサイクル処理を実施するとともに、製錬部門との連携を活かして資源循環の拡大に取り
組んでいます。

■ ⾦属事業のバリューチェーン

高機能製品においては、市場ニーズや技術開発で共通性の高い銅加工と電子材料の2つの事業を一体的に運営し、ユニークな技術を活かした
さまざまな製品を、注力市場である次世代自動車、半導体製造・エレクトロニクス、産業機器・ロボット・インフラ向けに供給していま
す。
当社は、次世代自動車市場において重要な役割を果たすため、さまざまな製品を供給しています。大電流・高電圧、大容量通信への対応に
は、無酸素銅や高機能銅合金、リードフレーム等各種の銅加工品は欠かせません。また、省エネルギーを目的として主に自動車ガラスに使
用されている熱線カット塗料、各種センサ等の車載用電子部品も供給しています。半導体製造・エレクトロニクス市場向けには、半導体製
造装置向けシリコン加工品や半導体製造装置用シール製品等を供給しています。産業機器・ロボット・インフラ向けには、MRIや科学研究
に利用される超電導線、高機能合金線、環境にやさしい鉛フリー快削黄銅エコブラス®やGloBrass®等を供給しています。
このように高機能製品における事業は、社会のメガトレンドに対応した高付加価値な製品の提供を通じ、新たなモビリティの普及をはじめ
広く社会の発展に貢献しています。

■ ⾼機能製品のバリューチェーン

持続可能なサプライチェーンマネジメント

金属事業

高機能製品
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加工事業では、金属部品の加工に不可欠な切削工具や超硬製品（建設工具、耐摩工具等）を供給しています。製造・販売拠点は、中国、ア
ジア、米州、欧州とグローバルに展開しています。当社は、高い技術と信頼性により、お客さまのご要望に沿った付加価値の高い製品・サ
ービスの提供を通じてさまざまな分野のものづくりを支えており、超硬切削工具では国内トップシェアを誇ります。また、超硬合金の主原
料であるレアメタルのタングステンのリサイクルに積極的に取り組むなど、使用済み超硬工具の回収にも注力しています。

■ 加⼯事業のバリューチェーン

再生可能エネルギー事業では、地熱発電、水力発電、太陽光発電、バイオガス発電、風力発電等、再生可能エネルギーの安定供給を通じて
脱炭素社会の構築に貢献しています。

関連事業では、多様な特色を持つグループ会社が幅広い事業を展開しています。例えば、鉱山跡地を整備し、観光坑道として活用していま
す。また、リサイクル会社では一般廃棄物の焼却後に残る塩素濃度が高い焼却飛灰を塩素が低濃度となるまで洗浄してセメント資源化する
技術を開発しました。これにより、従来は実現困難だった焼却飛灰の完全リサイクルを実現しました。
セメント事業では、主原料となる石灰石の鉱山から、セメント工場、輸送・販売、生コンクリート工場、建設会社等、幅広い事業体制を構
築しています。これにより、社会インフラの整備に貢献しているほか、国内外に製造・販売拠点を展開するなど、グローバルに活動してい
ます。また、普通ポルトランドセメント等の汎用品に加え、低発熱型セメントや高強度コンクリート用セメント、無収縮グラウト材等、高
品質の製品を供給しています。さらに、セメント工場では他産業で処理が困難な廃棄物を積極的に受け入れ、約1,450℃の高温焼成プロセ
スで無害化し、有効活用することで循環型社会の構築に貢献しています。

※ 当社は、2022年4月1日付で、セメント事業およびその関連事業等について、ＵＢＥ三菱セメント（株）を承継会社とする吸収分割を実施しまし
た。

加工事業

再生可能エネルギー事業

関連事業
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活動テーマ 2022年度の活動実績
⾃⼰
評価

2023年度以降の活動⽬標・予定

物流資材部門・CSR調達
ガイドラインの運用

既存取引先向けサプライヤーセルフチェ
ックシート回収︓203社（回収率81%）
新規取引先向けサプライヤーセルフチェ
ックシート回収︓44社（回収率100%）
継続取引先評価実施︓118社
新規取引先審査︓100%実施

B セルフチェックシート回収率︓80%以上
継続取引先評価︓250社
新規取引先審査︓100%

銅製品の原料調達におけ
る取り組み

責任ある鉱物調達方針の運用 A 責任ある鉱物調達方針の運用・維持

自己評価　A︓目標達成　B︓概ね目標達成　C︓目標未達成

当社は総合素材メーカーとして、バリューチェーン全体で、多くの取引先との協働し共生を促進することで付加価値を向上させています。
また、「製品の安定供給」や「製品の競争力強化」を目指し、グローバルな調達活動を積極的に展開しています。
安定した調達は操業の安定化と機会損失の減少につながるため、公平・公正な取引、腐敗防止、法令遵守、人権等に配慮し、取引先と社会
や環境への負の影響を予防・軽減する協力関係の構築を目指しています。

三菱マテリアルグループ調達⽅針

私たちは、サプライヤー選定にあたり、全てのサプライヤーの皆様に広く取引の機会を提供いたします。
また、サプライヤーの選定は、相互信頼に基づく取引より共存共栄を実現することを目指し、品質・価格・納期・経営基盤等
を公平かつ適正に評価して行うものとします。

私たちは、調達を行うにあたり、国内外の法令を遵守いたします。

私たちは、調達を行うにあたり、サプライヤー等との不適切な利益の授受は行いません。

私たちは、調達を行うにあたり、労働環境の向上や労働衛生の確保を推進いたします。

私たちは、調達を行うにあたり、環境保全に努め、脱炭素化、資源の有効活用とその再資源化に取り組みます。

私たちは、調達を行うにあたり、国際的に宣言されている人権の原則を尊重します。

私たちは、調達を行うにあたり、サプライヤーの皆様他から得た情報等の機密を厳格に管理いたします。

私たちは、調達を行うにあたり、本取組みを原材料調達から素材・製品の開発、生産、流通、消費、廃棄そして再資源化を含むすべての事
業活動の中で推進いたします。

（制定日 2021年12月1日）

責任ある原材料調達

基本的な考え⽅

⾨⼾開放・公正な取引1.

法令遵守2.

調達倫理の遵守3.

労働環境・労働衛⽣4.

環境保全・脱炭素化5.

⼈権尊重6.

情報セキュリティ7.
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当社では、グローバルなサプライチェーンにおけるCSR課題に対する組織的な対応力強化のため、「物流資材部門CSR調達ガイドライン」
を取引先へ周知し、内容を相互に確認のうえ契約書を締結する等の取り組みを行っています。本ガイドラインは、銅精鉱以外の原材料・資
機材を対象とし、公正な取引、人権尊重、法令遵守、調達倫理、労働衛生、環境保全、情報セキュリティ等、当社が守るべき責任に関する
「調達基本方針」と、これら項目に加え、公正な事業活動、労働環境整備・労働時間、結社の自由、責任ある原料調達、製品の品質と安全
性等に関してお取引先に遵守をお願いする「CSR調達基準」から構成されています。
当社では、取引先での取り組みの実効性を確保するため、2016年４月より実施しているサプライヤー採用審査およびサプライヤー評価を行
い、必要に応じて現地監査も実施しています（2022年度においては現地監査を１社実施）。
新規に取引を開始する取引先に対しては、取引開始前に「サプライヤーセルフチェックシート」による自己評価を実施しています。このセ
ルフチェックシートでは、従来の品質、価格、納期等の一般的な項目に加えて、児童労働・強制労働、不当な低賃金労働等の人権面や、環
境への悪影響等といった調達に関わる社会的責任への取り組みについても確認を行います。物流資材部門において、セルフチェックシート
の回答内容を基に12の審査項目に関する採点を行い、総合評点に応じた取り扱いを決定します。
また、既存の取引先に対しては、当社の規定に基づき、２年ごとにこの「サプライヤーセルフチェックシート」を用いた、自己評価を実施
し、取り組みの進展を確認しています。また、主要原材料などの品目ごとに管理が必要な場合には「サプライヤー評価シート」を用いて、
情報セキュリティや品質管理、納期管理、談合やカルテル・優越的地位の乱用などの腐敗防止等の計28の審査項目からなる総合的なパフォ
ーマンス評価を実施し、パフォーマンス評価が悪かったサプライヤーを高リスクとして対応しています。
なお、2022年度の「サプライヤーセルフチェックシート」の回収数は新規取引先44社、既存取引先203社の計247社でした。このうち、新
規取引先を対象としたサプライヤー審査を実施した件数は44社、既存の取引先を対象に定期評価を実施した件数は118社でした。審査およ
び評価を実施した162社中、評価基準点を下回り、高リスクとなった取引先はありませんでした。
また、2023年度からは従来のサプライヤーセルフチェックシートを見直し、取引先におけるCSR、人権、労働・安全衛生、談合やカルテ
ル・優越的地位の乱用等の腐敗防止に関する項目を含めた企業倫理、環境保全に対する方針、体制、取り組み、是正の仕組みに関する設問
を追加しました。これにより、取引先の取り組み内容を把握し、サプライチェーン上でのESG・人権リスクを把握することに努めていきま
す。また、抽出されたリスクについては、取引先へのフィードバックを通じて改善を促進しています。

三菱マテリアル CSR調達ガイドライン

私たち三菱マテリアルは、総合素材メーカーとして、社会に必要不可欠な資源・素材・エネルギーを世界に送り出し、「人と社会と地
球のために貢献する」ことを企業理念としております。
　この企業理念実現に向け、企業としての義務と期待される役割を誠実に果たし、その活動をステークホルダーである皆様に開示・説
明を行い、対話を通じて相互に理解を深めていくことが、当社が考えるCSR活動であります。

三菱マテリアルのCSR調達ガイドラインは、調達基本方針とCSR調達基準により構成されております。調達基本方針は当社が調達業務
を遂行するにあたり、守るべき理念や基準を明確にしたものであり、CSR調達基準はサプライヤーの皆様及び皆様のサプライヤー様に
遵守をお願いしたい事項を明確にしたものです。
　当社は、CSR調達への取り組みは当社単独の取り組みで完結するものでは到底なく、サプライチェーン全体で取り組んでこそ、初め
て実効あるものとなるという理解に基づき、このガイドラインを制定いたしました。

【調達基本⽅針】

当社はサプライヤー選定にあたり、全てのサプライヤーの皆様に広く取引の機会を提供いたします。また、サプライヤー
の選定は、相互信頼に基づく取引により共存共栄を実現することを目指し、品質・価格・納期・経営基盤等を公平かつ適
正に評価して行うものとします。

当社は調達を行うにあたり、国内外の法令を遵守いたします。

当社は調達を行うにあたり、サプライヤー等との不適切な利益の授受は行いません。

当社は調達を行うにあたり、労働環境の向上や労働衛生の確保を推進いたします。

当社は調達を行うにあたり、環境保全に努め、脱炭素化、資源の有効活用とその再資源化に取り組みます。

当社は調達を行うにあたり、国際的に宣言されている人権の原則を尊重します。

物流資材部⾨・CSR調達ガイドラインの運⽤

⾨⼾開放・公正な取引1.

法令遵守2.

調達倫理の遵守3.

労働環境・労働衛⽣4.

環境保全・脱炭素化5.

⼈権尊重6.
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当社は調達を行うにあたり、サプライヤーの皆様他から得た情報等の機密を厳格に管理いたします。

当社は調達を行うにあたり、本取り組みを原材料調達から素材・製品の開発、生産、流通、消費、廃棄そして再資源化を含むすべての
事業活動の中で推進いたします。

【CSR調達基準】

基本的人権を尊重し、採用や処遇における差別、ハラスメント、児童労働・強制労働、人身取引、不当な低賃金労働など
を行わないこと。

国内外の法令を遵守するとともに、不適切な利益供与または利益受領、反社会的人物や団体との取引などの企業倫理に反
する行為は行わないこと。

自由な競争を阻害する行為や不正な競争行為などを行わないこと。

労働災害の防止等安全衛生の確保・向上に努めること。

安定した労働環境作りに努め、従業員の労働時間、休日、休暇に関する各国・地域の法令を遵守すること。

関連する法令に基づき、従業員が自由に結社する権利または結社しない権利を認めること。

法令に定められた環境基準を遵守するとともに、大気・水質・土壌汚染の防止、温室効果ガス排出抑制に努め、産業廃棄
物の適正処理を行う等環境保全に努めること。

調達活動において人権侵害や環境破壊等の社会問題を引き起こす要因となりうる原材料の影響を考慮し、懸念のある場合
には使用回避に向けた施策を行うこと。

品質保証体制を構築し、製品に要求される品質及び安全性を確保すること。また、製品に関する正確な情報の提供を行う
こと。

製品やサービスの開発、生産、販売等、事業活動の過程において、他者の知的財産権を侵害しないこと。

情報管理体制を整備し（組織・ルール）、取引に関連して入手した機密情報の漏洩防止策を講じること。また、取得した
個人情報の取り扱いについては、特に厳密に管理すること。

法令により開示が求められた事業活動の内容及びリスク情報等については、適時・適切に開示すること。特に取引の継続
に影響を及ぼす恐れのある場合は、速やかに情報開示を行うこと。

通報者の保護が保証される社内通報制度の仕組みを構築するとともに、通報による報復をされない体制を構築すること。

このガイドラインの趣旨・精神に基づく公正な取引を皆様のサプライヤー様にも広く展開し、強靭で競争力のあるサプライチェーンの
構築にともに努力してくださるよう願います。

以上

（改定日 2021年12月1日）

情報セキュリティ7.

⼈権尊重1.

法令及び企業倫理の遵守2.

公正な事業活動3.

労働衛⽣4.

労働環境整備及び労働時間5.

結社の⾃由6.

環境保全7.

責任ある資源調達8.

製品の品質・安全性の確保9.

知的財産権の保護10.

情報セキュリティ11.

情報の開⽰12.

通報者の保護13.
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銅製品の原料である銅精鉱については、出資先である海外鉱山からの買鉱を中心とした調達を行っており、国内外の製錬所へ安定的に供給
しています。当社は、直接的な鉱山経営を行わないノンオペレーターの立場ですが、グローバルな調達活動をする企業として持続可能な開
発への責任を果たしていきたいと考えています。
当社は一定規模の権益を有する鉱山のアドバイザリー・コミッティーに特定の人員を参加させる等、先住民の方々や地域コミュニティーと
の対話を重視しています。
また、買鉱先の鉱山会社に対しては、当社が出資する前にCSR投融資基準（当社出資がある場合）やCSR調達基準への遵守を要請するとと
もに、遵守状況の確認のために定期的にアンケート調査等を実施し、必要に応じて状況の把握や改善を申し入れています。さらに、環境保
全や人権尊重をグローバルなサプライチェーンの管理における重要な考慮事項と位置付け、これらを事業プロセスに組み込んでいます。

「⾦属事業カンパニー CSR調達基準」の概要

【環境パフォーマンスの継続的な改善】
継続的な改善を重視した環境マネジメントシステムの導入・運営
鉱山の開発・運営における環境負荷の低減
自然保護区域への配慮、生物多様性の保護
環境問題に関するステークホルダーとの協議

【労働安全衛⽣の継続的な改善】
継続的な改善を重視した労働安全衛生マネジメントシステムの導入
従業員及び業務委託業者の労働災害の防止、地域住民を含めた疾病の発生予防策

【基本的⼈権の保護】
強制労働、児童労働の防止
ハラスメント、不当な差別の排除
強制的な住民移転の回避・補償
先住民の保護
ステークホルダーからの苦情、紛争の管理・記録
紛争地における人権侵害が懸念される武装集団などへの直接的、間接的関与の排除

「⾦属事業カンパニー CSR投融資基準」の概要

【基本的⼈権の保護】
事業により影響を受ける人々の基本的人権の保護、地域住民に関連する問題についてステークホルダーとの協議紛争地において人権侵
害が懸念される武装集団などに直接的、間接的に関与していないこと

【鉱業と保護地区】
文化・自然遺産への影響の最小化、事業のあらゆる段階における生物多様性リスクの特定・評価、影響緩和策の立案・実施

【鉱業と先住⺠】
先住民の社会・経済・環境・文化及び権利に対する理解と尊重、先住民に配慮した社会影響評価の実施、適切な補償措置

【地域住⺠との関係】
地域住民との紛争・訴訟の有無、事業計画に関する地域住民との協議・対話の実績

【環境保全】
環境影響評価（EIA）実施と許認可、鉱山の開発・運営における環境負荷低減の具体的な方針

【鉱物資源と経済発展】
地域及び国レベルでの持続可能な経済発展

銅製品の原料調達における取り組み
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■ サフラナル銅鉱⼭プロジェクトにおける環境影響評価

当社はテックリソーシーズ社（本社 カナダ）およびその子会社とともに、ペルーにおいてサフラナル銅鉱山プロジェクトに参画していま
す。
このプロジェクトでは、カンパニア ミネラサフラナル社（CMZ社）がオペレーションを担当しており、当社の実質的な出資比率は20%で
す。当社はペルー国内に子会社を設立のうえ、CMZ社と連携して現地の状況を常に把握しつつ、本プロジェクトの推進に取り組んでいま
す。
CMZ社は、地元の文化、価値観、伝統、歴史的遺産を尊重し、オープンで誠実な長期的パートナーシップを結ぶことを行動規範に掲げてい
ます。そのため本プロジェクト実施区域周辺の地域住民やステークホルダーとの公式な対話の場を設け、個別にブリーフィングの実施や問
い合わせへの対応等も行っています。このような活動を通じて、地元の意見や要望を反映しながら、社会的な信頼の構築に努めています。
また、環境影響評価の許認可取得前には地域住民との対話を重ねてきたほか、将来の鉱山およびインフラ整備地域における環境・地域社会
に関する基礎調査も実施してきました。
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米国の「金融規制改革法」は、コンゴ民主共和国（DRC）およびその隣接国の鉱物が、人権侵害や暴力行為を行う反政府軍の武装資金源と
なることを防ぐため、米国上場企業に対し、タンタル、錫、タングステン、金の4鉱物（3TG）を「紛争鉱物」と定義し、原産国の調査と調
査結果の開示を義務付けています。近年、EUを中心に「紛争鉱物」の範囲が拡大し、より広く「責任ある鉱物調達」という観点からコバル
トや銀についても検証の対象となっています。この動向に連動して、OECD（経済協力開発機構）やSEC（米国証券取引委員会）、RMI
やLBMA（ロンドン貴金属地金市場協会 ）等が、紛争鉱物問題（責任ある鉱物調達管理）に関するガイダンス等を策定しています。
当社は、金、銀、および錫を製錬する責任ある事業者として、これらの世界的な要請に対応するための取り組みを進めており、関連方針を
策定し公開しています。
また、銅、鉛のサプライチェーンのリスクにも配慮し、これらの金属の生産者や取引業者に対して、効率的なデューディリジェンス基準に
基づいた調査を行っています。

※1 RMI︓Responsible Minerals Initiative 責任ある鉱物イニシアティブ
※2 LBMA︓The London Bullion Market Association 貴金属市場で流通する貴金属地金の品質等を管理する協会

当社の「責任ある鉱物調達方針」に反する行為があった場合、「責任ある鉱物調達ホットライン 」にご連絡ください。

当社金属事業カンパニーでは、2011年6月からEITI （採取産業透明性イニシアチブ）が推進する「鉱物資源に関わる資金の流れの透明性
確保に向けた活動」に支援を表明してきました。 また、紛争鉱物問題に関しても、2012年から準備を進め、2013年8月以来、LBMA（ロン
ドン貴金属地金市場協会） から、「金」に関する紛争鉱物不使用の認証を継続取得し、「銀」について新たに運用を開始しています。さ
らに、 2014年2月から「錫」に関するRMI のRMAP 認証を毎年取得しています。

※1 EITI︓Extractive Industries Transparency Initiative 石油・ガス・鉱物資源等の開発に関わる採取産業から資源産出国政府への資金の流れの透明
性を高めることを通じて，腐敗や紛争を予防し，成長と貧困削減につながる責任ある資源開発を促進するという多国間協力の枠組み http://eiti.
org/

※2 LBMA︓The London Bullion Market Association 貴金属市場で流通する貴金属地金の品質等を管理する協会  http://www.lbma.org.uk/
※3 RMI︓Responsible Minerals Initiative 責任ある鉱物イニシアチブ
※4 RMAP︓Responsible Minerals Assurance Process（旧「Conflict-free Smelter Program」）

責任ある鉱物調達・製錬事業者として

「紛争鉱物管理」から「責任ある鉱物調達管理」へ

※1

※2

⾦属事業カンパニー（⾦、銀、錫に関する取り組み）

※1

※2

※3 ※4
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三菱マテリアル⾦属事業カンパニー 責任ある鉱物調達⽅針

制定︓2013年6月19日
最終改訂（改訂7版）︓2022年12月1日

金属事業カンパニーでは、金、銀及び錫の地金を製造しています。紛争地域等の高リスク地域における、人権侵害、テロリストへの資金供
与、マネーロンダリング、不正取引などに係る原料調達は行っておりません。また、原料調達に関して環境及び持続可能性に係る責任に取
り組むことの重要性を認識しております。これらの徹底を図るため、金、銀についてはLBMA（London Bullion Market Association）のガ
イダンス、錫についてはRMI （Responsible Mineral Initiative）のRMAP （Responsible Minerals Assurance Process） に沿った管理シ
ステムを構築･運用し、定期的に第三者機関による監査を受けることとしています。
金、銀及び錫に適用する当カンパニーの責任ある鉱物調達方針は以下のとおりです。

当社が定めた紛争地域および高リスク地域におけるOECD DD Guidance AnnexⅡ及びLBMAガイダンスに記載のリスク
（１．総則（１）①～⑥、①*～⑦*）の可能性が高いことが判明した場合の金、銀または錫を含む原料の調達、及びESG要因
（環境及び持続可能性に係る責任等）のリスクが高いことが判明した、金、銀を含む原料の調達を、高リスクの原料調達と判
断します。
なお、LBMAのGold Guidance要求事項に従い、以下の場合はゼロトレランスのサプライチェーンとして、直ちに取引を停止
致します。

総則1.

人権を尊重し、いかなる非人道的行為への直接的･間接的加担をも回避するため、武力紛争または広範な暴力または人々
に危害が及ぶその他のリスクが存在するような、紛争地域および高リスク地域における勢力との関係が疑われるような鉱
物を使用しません。
“OECD Due Diligence Guidance for Responsible Supply Chains of Minerals from Conflict-Affected and High-Risk
Areas”AnnexⅡに記載のリスク（下記①～⑥列挙）及び金銀はLBMAガイダンスに記載のリスクについて、リスク管理を
行います。（＊はLBMAガイダンスにおいてOECDとリスクの表現／内容が異なる場合を記載。）

また、金銀についてはLBMAのガイダンスに従い、ESG要因（環境及び持続可能性に係る責任等）を考慮し原料調達を行
います。

(1)

非政府武装集団 に対する直接的または間接的支援 （①*非合法な非政府武装集団、または公的もしくは私的な治安部
隊に対する直接的または間接的支援）
鉱物の採掘、輸送、取引に関連した人権侵害（②*鉱物の採掘、輸送、取引に関連した系統的又は広範囲な人権侵害）
公的または民間の保安隊（①*参照）
贈収賄および鉱物原産地の詐称
資金洗浄 （⑤*資金洗浄またはテロ資金調達）
政府への税金、手数料、採掘権料の支払い（⑥*紛争及び高リスク地域（CAHRA）からの鉱物採掘、貿易および輸出に
関する政府への税金、手数料及び採掘権料の不履行）。
*紛争への加担

①

②
③
④
⑤
⑥

⑦

原料調達に関するリスク管理を行い、取引停止を含めた対応を行います。(2)

金、銀及び錫を含む原料調達管理の体制及び実施状況についての第三者保証を毎年取得して、その監査結果をLBMA
（金、銀）及びRMI（錫）に報告します。

(3)

管理体制と責任2.

鉱物管理の主管部署は金属事業カンパニー本社であり、製錬所が独自に調達する原料はありません。(1)

当カンパニーが選任するコンプライアンスオフィサーは、関連部署を統括して管理システムを運用するなど、管理マニュ
アルで定めた権限を有し責任を負います。

(2)

当カンパニー経営会議は、管理体制全体を統括し、定期的にマネジメントレビューを行うなど、管理マニュアルで定めた
権限を有し責任を負います。

(3)

紛争地域および⾼リスク地域との関係が疑われる勢⼒からの原料調達における判断基準及び、LBMAにおけるゼロトレランス
のサプライチェーンについて

3.

世界遺産の地域からの採掘金
国際的制裁に違反して調達された採掘金・リサイクル金
一次サプライヤー／既知の上流企業／その実質的支配者が、既知のマネーロンダリング業者、詐欺師、またはテロリストで
あるか、重大な人権侵害、または違法な非政府武装集団への直接的または間接的な支援において暗黙的である採掘金・リサ
イクル金

①
②
③
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金、銀を含む原料及び錫を含む原料の全ての購入先についてDDを実施し、リスク評価を行います。リスク評価の結果、高リス
クと判断した場合は原料購入の取引の停止／詳細調査（エンハンスドデユーディリジェンス（以下、EDD））等を含む対応を
致します。
なお、LBMAのGold Guidance要求事項に従い、高リスクのサプライチェーンとして、EDDを実施した結果の対応は以下のよ
うに行います。

以上

当社金属事業カンパニーで製造する銅地金および鉛地金はLME（ロンドン金属取引所）においてブランド登録されています。今般、LMEが
上場ブランドに対して責任ある調達の要件を導入する方針を打ち出したことを受け、金属事業カンパニーでも下記の「責任あるLME鉱物調
達方針」を規定し、LMEの調達要件を満たした責任ある鉱物調達を実践しています。

三菱マテリアル（株）⾦属事業カンパニー 責任ある鉱物調達⽅針（銅、鉛）

制定︓2023年9月1日

金属事業カンパニー製錬事業部直島製錬所、小名浜製錬株式会社小名浜製錬所、細倉金属鉱業株式会社では、銅、鉛の地金を生産していま
す。これらの地金の原料調達について、London Metal Exchange の Responsible Sourcing 及びCopper Mark の Joint Due Diligence に
沿った管理システムを構築･運用し、リスク評価についての独立した第三者評価を受けることとします。
以下に銅地金、鉛地金に適用する当カンパニーの責任ある鉱物調達方針を示し、実践してまいります。

原料購⼊先に関するデューディリジェンス（以下、DD）の実施、及びLBMAにおける⾼リスクのサプライチェーンについて4.

マネーロンダリング、テロ資金供与、深刻な人権侵害、違法な非政府武装集団への直接的または間接的支援、鉱物原産地の
詐称の事実があると判断した場合、直ちに取引を停止します。
マネーロンダリング、テロ資金供与、深刻な人権侵害、違法な非政府武装集団への直接的または間接的支援、鉱物原産地の
詐称の疑いがあると判断した場合、ESGに関する壊滅的な影響がある報告があった場合、一時取引を停止します。
贈収賄、鉱物原産地の不正ではない虚偽表示、政府による税金、手数料及びロイヤルティの不遵守、環境、健康、安全、労
働及び地域社会に関連する現地法の重大な違反、及び/又は、非常に有害な影響をもたらす可能性が高いESGリスクの事実
があるが、取引先が合理的かつ誠実な努力をしていると結論付けた場合、改善計画に基づく取引継続と致します。

①

②

③

カンパニー本社購⼊原料のモニタリング5.

カンパニー本社で購入した原料は製錬所に供給されます。製錬所では、受入れる全ロットについて、現物確認、鉱量の測
定、及び含有成分の分析が行われ、カンパニー本社が事前に提供する購入先提示の情報との整合性の確認を製錬所が行
い、その結果をカンパニー本社へ報告します。

(1)

これら従来から実施してきた原料受入れに関するモニタリングシステムを、カンパニー本社における責任ある鉱物調達の
観点からも活用し、鉱物混入の防止システムとして運用することとします。

(2)

責任ある鉱物調達システムの運⽤6.

コンプライアンスオフィサーは、カンパニー本社関連部署及び製錬所に対して、各時点で必要と認められる状況に応じて
教育訓練を実施します。

(1)

コンプライアンスオフィサーは、カンパニー本社関連部署及び製錬所に対して、少なくとも1年に一度の頻度でモニタリ
ングを実施します。モニタリングでは責任ある鉱物調達システムに従って適切に業務が遂行されているか、逸脱がないか
を評価します。

(2)

原料調達において、新たな購入先との取引が開始される場合は、その情報がコンプライアンスオフィサーに伝達されるシ
ステムとし、鉱物混入の防止に努めます。

(3)

コンプライアンスオフィサーは、責任ある鉱物調達に関する全ての業務を記録に残し、5年間保存します。また管理マニ
ュアルの文書体系は状況に応じて逐次改訂し、適正に管理するものとします。

(4)

LBMA宛提出のコンプライアンスレポートと（KPMGあずさサステナビリティ社）独立保証報告書（853KB）

⾦属事業カンパニー（銅、鉛に関する取り組み）

銅及び鉛の原料調達について、"OECD Due Diligence Guidance for Responsible Supply Chains of Minerals from
Conflict-Affected and High-Risk Areas" Annex I で定義されている 5 段階のデュー・ディリジェンス・プロセスを実施し
ます。

(1)
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日本新金属（株）「責任ある鉱物調
達マネジメント方針」

日本新金属（株）RMAP認証

以上

当社のタングステン製錬を担当するグループ会社の日本新金属（株）は、2021年6月に従来の「紛争鉱物マネジメント方針」を拡張し、よ
り幅広い地域と鉱物に対象範囲を拡げた「責任ある鉱物調達マネジメント方針」として改訂しました。日本国内でタングステン製錬を行う
企業として、製錬工程に投入される原料が「責任ある鉱物調達」ガイドラインに沿った原料であることを確保するとともに、社外のタング
ステン製錬企業から購入する原料についても、同様の管理を進めています。さらに、2021年11月には、「CFS認証」から発展した「責任あ
る鉱物保証プロセス（RMAP）」の認証を取得しました。

原料調達について LME Responsible Sourcing に従い、” OECD Due Diligence Guidance for Responsible Supply Chains
of Minerals from Conflict-Affected and High-Risk Areas” Annex Ⅱに記載のリスク（下記列挙）を含む悪影響を及ぼすリ
スク及び現実化した悪影響に対して、特定、評価、対応するリスク管理を行います。

(2)

非政府武装集団に対する直接的または間接的支援
鉱物の採掘、輸送、取引に関連した人権侵害
公的または民間の保安隊への直接的または間接的支援
贈収賄および鉱物原産地の詐称
資金洗浄
政府への税金、手数料、採掘権料の支払い

①
②
③
④
⑤
⑥

深刻な人権侵害又は非政府武装集団への加担が判明した場合は直ちに取引停止/契約解除を行います。深刻な人権侵害又は非
政府武装集団への加担以外のリスクの場合はリスク緩和を図るとともに、リスク緩和ができないと判断した場合には直ちに取
引を停止します。また、リスク管理計画は悪影響を及ぼすリスクおよび現実化した悪影響を管理し緩和するための措置を講じ
るために実施する手順のフレームワークとして使用し、サプライチェーンの更なる上流に結果的に影響を及ぼす供給業者との
関与、事業提携および多様な利害関係者によるイニシアチブ、地方政府および中央政府との関与などを介してリスクを管理
し、利害関係者からのフィードバックの回収などで効果追跡できる計画とします。

(3)

銅及び鉛を含む原料調達サプライチェーンのリスク評価につき、独立した第三者評価を受けるとともに、銅及び鉛を含む原料
調達管理の体制及び実施状況について年次報告を行っていきます。

(4)

⽇本新⾦属（株）（加⼯事業カンパニー所管）（タングステンに関する取り組み）
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当社は、国内外のグループ会社において、品質リスクを低減するためのリスクマネジメント活動を推進し、品質問題の未然防止に取り組ん
でいます。これにより、品質リスクの顕在化を防ぎ、顧客への安定した品質の提供を目指しています。
また、品質よりも納期やコストを優先することがないよう、業務遂行における判断の優先順位をＳＣＱＤＥ の順に定め、従業員に繰り返し
周知・教育し、一貫した判断がなされる環境を醸成しています。この考え方は製品開発においても適用されており、課題解決や潜在リスク
への対応における基本原則としています。 さらに、フロントローディングシステムガイドラインを定め、設計・開発部門、製造部門、品質
保証部門、研究部門、営業部門が設計から量産までの各段階で、考慮すべきリスクや問題点を抽出し、改善や対策を審議、専門家の審査や
顧客の評価を経ることで新たな事業の実行を確実なものにしています。

※ 「ＳＣＱＤＥ」は私たちが業務を行ううえでの判断の優先順位を示したものです。私たちが『顧客』に製品・サービス等を提供する
にあたっては、ＳＣＱを徹底したうえで、Ｄを満たさなければなりません。それらを誠実に実行し続けることが『顧客』や社会から
の信頼に繋がり、これによって産み出されたものが、適正な利益であると考えます。
１．Ｓ（Safety︓安全・健康最優先）
２．Ｃ（Compliance & Environment︓法令遵守、公正な活動、環境保全）
３．Ｑ（Quality︓「顧客」に提供する製品・サービスの品質）
４．Ｄ（Delivery︓納期厳守）
５．Ｅ（Earning︓適正利益）
品質問題の反省に立ち、ＳＣＱ遵守の徹底を優先する。
Ｄまでを満たして、はじめて顧客の信頼が得られる。
Ｅは、ＳＣＱＤを満たした上で、顧客の信頼に基づき得られたもの。

当社は、メーカーとしてお客さまに安全で高品質な製品をお届けするため、法令・規制の遵守に加え、予防的アプローチに基づき、製品の
品質や安全性の確保に取り組んでいます。また、製品に含まれる有害化学物質の管理に関しては、「製品有害化学物質管理規定」を策定
し、グループ会社を含めて有害物質を含まない製品の提供を徹底しているほか、必要に応じて製品情報の開示も実施しています。

当社は、硫酸などの輸送上安全配慮を必要とする製品の輸送に際しては、以下の対策を実施して輸送上の安全確保に努めています。
①ほかの物質との混載を避ける ②充填・荷下ろし時に保護具を着用する、 ③容器からの漏えい・飛散防止のための措置を講じる、 ④災害
発生時の処置等を明記した安全データシート（SDS）を運転手に提供する等。

自社製品の安全に関する情報を提供することは、サプライチェーンにおける製品安全を確保するうえで非常に重要です。当社では、自社製
品に対して安全データシート（SDS）を添付し、化学物質情報の開示・伝達を確実に実施しています。

当社では、「製品有害化学物質管理規定」を定めて、製品に含まれる化学物質の管理強化と法令・規制の遵守を進めています。国内では、
化審法 に基づく化学物質の登録を行い、維持管理を行っています。国外では、EU域内に適用されるREACH規則 に基づき、2017年9月
までに化学物質の登録を完了し、現在は維持管理を行っています。なお、英国のEU離脱に伴い、英国でも新たにREACH規則（通称UKｰ
REACH）が施行されており、当社は、UKｰREACHに対応するために必要な準備を進めています。また、その他各国の化学物質関連法規制に
ついても必要に応じて情報を収集し対応しています。
グループ会社に対しては、品質連絡会・品質ミーティングを通じ最新の情報を発信し、これらの法規制に対応するよう指導しています。

※1 化審法: 化学物質の審査および製造等の規制に関する法律
※2 REACH規則: EU域内で製造・域内に輸入される化学物質の登録・評価・認可・制限に関するEUの法律

当社では研究開発の過程で、テーマ調査、研究開発・試作、量産試作、事業化という4つの段階でレビューを行っています。これにより、製
品やプロセスの安全性を常に考慮しながら、有害化学物質等の使用有無や顧客要求事項への適合性および各種法令の遵守などを確認し、精
査しています。研究開発の初期段階からこれらの要素について繰り返し確認を行っています。

製品開発・承認におけるリスク管理

※

製品の安全性

輸送上の安全確保

安全情報の提供

製品に含まれる化学物質の管理

※1 ※2

開発試作段階での影響評価
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当社グループでは 、2017年に発生した品質問題が風化し再び同じ問題が発生することがないよう、毎年11月1日を当社グループ全体の「品
質振り返りの日」に制定しています。2022年度は、品質問題に対する社長メッセージや教訓映像を視聴し品質問題を振り返りました。各拠
点では、お客さまに提供している製品・サービスの品質に問題がないかを再確認する機会とし、クレーム等の再発防止の有効性の確認や規
格・規定類の確認および見直しなどの各種取り組みを実施しました。

当社グループは、品質管理に関するガバナンス体制を強化するために、「品質基本規定」を運用しています。同規定では、お客さまに満足
していただける一級品の製品を提供することを目指す「グループ品質方針」を策定するとともに、さらにこれを補完する「品質管理に関す
るガイドライン」を制定し、運用しています。当社グループのすべての組織は、製品およびサービスの品質向上に関わる過程で、設計・開
発の段階から製造・出荷・販売に至るまでの品質保証体制を確立し、その維持に取り組んでいます。

当社グループは、国内外の各拠点で多種多様な製品を取り扱っており、品質管理に関わる最新情報の共有が重要です。そのため、当社グル
ープの品質管理に携わる代表者が参加する品質担当者会議を定期的に開催しています。この会議では、安全環境品質部から当社の品質に関
するさまざまな最新情報を発信し共有するとともに、各拠点の改善事例の共有やテーマに沿った集団討議を行い、参加した代表者の理解を
深め、それを各拠点で共有することでさらなる改善を促すことを目的としています。

また、安全環境品質部および各カンパニー等の品質担当者から構成される品質連絡会を設置し、ガバナンス体制の強化に注力しています。
品質連絡会では、グループ会社を含む各カンパニー等の品質活動の状況報告などを行い、必要な情報を共有しています。

さらに当社では、品質情報の共有化を目的とした品質ミーティングを必要に応じ開催しています。品質ミーティングでは、各拠点と個別に
品質管理状況を確認し、意見交換を行うなど、詳細な支援を行っています。また、監査部が主導するテーマ監査の一環として、品質監査を
実施しています。品質監査の目的は、品質に関する不正行為がないこと、効果的な品質活動の実施を客観的証拠に基づき確認することであ
り、品質に関する課題や改善点を抽出し、監査対象拠点に対して継続的改善の機会の提供を目指しています。

当社では、 品質問題発生当時、グループ内において危機感の共有が不十分であったこと、当事者意識の欠如が見られたことへの反省を踏ま
え、品質意識の改革とその継続を目的に、若手従業員、中堅従業員、管理職の各階層に対して品質教育を実施しています。 ISO9001に基づ
く品質マネジメントシステム（QMS）は、品質管理・品質保証の基礎となります。ISO9001 の内部監査員養成を目的とした新任者向け内
部監査員講習を定期的に開催しており、2022年度は12回の講習会に計133名が参加しました。さらに、内部監査の経験がある従業員の能力
維持と向上を目的とした講習会を6回行い、計23名が参加しました。

加工事業カンパニーは、欧米、アジアに計10の製造拠点を有し、国内事業所と連携して高品質な製品の製造に取り組んでいます。海外での
現地製造品の拡大に対応するため、設備保全、生産技術、検査基準等について、国内事業所からの技術指導を継続的に実施しています。多
年にわたる取り組みにより、現在では、地元従業員が主導する形で改善ミーティングや品質管理の見直しを行っており、技術習得への意欲
が品質向上の原動力になっています。さらなる品質向上を実現するために、継続的な品質教育の実施による品質意識向上や品質文書の改善
等の活動に取り組んでいます。

また、高機能製品カンパニーは、電子デバイス事業がいち早く東南アジアに進出し、海外への生産移管を進め、現在では、東南アジアに5つ
の製造拠点（子会社および協力会社を含む）を持ち、国内のセラミックス工場と緊密に連携した生産体制を築いています。銅加工事業は、
欧米とアジアに合計12の製造拠点を有し、国内事業所および本社との連携を強化し、品質管理レベルの維持・向上に取り組んでいます。特
に、品質クレーム低減やガバナンスの維持のために情報共有を促進し、海外駐在員および現地スタッフの意識向上とスキルアップを目指し
て、品質責任者会議、小集団活動発表会、カンパニー主導の品質監査、タイムリーなWEB会議等、多岐にわたる活動を行っています。

当社グループは、品質管理に係る再発防止策の実行・強化に取り組んできた結果、品質意識および品質管理レベルが向上し、対策が確実に
浸透しました。今後も品質問題の再発を防ぐために、一連の品質問題に対する再発防止策をISO9001等の品質マネジメントシステムに組み
込み、継続的に実施していきます。

品質管理と全社品質活動

品質振り返りの⽇

品質管理体制

品質教育

海外製造拠点における品質管理活動

品質管理に係るガバナンス体制の再構築策および再発防⽌策
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当社は、過去の品質問題を再発させないため、不適合品を社外に流出させない「守りの品質」の体制づくりに取り組んできました。再発防
止策の確実な実施により、品質意識は大幅に向上し、不適合品の外部流出を防ぐ品質管理体制が整備されました。
現在は「攻めの品質」として、不適合品の発生を防ぐための設計・設備・工程の実現にも取り組んでいます。各カンパニーおよび拠点では
品質目標を設定し、その達成に向けた各種改善活動を推進しています。
品質が当社グループのブランド資産になるよう、品質教育や品質改善活動によって継続的なレベルアップを図り、お客さまが満足する製品
を提供し続けていきます。

「守りの品質」から「攻めの品質」へ
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人権の尊重

当社グループは、グローバルな事業展開において各国の法令遵守だけでなく、国際的な人権基準の尊重が不可欠であると考えています。こ
のため、2021年7月にサステナブル経営推進本部（現SCQ推進本部）のもと、人権部会を設立し、同年12月に、国連の「ビジネスと人権に
関する指導原則」に準拠した「人権方針」を策定しました。この方針は、当社グループのすべての役員・従業員に適用されます。また当社
グループのお取引先に対し、本方針の支持と実践を期待し、ともに人権尊重を推進することを目指します。また、人権尊重の取り組みは、
SCQ推進本部を通じ、当社の執行役および取締役会へ定期的に報告しています。

当社の「人権方針」はこちらからご確認ください。
当社は、「国連グローバル・コンパクト」に署名し、2022年3月22日付で参加企業として登録されました。

当社グループでは、人権への取り組みを強化するため、国内外のグループ会社内で人権デューデリジェンスを推進し、「人権リスク」の低
減に努め、取引先とも連携した取り組みを推進しています。人権課題に関する実態調査の結果を基に、想定リスクの洗い出しと見直しの
PDCAサイクルを確立し、継続的に実施しています。さらに、人権啓発の研修等を通じ、さらなる社内浸透を図っていきます。
2022年度からは、自社事業による人権への悪影響を防止・軽減するため、国連「ビジネスと人権に関する指導原則」に従って、以下の3項
目に取り組んでいます。

人権方針によるコミットメントの周知・浸透
人権デューデリジェンスの実施
救済措置（企業が引き起こし、または助長する人権への負の影響に対して救済を可能とするプロセス）

人権の尊重

⼈権⽅針

取り組みのロードマップ
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当社は、「国連グローバル・コンパクト」に署名し、当社の事業に関連する分科会に参加し、情報収集を行うとともに、当社
の人権関係施策の策定に活用しています。
また、国内外の研修では、2022年度は「ビジネスと人権」およびそれに基づき策定された当社グループ人権方針を取り扱い、
全従業員が受講しました。さらに、海外拠点の管理職を対象としたコンプライアンス研修でも人権課題を取り上げたほか、役
員向けの研修では、2021年度から人権に関する教育を開始し、2022年度も引き続き実施しました。

当社グループでは、従業員向けには国内で通報・相談窓口を国内で設置しており、人権に関する相談も受け付けています。国
内の通報・相談窓口では、2022年6月より改正公益通報者保護法に対応して厳格な秘密保持を保証し、救済措置を実施する体
制を整えています。また、研修等を通じて啓発活動等を行い、実効性の強化を図っています。
また、グループ外部からの問い合わせについては、現在コーポレートサイトに問い合わせ窓口がありますが、さらなる窓口の
整備・拡充を検討しています。

⼈権への取り組み

⽅針によるコミットメント1.

⼈権デューデリジェンスの実施2.

当社グループ内の人権デューデリジェンス
当社グループでは、事業活動に関連する人権への負の影響を特定、評価し、防止・軽減するため、グループ会社、新規取
引先・既存取引先を対象に人権デューデリジェンスを実施しています。外部専門家の意見も取り入れ、バリューチェーン
上の人権課題を含めて特定・検討しています。2022年度は、当社のグループ会社を対象にリスクのスクリーニングを実
施し、高リスク対象となる約3割の対象会社に対しセルフチェックリスト（SAQ）を配布しました。これら回答を分析す
ることで、当社グループの人権デューデリジェンスの仕組み構築を開始しています。今後は、高リスク領域のリスク低減
に取り組むとともに、当社グループ全体の人権デューデリジェンスの体制を整備する予定です。

人権リスク評価

人権リスク管理手順の全体設計

人権デューデリジェンスのロードマップ策定

(1)

サプライチェーン上の人権デューデリジェンス
サステナビリティレポート内、「バリューチェーンにおける責任」－「責任ある原材料調達」をご参照ください。

(2)

救済措置3.
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労働災害の未然防止

活動テーマ 2022年度の活動実績 ⾃⼰
評価

2023年度以降の活動⽬標・予定

安全衛生活
動の推進

ゼロ災プロジェクトの継続
（休業4日以上災害の無災害継続日数365日）

C 休業4日以上災害の無災害継続日数365日

リスクアセスメントによる設備安全化の徹底（3
ヵ年で実施）

B リスクアセスメントによる設備安全化の徹底（継
続）

安全衛生教育センターの有効活用による安全衛生
教育浸透とVR危険体感教育の推進継続

A 安全衛生教育センターの有効活用による安全衛生教
育浸透継続とVR危険体感教育の推進継続

健康経営活動の推進継続 A 健康経営活動の推進継続

メンタルヘルス対策の充実 A メンタルヘルス対策の充実

自己評価　A︓目標達成　B︓概ね目標達成　C︓目標未達成

当社グループは、「私たちは、安全と健康をすべてに優先します」を行動規範のひとつとしています。これは、従業員および私たちをとり
まくすべてのステークホルダーの安全と健康なくしては、彼らとその家族の安定した生活や幸福が実現されず、順調な操業ができず、ひい
てはグループの持続的な発展もあり得ないという考えに基づいています。

安全衛⽣管理基本⽅針

2014年11月10日制定

1. 社長以下管理監督者の『陣頭指揮・率先垂範』のもと、『従業員の全員参加による安全衛生活動』を実施する。
2. 全従業員が労働安全衛生法をはじめ、関係法令やマニュアル、作業手順を順守すると共に、一人ひとりが『決められたこと

は必ず守る・守らせる』職場風土を形成する。

3. 『風通しの良い職場づくり』と『健康づくり』活動を通じて、全従業員が『心身共に健康で明るく働きやすい職場づくり』
に努める。

4. 『社会の模範となる交通安全活動を推進する』という考えのもと、交通事故の根絶を期すため、厚生労働省「交通労働災害
防止ガイドライン」に基づく防止対策を推進すると共に、全従業員の交通モラルの高揚を図る。

労働安全衛生

安全で健康な職場環境の構築

基本的な考え方
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さらに、2018年より、業務遂行における判断の指針（優先順位）として定めた「SCQDE」においても、「S」（Safety & Health）を最優
先事項と位置付けています。

業務遂⾏における判断の指針（優先順位）

ＳＣＱＤＥに基づく判断を意識して行動しよう︕︕

1 S Safety & Health 安全・健康最優先

2 C Compliance & Environment 法令遵守、公正な活動、環境保全

3 Q Quality 『顧客』に提供する製品・サービス等の品質

4 D Delivery 納期厳守

5 E Earnings 適正利益 （ＳＣＱＤを満たした上で、『顧客』の信頼に基づき得られたもの）

「ＳＣＱＤＥ」は私たちが業務を行ううえでの判断の優先順位を示したものです。私たちが『顧客』に製品・サービス等を提供する際に
は、まずＳＣＱを徹底し、そのうえでＤを満たさなければなりません。これらの原則を誠実に実行し続けることが『顧客』や社会からの
信頼につながり、これによって産み出されたものが、適正な利益であると考えます。

2014 年1月に四日市工場（2023年3月31日に（株）ＳＵＭＣＯへ譲渡）で発生した爆発火災事故を受け、同年4月より「ゼロ災プロジェク
ト」を開始しました。この「ゼロ災プロジェクト」では「休業4日以上の重篤な災害の発生ゼロを１年間継続すること」を目標に、当社グル
ープの安全衛生基盤を強化するための取り組みを行っています。
ゼロ災プロジェクトは、執行役社長を本部長とした「SCQ推進本部」のもとに置かれた専門部会「ゼロ災推進部会」が主導しています。
「ゼロ災推進部会」は、各部門の安全担当者による委員で構成され、労働災害の発生状況等を分析し、当社グループが重点的に取り組むべ
き課題を抽出しています。これらの課題は、安全を担当するSCQ担当執行役やカンパニー等の代表者からなる会社側委員とカンパニー等が
所管する拠点を代表する労働組合側委員で構成される「ゼロ災労使連絡会」との意見交換を経て、安全衛生管理重点実施事項を定めていま
す。これらの重点実施事項等のゼロ災プロジェクトの具体的施策は、執行役が参加する戦略経営会議で審議・承認を経て実行に移されま
す。本社安全環境品質部を中心に、各カンパニー等の安全担当者で構成される月次ミーティングで各施策の進捗状況が報告され、グループ
会社も含めた所管拠点における安全衛生活動の進捗や問題点等についての情報共有や解決策の協議等を行っています。各施策の進捗状況は
定期的に各カンパニープレジデントが参加する「SCQ推進本部」でも報告しています。さらに、労働災害・火災爆発等事故の発生状況およ
び重大事案の対策等についてはSCQ推進担当執行役より戦略経営会議および取締役会に報告され、適切にモニタリングされています。
また、カンパニー等の枠組みを超えた事項については、前述の「ゼロ災推進部会」において報告、協議等を行い当社グループ一体となった
推進体制を構築し、拠点の状況に即したPDCAサイクルによる改善を図っています。
各拠点では労働安全衛生マネジメントシステムを運用し、会社側と労働組合側の委員からなる安全衛生委員会を開催しています。この委員
会では、労働者の危険に関する対策、労働災害などの重要事項についての原因究明や再発防止、健康障害の防止および健康保持に関する対
策を行っています。また、安全責任者、安全担当者および安全指導員を配置し、安全活動の推進役として活動しています。
当社グループ全体では、安全責任者会議、安全担当者・安全指導員会議を定期的に開催し、幅広い業種を抱える当社グループ内での多様な
災害情報や安全衛生活動に関する情報交換を行い、安全衛生水準の向上に取り組んでいます。

推進体制
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当社グループは、労使一体となってゼロ災への取り組みを展開するため、前年の労働災害等から課題を抽出し、その解決に特に取り組むべ
き項目を労使協議のうえ「管理重点実施事項」として定めています。2022年の管理重点実施事項は以下であり、これらの事項を中心に各事
業所で労働安全衛生マネジメントシステムを展開しました。

管理重点実施事項
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■ リスクアセスメント（ＲＡ）による設備安全化の徹底

「機械電気」型および設備に起因する「取り扱い物質」型の重篤な労働災害は長期的に減少傾向にありますが、まだ低減できていない残留
リスクがあり、認知されていない危険源による事故も発生しています。そのため、2020年度以降、3年間かけて、リスクアセスメントの妥
当性を検証のうえ見直しを行い、以下の内容を実施しています。

新たなリスクの抽出と重大リスクの低減
危険源と作業の特定漏れの点検
抽出済リスクの再評価と不十分な対策の是正措置
既存設備の安全化推進
リスクアセスメントを実施する担当者のスキル向上　等

当社グループの労働災害分析によると、労働災害の主な原因は防護措置や安全措置の欠陥に起因するものや危険場所への接近に起因するも
の等が多くあります。これらの問題に対処するため、ハード面での対策として、フールプルーフ やフェールセーフ の観点から構造や仕
組みを見直し、リスクアセスメントに基づいて工学的な対策を徹底しています。また、不適切な工具や治具の使用、作業手順の誤りといっ
た作業方法の欠陥による労働災害については、作業方法の検証や、KY（危険予知）に基づいたフィードバックを通じて作業手順を改善する
など、リスクアセスメントの結果を踏まえた改善策を実施しています。
リスクアセスメントは、製造現場の作業やその他業務に起因する危険性や有害性を特定し、これらを除去または低減するために有用な手法
です。当社グループでは、各拠点の製造現場において作業者目線でのリスクアセスメント活動を展開し、設備の不安全状態の発見能力を向
上させるために、各拠点でリスクアセスメント指導員を養成しています。2015年10月からは養成講習を開始し、2020年3月までに520名以
上の受講者があるなど、現場の活動強化・活性化に貢献しています（2020年4月以降は新型コロナウイルス感染症の影響で開催できません
でした）。さらに、2020年8月からは第一線監督者を中心にリモート形式でリスクアセスメント講習会を開催し、リスクアセスメント実施
者のスキル向上を図っています。2022年度は166名が受講し、累計受講者数は585名となりました。

※1 フールプルーフ︓人がミスをしても事故や労働災害に至らない機能
※2 フェールセーフ︓機械の故障時や停電時に装置が安全側に作動する機能

当社および主要グループ会社34社における2022年の労働災害罹災者数は、不休業災害を含めて89名であり、このうち17名が休業を伴う災
害でした。当社単体では過去10年で罹災者数は減少傾向にありましたが、最近では横ばいの状態となっています。（2020年には4月の旧三
菱伸銅（株）の合併により2拠点が増えています。また、2022年はセメント事業およびアルミ事業が事業再編によりグループ外となってい
ます。）
目標である「休業4日以上災害無災害継続日数365日」についての実績は135日であり、目標未達となりました。

■ 休業4⽇以上災害無災害継続⽇数推移

  2019年 2020年 2021年 2022年

無災害継続日数 82 91 41 135

2022年にはグループ会社において重機による死亡災害や高所からの転落による重篤な災害が発生しました。重機による災害は、工事業者が
許可を得ずに重機の作業エリアに立ち入り、重機と接触して発生しました。この災害の一因として、工事監督責任者と重機作業エリア責任
者との連絡が不十分であったことが挙げられます。これらの事故への対策として、工事業者が入構する際の現場エリアでの注意事項の教
育、重機と作業者の安全距離の確保、作業環境の整備の点検等の対策・注意喚起を改めて実施しています。

また、当社の労働災害の発生状況を評価する災害度数率（100万のべ実労働時間当たりの死傷者数（休業者数）︓LTIFR（Lost-Time Injury
Frequency Rate））は0.38となり、2022年製造業平均値1.25、非鉄金属産業平均値0.90（厚生労働省統計データより）に比べて低くなり
ました。不休業災害を含めた災害度数率（100万のべ実労働時間当たりの不休業災害を含んだ死傷者数︓TRIFR（Total Recordable Injury
Frequency Rate））は2.30となりました。
2023年もリスクアセスメントによる設備安全化を徹底し、さらなる災害防止策を取り入れ、ゼロ災達成に向けた取り組みを推進していま
す。

全社安全衛⽣管理重点実施事項（2022年）

※1 ※2

安全成績

労働災害発⽣状況
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■ 安全成績の推移（単体）

※ 暦年での集計値です。通勤途上災害、微傷災害は含みません。（2022年はセメント事
業・アルミ事業関連の事業場の災害を除外しています）

■ 罹災者数（名）

 2019年 2020年 2021年 2022年

社内（在籍）

死亡 0 0 0 0

休業 1 7 2 4

不休業 14 17 18 22

社内（派遣社員等）

死亡 0 0 0 0

休業 1 0 1 1

不休業 4 4 3 3

社内（協⼒会社）

死亡 0 0 0 0

休業 4 4 10 2

不休業 18 19 17 6

グループ会社（協⼒会社含み）

死亡 0 1 0 1

休業 30 13 27 9

不休業 120 83 84 41

合計

死亡 0 1 0 1

休業 36 24 40 16

不休業 156 123 122 72

■ 災害度数率の推移

    2019年 2020年 2021年 2022年

単体 LTIFR 0.17 0.51 0.21 ★0.38

TRIFR 1.68 2.03 1.68 ★2.30

協力会社 LTIFR 0.45 0.85 2.27 ★0.66

TRIFR 4.49 4.92 6.12 ★2.62

※ LTIFR（Lost-Time Injury Frequency Rate）︓100万のべ実労働時間当たりの死傷者数（死亡を含む休業災害罹災者）＝災害度数率、
TRIFR（Total Recordable Injury Frequency Rate）︓100万のべ実労働時間当たりの死傷者数（死亡を含む休業災害罹災者+不休業災害罹災者
数）
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当社における2022年の火災爆発等事故の発生件数は15件で、収束まで一定の時間を要した火災が1件発生しましたが、それ以外の14件はい
ずれも被害や影響の大きさの尺度となる当社方式事故評価基準では3ポイント以下（12件は1ポイント以下）の事故でした。なお、爆発事故
の発生はありませんでした。また、CCPS（The Center for Chemical Process Safety）の定義に基づく、Tier1のPSE（process safety
events）の発生件数は、100万時間当たり0件★でした。
ただし、発生件数総数では2021年の16件とほぼ横ばいであることもあり、引き続き、事故情報の社内共有等による類似事故発生予防に重点
をおいた取り組みを推進していきます。

※ 当社単体を対象とし、暦年1年間での集計値です。Tier1のPSE(process safety events)は、CCPSが発行した”Process Safety Metrics: Guide for
Selecting Leading and Lagging Metrics” Version 3.2に基づき特定しています。

■ ⽕災爆発等事故発⽣推移

 
2019年 2020年 2021年 2022年

事故件数 評価点 事故件数 評価点 事故件数 評価点 事故件数 評価点

火災 5 件 2.2 点 6 件 5.1 点 10 件 18.3 点 13 件 35.1 点

爆発 1 件 0.3 点 0 件 0.0 点 0 件 0.0 点 0 件 0.0 点

漏えい等 4 件 1.9 点 1 件 0.3 点 6 件 1.8 点 2 件 0.6 点

計 10 件 4.4 点 7 件 5.4 点 16 件 20.1 点 15 件 35.7 点

■ MMC⽅式事故評価基準

強度レベル
（ポイント）

評価項⽬

⼈的被害 物的被害
漏えい・流出影響

（⾼圧ガスの漏えい・
危険物の流出）

⽕災の収束時間
（発災から鎮圧までの時間）

Ⅴ（27） 複数死亡 事業所外に物的被害 河川等事業所外へ広範囲に影響 4時間以上

Ⅳ（ 9） 1名死亡または複数休業 事業所内隣接施設に物的被害 事業所外周辺に影響 2時間～4時間

Ⅲ（ 3） 休業 発災設備建屋の焼損、損壊 事業所内の隣接施設に影響 1時間～2時間

Ⅱ（ 1） 不休業 発災設備の焼損、損壊または
発災設備建屋の一部に軽微被害

発災設備建屋内または
防液堤等防護施設内のみの
漏えい・流出

30分～1時間

Ⅰ（0.3） レベルⅡ未満
（微傷災害） 

レベルⅡ未満
（発災設備の一部に軽微被害）

レベルⅡ未満
（微小な漏えい・流出） 

30分未満

※ 石油化学工業協会の事故評価基準および消防庁通達の危険物施設における火災・流出事故に係る深刻度評価指標を参考に設定。
※ 該当する評価項目の強度レベルのポイントの合計ポイントで評価する。
※ いずれの強度レベルにも該当しない場合は「0」ポイントとする。

⽕災爆発等事故等発⽣状況

※
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安全衛生教育センター「緑館」

緑館の中庭には、当社事業を象徴す
る5つのマテリアルで囲まれた安全衛
生モニュメントを設置し、そのデザ
インには、安全を意味する緑十字を
使用しています。

高温物との接触事故（ガス噴出） 高温物との接触事故（水蒸気爆発） フォークリフトとの接触事故（運転手前進）

フォークリフトとの接触事故（歩行者後退） 転落事故（クレーンからの転落） 転落事故（踏み抜き）

危険感受性の向上には自ら危険を体感することが重要と考え、2017年3月、「安全衛生教育センタ
ー（緑館）」を開設し、運用を開始しました。同センターには、作業現場の実態や日常作業に潜む
危険を考慮した50種の危険体感設備があり、専門のインストラクターによる危険体感教育や専用
の講習室を利用して労働安全衛生に必要な専門教育も定期的に開催しています。2022年度は、危
険体感教育を約240名が受講し、専門教育は約240名が修了しました（同センター開設以来、グル
ープ会社従業員を含めて約4,260名が危険体感教育を受講し、2023年3月までに、約1,150名が専
門教育を修了しました）。

2018年5月から、安全衛生教育センターでは、危険体感教育の一環としてVR（Virtual Reality）を導入しています。従来の危険体感設備で
は難しかった疑似体験が可能となり、360度の視野や触覚技術を活用して臨場感や没入感を高めています、VRを用いることで、例えば、墜
落前・中・後の状態などの危険な状況を最後まで体感することができるようにし、危険感受性の向上に役立てています。また、装置は運搬
可能なため、当社グループの各事業所でも危険体感教育を実施しています。2019年には2号機、3号機を導入のうえ、メニューを5つ追加
し、2021年には4つの新しいメニューを追加しました。また、対象とする事業所もグループ会社まで拡大し、危険感受性の向上に一層取り
組んでいます。

■ VR危険体感教育メニュー（安全衛⽣教育センター）

安全衛生教育の強化

VR（Virtual Reality）を⽤いた危険体感教育
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挟まれ事故（プレス） 巻き込まれ事故（高速コンベア） 巻き込まれ事故（低速コンベア）

電源盤での感電事故 段差でのつまづき事故（転倒）

カッター切創による事故

階段の降下中における落下事故（転落）

脚立の転倒事故
玉掛の失敗による飛来事故

グラインダのキックバック事故 トレーラカバー掛け転倒事故

Vベルト巻き込み事故
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安全管理の向上を促すために、当社グループでは優れた成績を挙げた事業場を表彰しています。表彰の対象は、当社単体の事業所、製造
業・建設業の国内連結子会社および一部の国内非連結子会社です。無休業災害期間（社内従業員および協力会社で休業災害以上の発生して
いない期間）が表彰基準年に達するごとに表彰し、表彰の種類は次の3種類です。

（１）安全優良賞（表彰基準年を達成した事業所）
（２）安全優秀賞（表彰基準年の2倍を達成した事業所）
（３）安全大賞　（表彰基準年の3倍以上を達成した事業所）

業種によってリスクの大きさが異なることから、事業形態や事業場ごとに表彰基準年を設定し、以下のグループに分類しています。

グループＡ（基準年︓2年ごと）
事業形態︓プラント型（製錬等）、装置産業型（銅加工等）、建設業種
グループＢ（基準年︓3年ごと）
事業形態︓加工組立型

■ 2022年10⽉表彰

安全大賞

被表彰事業場 該当無し

安全優秀賞

⾦属事業カンパニー 細倉金属鉱業（株）(4年連続無休業災害)

環境・エネルギー事業カンパニー 北九州アッシュリサイクルシステムズ（株）(4年連続無休業災害)

安全優良賞

⾼機能製品カンパニー 堺工場 (2年連続無休業災害)

加⼯事業カンパニー 岐阜製作所 (3年連続無休業災害)

■ 2023年４⽉表彰

安全大賞

加⼯事業カンパニー エムエムシーツーリング（株）(21年連続無休業災害)

環境・エネルギー事業カンパニー
六ヶ所事務所(6年連続無休業災害)
八幡平グリーンエナジー（株）(18年連続無休業災害)

関連事業室 （株）東総 (10年連続無休業災害)

安全優秀賞

対象事業場なし

安全優良賞

⾼機能製品カンパニー
四日市工場 (2年連続無休業災害)
MMカッパープロダクツ（株）(2年連続無休業災害)

※ 表彰対象の組織は、表彰当時の組織名で記載しています。

安全衛生推進体制強化に向けて

安全成績優良事業場表彰制度
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■ 外部コンサルタント活⽤による安全衛⽣指導

過去の災害を分析した結果、当社グループの事業所においてリスクの抽出に課題があることが判明しました。そのため、外部コンサルタン
トを活用して安全衛生の指導を実施しています。従来、抽出できていなかったリスクを外部専門家の視点で洗い出し、適切な低減措置を講
じることにより、各事業所の安全水準の向上、従業員の危険感受性の向上にもつなげています。

安全環境品質部では、安全衛生、防災保安および環境管理に関する情報の配信・集約・閲覧を目的に、2017年2月から社内ポータルサイト
を運用しています。当該サイトでは、これまでアクセスが限られていた安全成績や安全年表、災害事例、安全衛生教育資料、健康やメンタ
ルヘルスに関する情報等を分類・整理し、広く公開しています。また、当社グループで発生した典型的な災害事例は映像化し、災害の状
況・原因・対策、得られた教訓を分かりやすく解説しています。
2017年6月からは、当社グループで発生した災害事例をデータベース化し、上記の社内ポータルサイト内で公開しています。このデータベ
ースでは、フリーキーワード全文検索機能や災害カレンダーの出力機能等を備えており、安全教育資料の作成や類似災害の発生防止対策等
の参考として活用されています。また、各事業所が必要な情報を迅速かつ正確に入手できるように構成されており、安全基盤の強化と安全
文化の醸成に貢献しています。

労働災害の防止に向け、当社グループの各事業所において実施されている効果的な取り組みを「安全衛生好事例集」として、2014年より毎
年まとめています。グループ全体の安全衛生水準向上のための共有財産とするため、全国安全週間に合わせて公開され、社内ポータルサイ
トにおいて「安全コラム」として個別の事例を紹介しており、安全衛生に関する知識や取り組みを広く共有しています。

情報集約と発信によりグループ内の横展開を推進

「安全衛⽣好事例集」の配信
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心身ともに働きやすい職場づくり

「私たちは、安全と健康をすべてに優先します」という当社の行動規範のもと、全社的に衛生・健康の増進に取り組んでいます。特に、有
害物質取扱業務については、職業性疾病の予防を重視し、作業環境の管理や労働衛生保護具（呼吸用保護具、保護手袋等）の着用を徹底す
るなど、ばく露リスクの低減に継続的に取り組んでいます。また、過去に有害物質取扱業務（石綿ばく露業務含む）に常時従事していた従
業員に対しては、退職するまでの間、特殊健康診断を継続実施しています。海外赴任者に対しては、赴任前のオリエンテーションで、ＨＩ
Ｖ、マラリア等の感染予防対策を含む健康教育を実施するとともに、厚生労働省検疫所が渡航地域別に推奨するワクチンの予防接種も会社
負担で行っています。
さらに、2018年より導入している健康管理システムでは、健診結果等の健康管理情報を電子データ化して一元管理し、これを産業保健スタ
ッフが運用しています。また、2020年9月にはシステムのバージョンアップを行い、より精度の高い事後措置やデータ分析も可能としまし
た。今後もシステムのさらなる改良に取り組むとともに、実効性の高い健康増進策の立案・実施を展開していきます。

当社では、メンタルヘルスケアの取り組みとして、まず不調者の発生を予防するために、各種メンタルヘルス研修を継続的に実施していま
す。具体的には、全従業員を対象としたセルフケア研修、全管理監督者を対象としたラインケア研修に加え、各階層別での研修を開催して
います。また、2018年度からは、入社3年目の全従業員を対象に、各事業所に配属された臨床心理士による面談を実施し、メンタルヘルス
不調者発生の予防に努めています。
メンタルヘルス不調者が発生した場合には、発生時の対応方針やフロー、相談窓口を全従業員へ周知し、従業員が安心して相談できる環境
を整備しているほか、各拠点の産業保健スタッフによる面談や相談を継続的に実施しています。休業者に対しては、職場復帰支援プログラ
ムを提供し、外部のリワークプログラムも活用して、スムーズな復職をサポートしています。
なお、ストレスチェックは、50名未満の事業所を含む全拠点で一斉に実施しており、高ストレス判定となった従業員には必要に応じて医師
による面接指導を行い、さらにその前段として産業保健スタッフ（保健師、臨床心理士）による面談も実施しています。また、集団分析結
果の属性別や経年変化の分析を行い、事業部門と情報を共有することで課題の把握と対策を立案しています。引き続き、従業員が働きやす
い職場環境づくりを進めていきます。

従来、当社グループは従業員の安全と健康を最優先事項と位置付け、各事業所にてさまざまな取り組みを行ってきましたが、少子高齢化
や、メンタルヘルス対策、治療と仕事の両立等、全社的に取り組むべき課題が浮上しています。そのため、当社では従業員の健康管理を経
営課題と位置付け、戦略的な「健康経営」に全社的に取り組むことを決定しました。三菱マテリアル健康保険組合との連携も活用しなが
ら、従業員とその家族の心身の健康づくりを推進しています。
具体的には、2020年10月に「三菱マテリアルグループ健康経営宣言」を制定し、その後、執行役社長を本部長としたサステナブル経営推進
本部（現SCQ推進本部）傘下の専門部会として「健康経営推進部会」が発足、健康保持・増進に関するさまざまな取り組みを全社で実施し
てきました。
各事業所は、全社で定めた重点活動項目に基づいて、従業員の健康維持・増進に向けた計画的な取り組みを行っています。2023年3月に
は、経済産業省が推進する「健康経営優良法人認定制度」にて、日本健康会議より「健康経営優良法人2023（大規模法人部門）」に2年連
続で認定されました。
今後も、衛生・健康推進活動を進め、健康経営を通じて、従業員がより健康でいきいきと働ける職場を実現し、会社と従業員の双方に実り
のある活動を展開していきます。

労働安全衛生

従業員の健康意識向上 ～心身ともに働きやすい職場づくり～

従業員の健康保持・増進対策の推進並びに職場環境改善による職業性疾病の予防

メンタルヘルスケアの取り組みの強化

健康経営の取り組み

106



＜三菱マテリアルグループ健康経営宣⾔＞

三菱マテリアルグループは「人と社会と地球のために」を企業理念とし、その行動規範に「安全と健康をすべてに優先させる」を掲
げ、労働災害の防止や労働衛生の確保、社員の健康管理に最大限の努力を払い継続的改善を行っていきます。
具体的には、働き方改革の取り組みや社員とその家族の心と身体の健康づくりに向けての対策を健康保険組合との連携のもと展開して
いきます。
また、世界的感染症等新たな疾病対応についても、社員と家族のための感染予防・健康づくりに努めていきます。

当社の「健康経営の取り組み」はこちらからご確認ください。

健康経営の取り組み
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コンプライアンスの徹底

企業が持続的に発展していくために「コンプライアンス」はその土台となる重要な部分です。当社グループでは、「行動規範」のもと倫理
的な企業文化や組織風土の醸成のため、「コンプライアンス」意識の浸透・定着のための取り組みを実行しています。なお、「行動規範」
は取締役会が監督しており、制定および改定についても取締役会にて決議し決定するものとしています。

当社グループでは、コンプライアンスを法令遵守はもとより企業倫理や社会規範を含む広い概念として捉え、ステークホルダーの皆さまの
期待に誠実に応えていくことと考えています。
当社グループ全体のコンプライアンス体制強化に向け、国内外での研修等、さまざまな施策を通じ、グループの従業員一人ひとりのコンプ
ライアンス意識を向上させる取り組みを継続しています。意識の浸透と定着を目指し、これらの取り組みを継続していきます。
また、執行役であるCGO（最高ガバナンス責任者）がコンプライアンスを統括しており、CGOの監督のもと、行動規範等の遵守を図って取
締役会に報告しています。

当社グループでは、2006年から毎年10月を「三菱マテリアルグループ企業倫理月間」と定め、社長メッセージを社内イントラネットで配信
しているほか、各事業所、グループ各社が独自の活動を展開しています。
企業理念、ビジョン、ミッション、価値観、行動規範および私たちの目指す姿を当社グループの従業員に浸透させるため、携帯用カード、
ポスターおよび従業員ハンドブック（基本編）を20言語で作成しました。携帯用カードとポスターは世界各国の拠点に配布することによ
り、また従業員ハンドブック（基本編）は社内イントラネットで配信することで世界各国の従業員と共有しています。また、「行動規範」
には、独占禁止法の遵守が明記されています。さらに、国内向けには、強制労働の禁止、パワーハラスメント、セクシャルハラスメント、
労働安全衛生・健康管理、品質管理、横領や贈賄をはじめとした腐敗防止、独占禁止法・下請法・外為法等の法令遵守等の事例を網羅した
従業員ハンドブック－ケーススタディ編－（国内向け）を社内イントラネットで配信し、国内のグループ各社が教育活動に利用していま
す。
ＳＣＱＤＥについては、研修や教育、ポスター、携帯用カードを通して、浸透に努めています。
また、当社グループでは、自由闊達なコミュニケーションができる組織風土を構築し、風通しの良い組織を目指すことがガバナンス強化に
つながり、コンプライアンス違反の防止となることを認識しています。そのため、タウンホールミーティング（対話集会）の開催や研修等
を通じ、コミュニケーションの深化を図っています。
さらに、コンプライアンスに関する小集団活動により、従業員一人ひとりが健全な危機感を持ち、自分の問題として考え、意見を交換する
ことでコンプライアンス意識の醸成および職場内コミュニケーションの向上に取り組んでいます。

コンプライアンスに関する教育や研修を、外部講師やeラーニングも活用し、国内外の当社グループ従業員に行っています。
国内グループ各社の全従業員が、年に1回コンプライアンス研修を受講できる体制を整えています。2020年度からはオンラインでの受講を
推進しており、2022年度は「内部通報制度の説明」、「パワーハラスメントの防止」、「独占禁止法の遵守」、「交際費管理規程の再確
認」をテーマに実施しました。また、階層別研修等を定期的に実施しています。
海外でのコンプライアンスに関する教育・研修は、世界各地域の事情も考慮しながら研修内容を検討しています。また、多言語での研修動
画の展開に加え、コミュニケーションに重点を置いた双方向対話型の研修により、幅広い地域での研修を効率良く実施しています。
2018年度より、当社経営幹部と外部弁護士を講師として、国内のグループ会社役員に対し、役員ガバナンス研修を実施しています。研修で
は、ガバナンスとコンプライアンスについて経営者が果たすべき義務・役割を理解し、それらを全うするための意識の醸成・手段の習得を
目指しています。また、2021年度より、海外向けの研修も開始し、当社経営幹部に加え海外情勢に精通した外部専門家を講師として研修を
実施しています。
また、全従業員を対象としたコンプライアンス意識調査を2018年度より継続して年1回行い、その結果を分析することで各種取り組みの効
果測定・推進に役立てています。

ガバナンスの維持向上

コンプライアンスの徹底に向けて

コンプライアンス意識の浸透・定着

コンプライアンス意識の向上に向けたさまざまな取り組み

コンプライアンス教育の拡充・再徹底
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■ 2022年度教育・研修受講者数（単体およびグループ会社38社）

 
受講者数

（のべ⼈数）

国内事業所・⽀店、グループ会社コンプライアンス教育 16,311名

海外グループ会社コンプライアンス教育 363名

階層別教育 4,500名

合 計 ★21,214名

※ 上記の教育・研修受講者数は、正社員および非正規雇用を対象に算出しています。

当社グループでは、持続可能な開発における世界的な課題である腐敗防止の重要性に鑑み、グローバルな事業活動全体において贈賄防止の
ため、2018年4月に「外国公務員等贈賄防止規定」を制定しました。また、当社では、グループ会社に対し贈賄防止体制の運用のため必要
な支援を行っています。

当社および主に国内グループ会社の役員および従業員並びに当社グループの事業場内作業を請け負う事業者の従業員からの通報・相談を受
け付けるために、2002年12月より内部通報制度を運用しています。ハラスメントを含む人権に関する懸念や法令違反、社内規程違反、横領
や利益相反・贈収賄等の腐敗行為を含む企業倫理上の問題を対象事案としており、2020年1月からは通報・相談窓口である「三菱マテリア
ルグループ内部通報・社員相談窓口」の運営を外部専門業者に委託するとともに、グループ各社の対応体制を整備しました。これにより、
通報・相談への適切な対応能力の強化と信頼性の向上に努めています。また、2018年6月には、不祥事の早期発見・是正措置を監査委員の
業務として行うことに資するため、「監査委員への相談窓口」を設置し、運用しています。
これらの内部通報窓口は、当社グループの従業員に配布している携帯用カードへの記載や、社内イントラネット、各種研修等を通じて当社
国内グループ全従業員に周知しています。
2021年4月1日に、三菱マテリアルグループグローバル内部通報窓口「MMC GROUP GLOBAL HOTLINE」を開設し、運用しています。こ
の窓口は、日本国外に所在するグループ会社・海外拠点等（一部例外を除く）を対象としており、競争法違反、贈収賄等の腐敗行為、会計
不正、不正取引・不正行為に関する行為が通報対象となっており、匿名での通報も受け付けています。グローバル内部通報窓口について
は、対象となる海外の対象会社・拠点ごとに周知しているほか、海外での研修時に取り上げて説明しています。2022年度の件数は2件でし
た。
「三菱マテリアルグループ内部通報・社員相談窓口」は、通報の際は記名・無記名を問わないほか、通報内容は公益通報者保護法に基づく
「三菱マテリアルグループ内部通報規定」およびグループ各社の「内部通報規定」により、通報者保護と処理を適切に行い、報告者のプラ
イバシーを守り、人事上の取り扱いでも不利益は一切生じない仕組みとしています。
また、2022年度は、国内内部通報制度の信頼性向上策として特設サイトの開設、利用周知ポスターの掲示、周知動画の公開、研修による啓
発活動などを実施しました。今後も引き続き、内部通報制度の信頼性向上に努めていきます。

■ 三菱マテリアルグループ内部通報・社員相談窓⼝の対応フロー

腐敗防⽌

内部通報制度
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■ 「三菱マテリアルグループ内部通報・社員相談窓⼝」への相談件数推移［年度］

2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022

33件 38件 42件 61件 58件 54件 47件 65件

2019年9月、当時は当社のグループ会社であったユニバーサル製缶（株）が、公正取引委員会から独占禁止法違反（カルテル）により排除
措置命令および課徴金納付命令を受けました。これを受け2019年11月以降、当社グループは独占禁止法遵守体制再構築のための各種施策に
取り組んでいます。また、2022年度は海外競争法遵守体制の整備に取り組みました。

独占禁止法（海外競争法）遵守規定の当社およびグループ会社での制定
独占禁止法遵守に関するトップメッセージの継続的発信
当社グループの行動規範において独占禁止法遵守を明確化
当社および子会社における懲戒に関する規定等の見直し
当社および子会社における自主確認および各事業の独占禁止法抵触リスク評価の実施
各事業所でのリスクマネジメント活動における評価に応じた対策の実施
独占禁止法教育の継続・拡充
独占禁止法に関する内部監査の見直し
入札談合、競合事業者との取引に関する対策強化

当社グループでは、事業戦略・開発戦略に沿った知財・無形資産ポートフォリオの形成、知的財産に関するリスクマネジメントおよび係争
対応並びにグループの知財ガバナンス水準の向上を図る活動をしています。

知的財産を含む無形資産の重要性が高まる中、コーポレートガバナンス・コードに対応して知的財産に関するガバナンス体制を強化し、
「戦略対話」等の知的財産活動の取り組みを積極的に外部に開示しています。また、グループ全体での知的財産・無形資産価値の最大化を
図る観点から、グループとしての知的財産活動の方向性を示した「グループ知的財産基本方針」を2022年5月に制定しました。また、2023
年2月に、グループ知的財産基本方針に基づき、グループ会社の知的財産に関する活動をより具体的に規定する「グループ知的財産規定」を
制定しました。

独占禁⽌法遵守体制再構築のための施策

知的財産マネジメント

ガバナンス
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グループ知的財産基本⽅針

                                                                                                                   2022年5月1日制定
                                                                                                              2023年4月1日一部改定

私たちは、知的財産活動を通じて、「人と社会と地球のために、循環をデザインし、持続可能な社会を実現する」ことに貢献します。

1. 事業戦略および開発戦略に沿って知的財産権を戦略的に形成し、国内および海外において適正な保護を図り、事業活動の
ために効果的に活用します。

2. 第三者の知的財産権を尊重し、侵害予防の体制を構築します。

3. 発明、イノベーションを奨励し、発明者等への適正な報奨制度を整備します。
4. ブランドを育成し、保護することによって、ステークホルダーからの信用・信頼の獲得に取り組みます。
5. グローバルに流通する模倣品の取締を強化し、その対策を確実に実施します。
6. 知的財産情報を戦略的に活用する人材を育成し、そのための教育制度および環境を整えます。

グループ知的財産規定

                                                                                                                      2023年2月1日制定

各社の執行役・取締役への報告および指導・監督、戦略的知財形成・分析・活用、グループ会社間のライセンス、委託研究・共同研
究、ブランドの育成、三菱商標、模倣品対策、侵害クリアランス対策、発明報奨、人材育成について、グループ会社の活動を具体的に
規定しています。

当社では、事業部門、開発部門および知的財産部門との戦略対話を推進し、戦略的な知財形成を目指しています。
そのため、特許俯瞰図などの各種ツールを用いて当社をとりまく市場・顧客ニーズのトレンドを知的財産の観点より分析し、その分析情報
を基に、事業戦略およびこれを支える研究開発戦略の構築に貢献する知的財産の形成を進めていきます。

■ 知財ミックス

事業戦略・開発戦略に沿った知財ミックス（特許、意匠、商標・ブランド、営業秘密およびデータ等の契約）を戦略的に形成し、無形資産
の価値の最大化する知財活動を展開しています。

■ 件数データ（2023年3⽉31⽇現在）

特許出願
国内 193

海外 79

保有特許
国内 2,858

海外 2,758

保有意匠権
国内 102

海外 28

保有商標権
国内 339

海外 147

※ 出願件数は2022年4月から2023年3月まで
※ 海外特許出願件数はファミリー数（PCT含む）

戦略対話、知財形成

知的資本としての知財
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社員発明規定を設けて、特許・実用新案・意匠の出願時および登録時に定額の報奨を発明者に実施しています。また、特許・実用新案・意
匠を実施することにより一定の利益が得られた場合には、発明者に実績報奨を実施しています。
2023年度、当社グループとしての報奨、公平な評価、インセンティブの充実を図るため、社員発明規定を改定します。

秘密保持契約等の技術契約に関するデータベースを構築・運用し、秘密情報の漏えい防止、契約期間管理、契約規定文言の検討を行う等、
当社の研究、開発および知的財産案件に関する契約に対する助言を行っています。

知的財産の権利化・活用に関する理解を深めるため、新入社員、若手社員、中堅社員から管理職、経営層を含むマネジメント層に至る各階
層での研修を実施しています。また、知的財産管理技能検定取得に向けた研修、事業拠点での研修等、各種社内教育を継続的に実施してい
ます。

海外を起点とする切削工具の模倣品に対する対策として、現地の実店舗で販売活動を行う違法業者を多数摘発してきました。また、2020年
度からは、世界各国のオンライン販売サイトの監視と取締りを強化しています。これまでに1万件強の模倣品販売サイトを削除しました。今
後も模倣品の実店舗販売の摘発および模倣品のオンライン販売サイトの監視を継続し、模倣品の根絶に取り組んでいきます。

これらの「ガバナンス」「戦略対話・知財形成」「技術契約リスク対応」「知的財産教育」および「模倣品の対策強化」は、重要な取り組
みと考えています。「グループ知的財産規定」に基づきながら、グループ全体の知財ガバナンス水準の維持向上を図るとともに、知財リス
クの低減とグループ事業価値の最大化に貢献していきます。

知的財産

報奨制度

技術契約リスク対応

知的財産教育

模倣品の対策強化

三菱マテリアルグループでの活動
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税務方針

基本⽅針

三菱マテリアルグループ（以下当社グループ）は、「人と社会と地球のために」の企業理念に基づき、公正な事業活動を通じグローバルな
事業展開を行う中で、当社税務部門が中心となり、関係部署と情報を共有し、税理士法人等の外部専門家のサポートを受けながら、税法か
ら逸脱した行為やOECD 移転価格ガイドライン等の国際課税ルールに反する租税回避の防止を図り、当該行為に推定される事象が発生した
場合には直ちに是正を行い、適切な納税を行います。

当社グループは、適正な納税という社会的責任を果たし、企業価値を損なわないことを目的に、国内税務及び国際税務それぞれに関し
て、税に関する法令・規則を遵守して支払うべき税額を正しく計算し、自らの税務ポジションの妥当性を客観的に疎明して、想定額の
税額の変動を防ぐ取り組みを行っております。

当社グループ内における国外関連取引は、OECD 移転価格ガイドライン及び各国の現地の移転価格税制等に基づき、各拠点
が保有する機能及び負担するリスクに応じた価格設定により実施しております。
運用にあたっては、当社グループ内における国外関連取引に関して、各拠点が保有する機能及び負担するリスクに係る分析
を実施し、分析内容を踏まえた移転価格ポリシーを事前に策定・導入の上、契約書等により当事者間で事前に取り決めを行
っております。
また、事前の取り決めに沿った価格設定となっているか事後的に検証・是正を行う仕組みを整備しております。加えて、移
転価格の妥当性を論証する移転価格文書を作成・保持し、移転価格税務リスクの低減を図っております。

当社グループは、租税回避を目的としたタックスヘイブンの利用は行わず、事業を実施している国や地域において適正な申
告及び納税を行っております。
運用にあたっては、当社グループ内の海外子会社からの関連情報を正確に収集する仕組みを構築し、収集した情報をもとに
正確な租税負担割合の算定と経済活動基準の充足性の判定を実施し、適正な税務申告業務を行っております。

ガバナンスの維持向上

グループ税務方針

税務ガバナンス1.

当社グループは、役員・従業員（嘱託、契約社員、パート、アルバイト、派遣労働者を含む）に本方針を共有し、税務に関
する透明性を確保しております。

当社グループは、適正な納税を行うため定期的に社内調査を実施し、従業員への教育・指導を行うことにより、税務ガバナ
ンス体制を維持しております。

当社グループの税務に関する最終的な責任は、当社グループのCFOが負っており、重要な項目においては取締役会にて報告
することにしております。

税務リスク2.

当社グループは、グループ全体に重要な影響を及ぼす可能性がある税務リスクについて、特定・評価を行っており、有益な
情報を収集し、グループ会社に対して共有を行っております。

当社グループは、策定されたマネジメント方針・計画に基づき、対策の実行・計画の見直しを行います。

当社グループは、国内税務に関して、再発防止策等の周知により集計漏れなどの人為的なミスの防止を図るほか、税制情報
のタイムリーな共有により税務リスクの早期発見を促進しております。
また、国際税務では、移転価格税制、タックスヘイブン対策税制に関して、「3.税務コンプライアンス」に記載の通り税務
リスク管理を行っております。

税務コンプライアンス3.

移転価格税制

タックスヘイブン対策税制
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当社グループは、各国・各地域の税務関連法令等を遵守した上で、経済的な実態に合致する範囲内において、優遇税制等を適切に活用
し、税務コストの適正化に努めております。
また、税務プランニングに係る有益な情報を収集し、グループ会社に対して共有を行うとともに、当社グループ内において、経済的な
実態に沿った適切な税務プランニングが実施されているかに関して、適切な指示及びフォローアップを行っております。

（制定日︓2023年3月29日）

地域 売上⾼ 税前利益 発⽣法⼈税 ⽀払法⼈税 従業員数︓⼈

⽇本 1,546,173 32,041 3,303 10,847 11,436

⽶国 57,955 2,094 897 986 744

欧州 167,036 9,751 2,416 2,433 1,182

アジア 517,531 14,767 3,546 4,729 5,155

その他 161 15 7 0 59

消去等 -662,923 -43,897 -9 0 0

合計 1,625,933 14,771 10,160 18,995 18,576

※ 当該数値は連結財務諸表より作成しているため、日本税務当局に提出している「国別報告書」との直接的な関連はありません。

税務プランニング4.

■ 国別報告事項︓2023年3⽉期の連結財務諸表ベース （単位︓百万円）
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グループガバナンスによる内部統制の拡充

当社グループをとりまくさまざまなリスクに適切に対応し、被害・損害を極小化することにより事業を安定的に運営するため、リスク感性
の向上に努めています。2023年度より、ISO31000に準拠した、より実効性と確実性を高めた新たなリスクマネジメントシステムを構築
し、国内外の全グループ事業拠点においてリスク低減活動を展開しています。

当社グループのリスクマネジメント活動は、リスクを顕在化させないための未然防止活動であり、「リスク発現時の被害・損害の極小化に
よる企業価値の向上」を目的としています。この目的を達成するため、3つの基本方針を定め、活動を展開しています。

リスクマネジメントの基本⽅針

1. リスク洗出し、特定︓組織の内部/外部環境を把握し、網羅的にリスクを感知

2. リスク対応︓リスク評価に応じた優先順位付けと対応
3. 活動全般︓継続的な実施により、組織的に管理レベルを改善

当社グループでは、本社管理部門においてグループ全体で共通性や優先度が高い、事業運営に深刻な影響を及ぼす重大リスクを特定・評価
しています。一方、各事業分野における固有の重大リスクは本社事業部門が特定をしています。
それぞれの重大リスクの特定・評価、対策の実施状況は、当社のSCQ推進本部、戦略経営会議で協議し、モニタリングしています。これら
の会議体では、CGO（最高ガバナンス責任者）が実効責任を担い、監査委員会からも独立して運営されています。また、取締役会では、そ
のプロセスの実効性について検証、見直しを実施し、ESGリスクを含めたリスクマネジメントを総合的に監督しています。
教育面では、リスクマネジメントの概要から具体的な進め方までを網羅する社内研修を実施し、リスク感性の向上に努めています。

ガバナンスの維持向上

リスクマネジメント活動

基本的な考え⽅

推進体制
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■ リスクマネジメント推進体制
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■ 重⼤リスクの階層とリスクマネジメントプロセス

当社グループでは、リスクを以下の階層に分け、網羅的にリスクをマネジメントしています。

すべてのリスクは、グループ内で統一された定量/定性的な評価基準により、影響度/発生可能性の5段階で評価されます。
さらにそのリスクレベル（A,B,C,D）に応じて、リスク対応の優先順位を決定しています。

グループ全体で共通性や優先度が高いリスク（本社管理部門）

各事業分野における固有のリスク（本社事業部門）

事業拠点固有のリスク（事業拠点）

リスク評価
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■ 事業等のリスク

経営者が当社グループの業績および財政状態に重要な影響を及ぼす可能性があると認識している主要なリスクは下表のとおりです。

リスク名称 発⽣可能性 影響度

地政学、国際情勢、海外経済情勢 高 大

市場動向 中 大

原材料・ユーティリティ価格の変動 高 大

調達品 中 大

気候変動 高 大

⾃然災害・異常気象 中 大

公害および環境法令違反の発⽣ 中 中

感染症 中 中

情報セキュリティ 高 中

⼈権 中 中

財務 中 大

以下に「事業等のリスク」の抜粋を記載します。

地政学、国際情勢、海外経済情勢（発⽣可能性︓⾼、影響度︓⼤）
当社グループは、海外31の国・地域に生産および販売拠点等を有し、海外事業は当社グループの事業成長の重要な基盤と位置付けていま
す。

ウクライナ情勢やそれに伴う諸外国によるロシアへの経済制裁やウクライナへの軍事支援、米国・中国をはじめとする二国間関係等によ
り、国際関係は不安定な状況が続き、先行きは依然として不透明になっています。当社グループが進出する国、地域等において、政情不
安、国家間の紛争や一方的な侵攻、政変等の地政学リスクが顕在化した場合、当社グループの事業活動に支障が生じ、業績および財政状態
に影響を及ぼす可能性があります。

また上記リスクのほか、グローバルな事業展開に関するリスクとして、各国・地域の経済情勢、予期しない政策や規制、取引先の事業戦略
や商品展開の変更等が想定され、当社グループの事業活動に支障が生じ、業績および財政状態に影響を及ぼす可能性があり、これらのリス
クは常に潜在的に存在していると判断しています。

これらのリスクに対しては、従来のリスク低減回避策やBCP等をさらに徹底していくとともに、常に情勢を注視・モニタリングし、事業戦
略、海外投資等の見直しを行います。また、現地拠点からの情報共有や各事業間の連携により、これら情勢の変化に適切に対応していま
す。海外における法的規制等個別のカントリーリスクに関する情報収集とグループ内の共有、周知に努めています。

特に、金属事業においては、銅生産国における国家や地方政府による資源事業への介入、銅精鉱の世界的な需給バランスの変動、銅精鉱の
品位低下等、当社グループの管理が及ばない事象による影響を受けるリスクがあります。これらに対し、持続可能な原料ポートフォリオの
形成の一環として、銅精鉱買鉱先の国・地域の分散、効果的な優良鉱山プロジェクトへの投資を推進しつつ、一方でE-Scrap（各種電子機器
類の廃基板）をはじめとするリサイクル原料を積極的に利用することで、原料を安定的に確保していきます。

原材料・ユーティリティ価格の変動（発⽣可能性︓⾼、影響度︓⼤）

１）原材料価格
非鉄金属原材料、石炭等の調達価格は、国際商品相場、為替相場および海上運賃等の変動の影響を受けます。これら原材料価格等の高騰等
により調達価格が上昇した場合、当社グループの業績および財政状態に影響を及ぼす可能性があります。国際商品相場、および為替相場等
の大きな変動は過去にも発生し、今後も数年に一度程度の頻度で発生する可能性があると想定しています。

このため、金属事業における銅精鉱に関しては、原材料調達ルートの複線化や安定的な調達先の確保や海外鉱山への投資等、加工事業のタ
ングステン原料等の非鉄金属原材料に関しては、調達先の拡大やリサイクル原料の使用比率の向上等に取り組む等、原材料価格への影響の
最小化に努めます。

２）ユーティリティ価格
原油、石炭、天然ガスの調達コストの大幅な上昇によりエネルギー価格も高騰し、当社グループの業績および財政状態に影響を及ぼしてい
ます。これら価格のさらなる上昇や値上げ等が生じた場合、当社グループの業績および財政状態に影響を及ぼす可能性があります。エネル
ギー価格の上昇リスクが顕在化している現在の状況からも、省エネ設備の導入推進、あるいは自家消費型太陽光発電システムの導入を進め
ることで購入電力量の削減を図ります。 118



気候変動（発⽣可能性︓⾼、影響度︓⼤）

気候変動に対する政策および法規制が強化され炭素価格制度（排出権取引制度や炭素税）が導入、強化された場合など、温室効果ガス
（GHG︓Greenhouse Gas）排出量に応じたコストが発生することにより当社グループの業績および財政状態に影響を及ぼす可能性があり
ます。また、脱炭素社会への移行に伴い、当社の従来からの製品市場において縮小が見込まれる分野も存在しており、新たな市場拡大分野
への対応が遅れた場合、当社グループの業績および財政状態に影響を及ぼす可能性があります。気候変動に関しては、全世界的にカーボン
ニュートラルの動きが高まっており、わが国においても2050年のカーボンニュートラルへの取り組みが宣言される中、近い将来に想定され
る規制強化に向けた迅速な対応が必要であると判断しています。

このため、2030年度に向けたGHG削減目標を見直し、省エネ設備の導入や再生可能エネルギーの使用を拡大することにより、当社グループ
の事業活動により排出されるGHGの削減に取り組んでいます。また、当社グループ製品の市場競争力を向上するため、製造プロセスの改善
や環境配慮型製品の開発、CO 回収・有効利用・貯留（CCUS︓Carbon dioxide Capture, Utilization and Storage）など環境負荷を低減
する技術開発を推進しています。

一方、気候変動に関する政策等の強化により、省エネ・GHG排出削減に貢献する技術や製品・サービスの需要が拡大することが予想され、
ビジネス機会が増大すると想定しています。当社グループでは、脱炭素化に貢献する素材・製品・技術の開発、地熱発電等の再生可能エネ
ルギーの開発・利用促進、CO 回収・利用に関する実証試験・技術開発の推進、保有する山林の保全活動等に取り組んでいます。

2

2
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当社グループは、自然災害、事故、テロおよびパンデミック等の危機事態に迅速かつ的確に対応するため、危機管理体制の強化に努めてい
ます。当社グループ全体に適用される危機管理関連規定を運用するとともに、大規模地震およびパンデミック事象について、事業継続計画
（Business Continuity Plan）を国内外の全連結子会社で策定し、定期的に内容を更新しています。大規模地震およびパンデミックが発生
した場合、重要業務がいち早く復旧できるよう、必要な人的・物的資源の洗い出しを行い、備蓄品の整備、重要製品の代替供給、重要設備
のメンテナンス・修理の計画等について盛り込んでいます（シナリオ想定は以下のとおり）。

＜⼤規模地震＞

＜パンデミック＞

これにより、危機事態が発生した場合でも、事業を迅速に復旧し継続することで、お客さまへの影響を最小限に抑えるよう努めています。
また、社外コンサルタント会社等から世界各地の最新の危機管理に関する情報や専門的な助言を随時受けており、海外出張者や現地駐在員
は、有事の際には行動判断の助言、現地での安全確保サービスおよび医療サービスを利用できる体制を整えています。さらに、各危機事態
における対応体制、役割と責任を明確にし、時系列に対応事項等を整理したフレームワークを整備しており、広く危機事態に対応できる体
制としています。

当社グループでは、自然災害等の危機事態が発生した際に、いち早く従業員の安否や事業拠点の被害状況を把握し、グループ内で共有する
ために、危機管理システムを国内外で運用しています。
これにより、迅速かつ適切な初動対応が可能になり、また当社グループのネットワークを活かした被災地域の近隣拠点からの支援等も可能
となります。

■ 危機管理システム

危機管理活動

基本的な考え⽅

各建屋使用可能、設備被害軽微

電力、ネットワーク（基幹系システム、インターネット、電話等）使用不可（3日間）

上下水道の停止（飲料水、トイレの提供は不十分）

交通機関停止による欠勤者多数

緊急事態宣言の発令や多数の感染者により出社抑制（1ヵ月程度）

危機管理システム
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当社グループは、情報セキュリティを経営上の課題のひとつに位置付けており、個人情報の取り扱いを含め、情報管理の徹底を図ることで
安全な事業運営を目指します。

当社グループは、情報セキュリティを経営課題のひとつに位置付けており、特に顧客および取引先の個人情報については最も重要な情報資
産のひとつと認識して、漏えいや滅失、破損リスクの低減に取り組んでいます。

当社グループの情報セキュリティポリシーを守るため、「グループ情報セキュリティマネジメント規定」「情報セキュリティ対策基準」
「秘密情報管理規定」、そして各種の実施手順を定め、その遵守を義務付けています。

グループ情報セキュリティマネジメント規定︓
当社グループが所有または管理する情報資産を盗難、漏えい、改ざん、破壊行為等から防ぎ、企業の損失を最小化することを目的として、
当社グループにおける情報セキュリティについてマネジメントシステムの構築および運用に関する基本的事項を定めたもの。

情報セキュリティ対策基準︓

当社グループが電磁的情報資産に対して取るべき情報セキュリティ対策の基準を定めたもの。

秘密情報管理規定︓

情報資産全般の機密性を維持するための管理方法に関する基本指標を定めるとともに、個人情報の取り扱いに関する基本的事項を定めたも
の。

■ 情報セキュリティポリシーと⽂書の体系図

情報セキュリティ

基本的な考え⽅

管理体制
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また、情報セキュリティポリシーの確立、導入、運用、監視、見直し、維持および改善を実施する「情報セキュリティ部会」を設置し、そ
の実効性を確保するため、当社およびグループ各社に情報セキュリティ統括責任者を置き、運用・監視にあたっています。

■ 情報セキュリティ運⽤管理体制

情報セキュリティ活動においては、大規模災害時等の事業継続も視野に入れて情報インフラの強化拡充に努めるとともに、情報システムに
関するさまざまな技術的対策の強化並びにマネジメントシステムの導入と運用を柱としています。技術的対策では、既知の脆弱性を狙った
攻撃に対して被害に遭わないための防御策を充実させる一方、標的型攻撃等の新たな脅威に対しては、「多層防御の拡充」「被害の早期検
知」といったリスク低減策に取り組んでいます。近年、感染被害が増加しているランサムウェア（身代金要求型ウイルス）をはじめとした
ウイルスへの対策については、当社および全グループ会社へ、脆弱性に対する修正プログラムやアップデートを強制的に適用させるシステ
ムを海外グループ会社まで導入しています。
マネジメント面では、パフォーマンス評価、従業員教育といったPDCAサイクルを反復実施することで、セキュリティレベルの維持向上に努
めています。
2023年度の施策として、2022年度中に監視対象拠点のグローバル展開を終えたセキュリティ・オペレーション・センタ（SOC）の安定運
用と監視対象領域の拡大を引き続き取り進めます。また、セキュリティインシデント対策チーム（CSIRT）の活動の定着化を図り、情報セ
キュリティ教育、訓練によるセキュリティ意識の向上とレベルの統一を図ります。
さらに、日本国内法やGDPRのみならず各国の個人情報保護法への対応によるコンプライアンス遵守に加え、デジタル化、スマートファクト
リー化が進むOT（Operational Technology）領域の新たなセキュリティ施策やサプライチェーンリスクマネジメントの強化も実施していく
計画です。 深刻化するセキュリティの脅威に対して、今後とも、さまざまな技術的対策を、総合的・効率的かつ適切なレベルで検討・実施
していきます。

情報セキュリティ遵守に向けたさまざまな取り組み
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■ 基本的な⽅針

当社グループは、新型コロナウイルス感染症の影響下において、従業員の感染防止と事業拠点や地域における感染拡大防止を最優先に、重
要な事業を停止させることのないよう、以下のグループ共通方針のもと、各種対策に取り組んできました。

1. 従業員の健康と職場の安全を最優先に、感染予防・拡大防止に万全を期す
2. 国や行政の要請・指示に従い事業活動を行うとともに、従業員個々人が私生活においても自覚を持って行動する

3. 社会基盤を支える製品の生産・供給やリサイクル事業が途絶えることがないよう事業継続させ、顧客・社会からの要請に応え
る

4. コロナ禍への取り組みを契機にワークスタイルの見直しにつなげ、生産性を向上させる

■ 体制

当社グループは、2020年1月、本社に新型コロナウイルス対策本部を設置し、グループの統一的な対応を指揮してきました。対策本部は、
世界各地の新型コロナウイルス感染症の流行状況に応じたグループ対応方針と予防対策のガイドライン等を策定するとともに、従業員の健
康状態や国・地域の状況等の情報を一元的に収集し、経営陣への報告を行うことで、状況に応じて迅速かつ適切に対応できるモニタリング
を行いました。2023年5月に日本での新型コロナウイルスの感染症法上の位置付けが5類感染症に移行したことに伴い、新型コロナウイルス
対策本部は終了しました。

■ 感染予防・拡⼤防⽌策

国内外の全従業員の健康と職場の安全を確保し、事業を行う各地域における感染拡大を防止するため、以下の各種施策を実施しました。

1. 職場における感染予防策の周知・徹底と従業員の健康管理の徹底
2. 罹患者やその疑いのある者が発生した場合の対応手順の周知・徹底
3. オフィスにおける在宅勤務の本格運用、公共交通機関の利用制限、サテライトオフィスの活用
4. 出張、会議、行事等の制限、WEB会議等のリモート対応
5. 海外駐在員は、地域の流行状況、行動制限、医療水準、医療サービス体制の状態等に対応

■ 事業継続

社会基盤を支える製品・サービスや、リサイクル事業等の当社グループの重要な事業を継続させ、顧客・社会からの要請に応えるため、拠
点ごとの事業継続計画に則り、感染症の流行状況と国・行政の要請に応じ各種施策を実施しました。

1. オフィスでは重要業務を特定のうえ、在宅勤務を原則とし、出社は最小限のBCP要員に限定し事業を継続
2. 生産拠点では、地域の感染拡大に伴う従業員の通勤制限や操業制限に応じた複数のシナリオに基づき、継続する重要業務の特

定とそれに応じた体制を整備
3. 原材料調達先や業務委託先の分散化、物流ルートの複線化、顧客との連携強化等、サプライチェーンを強化

■ 変化への適応

新型コロナウイルス感染症は、2023年5月に感染症法の扱いが5類感染症に移行しましたが、同様の感染症の拡大リスクは皆無ではありませ
ん。新型コロナウイルス感染症がもたらした、社会や事業環境、ビジネス構造の大きな変容に対応するばかりでなく、当社グループはこの
機会に市場や顧客との連携をさらに強化し、テレワーク等の新たなワークスタイルへの移行や、DX（デジタルトランスフォーメーション）
による経営スピードの向上、ビジネスモデルの再構築等、競争力を高めるためのさまざまな施策に取り組みます。

感染症リスク対応と事業継続
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コーポレートガバナンスの強化

当社のコーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方は以下のとおりです。

当社は、取締役会が定める当社グループの企業理念、ビジョン、価値観、行動規範（総称して以下、企業理念等）、会社の目指
す姿およびコーポレート・ガバナンス基本方針 等に基づき、株主、投資家をはじめ従業員、顧客、取引先、債権者、地域社会
等の当社および当社子会社に係るすべてのステークホルダーとの信頼関係を構築するとともに、コーポレート・ガバナンスを整
備しています。
当社は、会社法上の機関設計として、指名委員会等設置会社を採用し、監督と執行を分離することにより、取締役会の経営監督
機能の強化、経営の透明性・公正性の向上および業務執行の意思決定の迅速化を図っています。
当社は、コーポレート・ガバナンスの強化を経営の最重要課題のひとつとして、継続的に改善に取り組みます。

当社グループは、「人と社会と地球のために、循環をデザインし、持続可能な社会を実現する」ことを目指す姿とし、その実現に向け、資
源循環の拡大と高機能素材・製品の供給を機動的、適切に実施していくため、社内カンパニー制度を導入しています。

※ 当社は、コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方および枠組みを「コーポレート・ガバナンス基本方針」として取り纏め、WEBサイトに
て開示しています。

取締役会
取締役会の役割・責務は以下のとおりです。

株主からの委託を受け、経営の方向性を示すとともに、経営方針や経営改革等について自由闊達で建設的な議論を行うこと等に
より、当社グループの中長期的な企業価値の向上に努める。
法令、定款および取締役会規則の定めに基づき、経営方針や経営改革等、経営に重大な影響を及ぼす可能性のある事項について
決定する。
執行役が、自らの責任・権限において、経営環境の変化に対応した意思決定、業務執行を担うことができるよう、取締役会規則
等の定めに基づき、適切な範囲の業務執行の権限を執行役に委譲し、業務執行の意思決定の迅速化を図る。
グループガバナンスの状況や経営戦略の進捗を含む業務執行の状況について執行役より定期的に報告を受け、監督する。

なお、社外取締役は、取締役および執行役の職務執行の妥当性について客観的な立場から監督を行うことや、専門的な知識や社内出身役員
と異なる経験から会社経営に対して多様な価値観を提供することを通じ、取締役会の監督機能をより高める役割を担っています。取締役会
は、11名（うち社外取締役７名）の取締役で構成され、議長は竹内章（取締役会長）が務めています。

ガバナンスの維持向上

コーポレート・ガバナンス

基本的な考え⽅

※

企業統治の体制の概要
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■ コーポレート・ガバナンス体制の概要(2023年7⽉1⽇時点）

指名委員会
指名委員会は、取締役候補者の指名の方針、株主総会に提出する取締役の選解任に関する議案の内容等を決定します。また、執行役の選解
任等について、取締役会からの諮問を受けて審議を行い、取締役会に答申します。さらに、次世代の経営を担う人材を育成するため、執行
役社長の後継者候補およびその育成計画について審議するとともに、後継者候補の育成が適切に行われるよう監督します。 指名委員会は、
委員の過半数を独立社外取締役によって構成することとし、委員長は独立社外取締役が務めることとしています。現在、指名委員会は5名
（全員が社外取締役）の取締役で構成され、委員長は得能摩利子（独立社外取締役）が務めています。
従来の指名委員会には執行役社長が就任していましたが、委員会の独立性・客観性を強化するため、委員会の構成を見直し、委員5名全員を
社外取締役としました。なお、委員会の実効性を確保するため、必要に応じて執行役を委員会に出席させ、説明・意見等の聴取をすること
としています。

監査委員会

監査委員会は、内部統制システムを活用した監査を通じて、または選定監査委員が直接、取締役および執行役の職務の適法性および妥当性
の監査を行います。 監査委員会は、委員の過半数を独立社外取締役によって構成することとし、委員長は独立社外取締役が務めることとし
ています。また、監査委員会監査の実効性を向上させるため、常勤監査委員1名を選定しています。現在、監査委員会は5名（うち社外取締
役4名）の取締役で構成され、委員長は武田和彦（独立社外取締役）が務めています。

125



報酬委員会

報酬委員会は、取締役および執行役が受ける個人別の報酬等の内容に係る決定に関する方針を定め、その方針に従い、取締役および執行役
が受ける個人別の報酬等の内容を決定します。 報酬委員会は、委員の過半数を独立社外取締役によって構成することとし、委員長は独立社
外取締役が務めることとしています。現在、報酬委員会は5名（全員が社外取締役）の取締役で構成され、委員長は杉光（独立社外取締役）
が務めています。
報酬委員会の機能の独立性・客観性を強化するため、委員会の構成を見直し、委員5名全員を社外取締役としました。なお、委員会の実効性
を確保するため、必要に応じて執行役を委員会に出席させ、説明・意見等の聴取をすることとしています。

サステナビリティ委員会
サステナビリティ委員会は、サステナビリティを巡る課題への対応方針等について、取締役会から諮問を受けて検討を行い、その内容を取
締役会に答申します。 サステナビリティ委員会は、委員の過半数を独立社外取締役によって構成することとし、委員長は独立社外取締役が
務めることとしています。現在、サステナビリティ委員会は５名（うち社外取締役4名）の取締役で構成され、委員長は五十嵐弘司（独立社
外取締役）が務めています。
従来のサステナビリティ委員会には8名の委員が就任していましたが、委員会における議論の密度をより一層高めるため、委員会の構成を見
直し、他の委員会と同様に人数を5名としています。

執⾏役

執行役は、取締役会からの権限委譲に基づき、定められた職務分掌等に従い、業務の執行を行います。執行役は9名であり、執行役のうち、
執行役社長である小野直樹、執行役常務である柴田周は、取締役会の決議により、代表執行役に選定されています。

戦略経営会議
戦略経営会議は、取締役会から権限委譲を受けて、当社グループ全体の経営に係わる特に重要な事項について審議および決定を行います。
戦略経営会議は、執行役社長および戦略本社各部署担当の執行役で構成されており、議長は執行役社長が務めています。

ガバナンスレビュー・ガバナンス情報共有会議

ガバナンスレビュー・ガバナンス情報共有会議は、戦略経営会議メンバーおよび関係部署の部長等によって構成されており、ガバナンス関
係事項（コンプライアンス、安全・防災、衛生、環境管理、品質管理、コミュニケーション、情報セキュリティ等）について、計画および
取り組みの報告・審議・フォローアップを行うとともに、各部署間における情報共有を実施しています。
毎年2月から3月にかけて、本社管理部門及び事業部門（当社直轄事業所・子会社を含みます。）の次年度取り組み方針等の審議・情報共有
を行い、毎年8月から9月にかけて、対応状況の報告および見直し計画の審議・情報共有等を行うことにより、グループ全体でガバナンス関
係事項についての取り組みの実効性向上を図っています。

経営の方向性を決定し、かつ、業務執行状況を監督する役割を有する取締役会は、専門知識や経験等が異なる多様な人材をもって構成
することを基本方針としています。特に、社外取締役候補者については、企業経営（当社グループ類似業種、異業種等）・組織運営に
関する経験・知見を有する人材、および財務・会計、法務、生産技術、研究開発、営業販売、国際関係等に関する幅広く高度な専門知
識や豊富な経験を有する人材で構成されるよう考慮しています。
上記の構成に関する基本方針を踏まえ、取締役候補者には、性別、国籍、人種等の個人の属性に関わらず、

見識、人格に優れた人物
高い倫理感および遵法精神を有する人物
会社経営に対する監督および経営の方向性を決定する職責を適切に果たすことができる人物

を指名することとし、さらに、独立社外取締役候補者についてはこれらに加え、

当社グループと重大な利害関係がなく、独立性を保つことができる人物

を指名することとしています。具体的な人選は、指名委員会において審議のうえ、決定します。なお、当社は、社外取締役について、
（株）東京証券取引所が定める独立性基準および以下に掲げる各要件に該当する場合は、独立性がないと判断します。

1.現在または過去のいずれかの時点において、次の（1）、（2）のいずれかに該当する者

取締役候補者の指名および執⾏役の選解任

取締役候補者指名⽅針1.

当社の業務執行者または業務執行者でない取締役(1)

当社の子会社の業務執行者または業務執行者でない取締役(2)
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2.現在において、次の（1）～（5）のいずれかに該当する者

3.過去3年間のいずれかの時点において、上記２の（1）～（5）のいずれかに該当していた者

4.上記1の（1）、（2）、上記２の（1）～（5）または上記3のいずれかに掲げる者（重要でない者を除く。）の近親者

5.当社の社外取締役としての在任期間が8年を超える者

業務執行を担当する執行役の選任にあたっては、性別、国籍、人種等の個人の属性に関わらず、

見識・人格に優れた人物
高い倫理感および遵法精神を有する人物
会社経営や当社グループの事業・業務に精通した人物

を選任することとしています。
選任の手続きとしては、まず、執行役社長が、必要に応じて関係役員と協議のうえ、執行役選任原案を策定します。その後、指名委員
会での審議・答申を踏まえ、執行役社長が取締役会へ執行役選任議案を上程し、経歴や実績、専門知識等の諸要素を総合的に勘案した
うえで、取締役会の決議により選任します。
また、これらの基準に照らして、著しく適格性に欠ける事象が生じた場合、取締役の提案により、指名委員会での審議を経て、取締役
会の決議により解任することとしています。

■ 取締役の専⾨性と経験

取締役が有する主な専門性および経験を表1のスキルマトリックスに図示しています。また、2020年度から2022年度までの中期経営戦略に
おける全社方針の推進および中期経営戦略2030策定にあたり、取締役が、スキルマトリックスに示したそれぞれが有する専門性および経験
に基づき、どのような視点から貢献し知見を提供しているかを、表2に記載しています。

当社との取引先で、取引額が当社または取引先の直前事業年度の連結売上高の2％以上である会社の業務執行者(1)

専門家、コンサルタント等として、直前事業年度において当社から役員報酬以外に1,000万円以上の報酬を受けている者(2)

当社からの寄付が、直前事業年度において1,000万円以上の組織の業務執行者(3)

当社総議決権数の10％以上を直接もしくは間接に保有する株主またはその業務執行者(4)

当社の会計監査人またはその社員等(5)

執⾏役選解任⽅針2.
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■ 【表1】取締役の専⾨性と経験（スキルマトリックス）

○ 有している専門性・経験（● は主たるもの）
※ 上記スキルマトリックスは各取締役が有するすべての知見を表すものではありません。
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■ 【表2】主要テーマに対する取締役の貢献・提供視点

※1: 取締役について貢献度の高い項目を中心に記載しています。
※2: 柴田周は、執行役としての貢献・提供視点を記載しています。

当社グループの中長期的な企業価値の向上を牽引する優秀な経営者人材にとって魅力的な報酬制度とするとともに、株主をはじめとしたス
テークホルダーに対する説明責任を果たすことができる報酬ガバナンスを構築することを目的とし、以下のとおり取締役および執行役の報
酬の決定方針および報酬体系を定めています。

役員報酬等の決定に関する⽅針

役員報酬の決定⽅針1.

当社グループと類似の業態・規模の企業と比べ、競争力のある報酬水準となる制度とする。(1)

各役員が担う役割・責務に対する成果や中長期的な企業価値の向上に対する貢献を公平・公正に評価し、これを報酬に反
映する。

(2)
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＜基本報酬＞

基本報酬は、固定報酬として役位に応じ金銭で支払う。

＜年次賞与（短期インセンティブ報酬）＞

年次賞与は、単年度の連結営業利益、TSRの相対比較、執行役ごとに設定する非財務目標の遂行状況によって決定する。

具体的な評価項目は以下のとおりとする。

【評価項⽬】

1. 本業の収益力を評価する連結営業利益（事業系執行役は担当事業営業利益）なお、連結営業利益には、マーケットの成長以
上の成長を意識付けるため、連結営業利益成長率の他社比較による調整係数をかけ合わせる（非鉄6社および同規模製造業
を中心とした比較対象企業を選定し相対比較）

2. TSRの相対比較（非鉄6社および同規模製造業を中心とした比較対象企業を選定し相対比較）

3. 短期的な業績には表れにくい、中長期的な企業価値の向上に向けた取り組み、およびサステナビリティ基本方針 に沿った
取り組みについて、執行役ごとに期初に設定した目標に対する遂行状況等を評価する非財務評価

※サステナビリティ基本方針の項目

1. 安全と健康最優先の労働環境整備
2. 人権尊重
3. ダイバーシティ＆インクルージョンの推進
4. ステークホルダーとの共存共栄
5. ガバナンス強化とコンプライアンス・リスクマネジメントの徹底
6. 公正・適正な取引と責任ある調達

7. 安心・安全・高付加価値な製品の安定的提供
8. 地球環境保全への積極的取り組み

（3） 当社グループの中長期的な企業価値の向上を図る健全なインセンティブとして機能させるため、基本報酬、事業年
度ごとの業績等の評価に基づく年次賞与、中長期的な業績や企業価値に連動する中長期インセンティブである株式報酬に
より構成するものとし、報酬構成割合は役位に応じて適切に設定する。ただし、取締役（取締役と執行役を兼任する者を
除く）については、執行役の職務執行の監督を担うという機能・役割に鑑み、金銭による基本報酬のみとする。

(3)

年次賞与は、事業年度ごとの業績を重視しつつ、TSR（株主総利回り） の相対的な評価結果および中長期的な経営戦略
の執行役ごとの遂行状況等を適切に評価し、これを報酬に反映する。

(4) ※

中長期インセンティブは、中長期的な企業価値の向上を図るため、株主との利益意識の共有を実現する株式報酬とする。(5)

報酬の決定方針および個人別の支給額については、過半数を独立社外取締役によって構成する報酬委員会で審議し決定す
る。

(6)

株主をはじめとしたステークホルダーが業績等と報酬との関連性をモニタリングできるよう必要な情報を積極的に開示す
る。

(7)

役員報酬体系2.

取締役（取締役と執行役を兼任する者を除く）
取締役の報酬体系は、金銭による基本報酬のみとし、外部専門家の調査に基づく他社報酬水準を参考に取締役としての役
位、常勤・非常勤の別等を個別に勘案し決定する。

(1)

執行役
執行役の報酬体系は、固定報酬である基本報酬と業績連動報酬である年次賞与および株式報酬で構成する。また、報酬構
成割合は、執行役社長において、「基本報酬︓年次賞与︓株式報酬＝1.0︓0.6︓0.4」（年次賞与については支給率
100％の場合）を目安とし、その他の執行役は、業績連動報酬の基本報酬に対する比率を執行役社長より低めに設定す
る。
また、その報酬水準については、外部専門家の調査に基づく同輩企業（報酬委員会が定める同規模企業群）の報酬水準を
参考に決定する。

(2)

※
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【算定式】

目標を達成した場合に支給する額（年次賞与基本額）を100％とし、個人別に、以下の算定式により算出する。
年次賞与＝役位別の年次賞与基本額×業績評価支給率

※ 業績評価支給率は、業績の達成度に応じ0％～約200％の範囲で変動

【評価ウェイト】

役位に応じた基本額を、連結営業利益（事業系執行役は担当事業営業利益）を60％（連結営業利益成長率の他社比較により調整）、相
対TSR評価を20％、非財務評価を20％の割合で評価し、年次賞与額を決定する。

【年次賞与における業績評価指標の⽬標】

年次賞与における業績評価指標の目標については、中期経営戦略における当期の連結営業利益計画値を適用する（担当事業営業利益に
ついては、当該担当事業に係る連結営業利益計画値を用いる）こととしている。

＜株式報酬（中⻑期インセンティブ報酬） ＞

株式報酬は、株主との利益意識の共有を実現し、当社グループの中長期的な企業価値向上のインセンティブとして機能させることを目的と
して、信託の仕組みを利用した制度とし、執行役の退任時に役位に応じた当社普通株式および当社普通株式の換価処分金相当額の金銭（以
下、当社株式等）を交付および給付する。交付する株式については、業績条件・株価条件を設けない。
なお、国内非居住者については、法令その他の事情により、これとは異なる取り扱いを設けることがある。

※ 役員報酬BIP（Board Incentive Plan）信託と称される仕組みを採用し、執行役に当社株式等の交付等を行う。連続する3事業年度（2023年度から
2025年度まで）を対象として、各事業年度の執行役の役位に応じて付与するポイントを累積し、執行役の退任後、当該累積ポイント数の70％に相
当する当社普通株式（単元未満株式については切り捨て）および残りの累積ポイント数に相当する当社普通株式の換価処分金相当額の金銭を役員報
酬として交付等するインセンティブプランである。1ポイント＝当社普通株式1株とし、信託期間中に株式分割・株式併合等が生じた場合には、当社
株式の分割比率・併合比率等に応じて、1ポイント当たりの当社株式数を調整する。なお、対象期間において執行役に対して付与するポイント数の上
限は、合計で14万ポイントである。

取締役および執⾏役の報酬等の額（2022年度）

役員区分 報酬等の総額
（百万円）

報酬等の種類
⾦銭報酬 ⾮⾦銭報酬

基本報酬 賞与（業績連動報酬） 株式報酬
総額

（百万円）
対象⼈員
（名）

総額
（百万円）

対象⼈員
（名）

総額
（百万円）

対象⼈員
（名）

取締役
(社外取締役を除く)

97 97 2 — — — —

執行役 740 354 10 273 10 112 10
社外役員 122 122 8 — — — —

※1 取締役と執行役を兼任する者に対して支給された報酬等の総額については、執行役の欄に記載しています。
※2 2022年度末日現在の取締役は10名、執行役は10名です。取締役の対象人員には、当事業年度中に退任した取締役２名（うち社外取締役１名）を含

んでいます。
※3 当社は信託の仕組みを利用した株式報酬を導入しており、上記株式報酬の額は2022年度の費用計上額を記載しています。

※

※
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⽒名 役員区分 報酬等の総額
（百万円）

報酬等の種類
（百万円）

⾦銭報酬 ⾮⾦銭報酬

基本報酬 賞与（業績連動報酬） 株式報酬
小野　直樹 執行役 143 63 55 25

※1 小野直樹は、取締役と執行役を兼任していますが、上記「取締役および執行役の報酬等の額」の表中において役員区分「執行役」の欄に含めて記載
をしているため、本表においても役員区分を「執行役」としています。

※2 当社は信託の仕組みを利用した株式報酬を導入しており、上記株式報酬の額は2022年度の費用計上額を記載しています。

当社取締役会は、定期的な開催に加え、適宜臨時に開催しています。2022年度は、19回開催しました。取締役会の実効性を確保するため
に、各取締役には極力すべての取締役会への出席を求めており、2022年度の出席率は100％でした。指名委員会（15回開催）、監査委員会
（16回開催）、報酬委員会（11回）およびサステナビリティ委員会（9回開催）においても、100％の出席率を維持しています。

取締役会の開催・出席状況（2022年度）

 取締役会 指名委員会 監査委員会 報酬委員会 サステナビリティ委員会 計

開催回数 19 15 16 11 9 59

全取締役の出席率（％） 100 100 100 100 100 100

社外取締役の出席率（％） 100 100 100 100 100 100

当社における取締役の任期は、1年です。現職の取締役の2023年7月時点における平均在任期間は5.0年、過去5年に退任した取締役の平均
在任期間は2.3年です。

取締役の平均任期（2023年7⽉現在）

項⽬ 平均任期（年）

現職の取締役の現時点における平均在任期間 5.0年

過去5年に退任した取締役の平均在任期間 2.3年

当社では毎年、各取締役による評価に基づき、取締役会の実効性についての分析・評価を行っており、2021年度には、初めて第三者機関を
起用してこれを実施しました。なお、今後、第三者機関を起用した評価については、3年に1回実施することとしています。
2022年度の実効性評価については、自己評価（アンケートによる評価）方式にてこれを実施しました。評価の方法および結果の概要は以下
のとおりです。

報酬等の総額が1億円以上である役員（2022年度）

取締役会の開催・出席・在任状況

取締役会の実効性評価

分析・評価⽅法1.

評価の実施プロセス
2022年10月　取締役会において、2022年度および2023年度以降の評価の実施方針を審議しました。この結果、
「2022年度は自己評価を実施すること」および「第三者機関を起用した評価の実施頻度は３年に１回とすること」が
確認されました。
2022年12月～2023年1月　取締役会議長の主導により、取締役10名全員に対してアンケートを配布し、回答を回収し
ました。
2023年2月　取締役は、アンケートの回答結果の分析に基づき、取締役会の実効性について協議しました。
2023年3月　2月の協議内容を踏まえ、取締役会において2022年度の取締役会の実効性について決議しました。

(1)
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2021年度の取締役会実効性評価の結果を踏まえ、当社取締役会が2022年度に取り組んだ以下の事項については、概ね「一定の取り組
み・改善がなされた」との評価であったものの、一部の事項については、「取り組みが十分でない」との評価がなされました。

取締役会における審議の結果、2022年度の当社取締役会の実効性は確保されていることが確認されました。評価の結果、課題であると
認識された事項についてのアンケートの回答結果および主な審議の内容は以下のとおりです。

アンケートの項目
以下に関する設問について、５段階（1．強くそう思う、2．そう思う、3．どちらとも言えない、4．そう思わない、5．全くそう
思わない）で評価する方式とし、必要に応じて自由記述欄を設けました。

取締役会の規模・構成
取締役会の運営状況
指名、監査、報酬、サステナビリティ各委員会の構成・役割・運営状況
社外取締役に対する支援体制
投資家・株主との関係
その他取締役会全般に関する事項　等

(2)

2021年度評価に基づく2022年度課題への取り組み状況についての評価2.

「指名・監査・報酬各委員会の運営」に関する事項
評価過程において、「各委員会のより深い議論の内容を取締役会全体に共有する必要性はあるものの、特に指名委員会
や報酬委員会の議論内容については、取締役会内に利害関係者となる者（主に社内取締役）がいることも考慮する必要
がある」旨の指摘がなされたことから、社外取締役のみの協議の場である「社外取締役意見交換会」の開催頻度を増や
しました。
上記のとおり一定の取り組みを行ってきたものの、指名委員会については、「委員と委員以外の取締役との間で十分な
コミュニケーションがあると考えるか」という質問について、必ずしも十分とは言えないとの評価となりました。一方
で、「十分なコミュニケーションを求め過ぎると、委員会内での論議に大きく踏み込んでしまう可能性もあり、委員会
の独立性の観点からそれは避けたい」といった意見が見られました。

(1)

「成長戦略に係る取締役会の監督」に関する事項
次期中期経営戦略（中経2030）の策定にあたり、取締役説明会（次項参照）等の場を利用し、執行側から成長戦略を
含む施策の内容（次期中経、全社戦略、個別事業戦略、開発・知財戦略、事業再編、投資等）について説明を受け、多
角的な観点から議論を行いました。
取締役説明会に関して、「資料配布が直前で十分な検討時間が確保できていない」や「取締役説明会のインプットを受
けて、議論する場があると良い」といった運用面での課題を指摘する意見は見られたものの、取り組みそのものについ
ては概ね良好な評価でした。

(2)

「サステナビリティ委員会の設置」に関する事項
2022年6月28日付で、当社取締役会にサステナビリティ委員会を設置しました。同委員会は、取締役会からの諮問事
項として、サステナビリティ経営に関するモニタリング方法や、サステナビリティ経営の課題等について検討していま
す。
委員会の役割や議論の方向性等については、概ね良好な評価でした。しかし、委員会の人数や構成については必ずしも
適切ではないとの評価となり、「人数は他の委員会と同様の規模でも良いのではないか」や「若干規模が大きいように
思う」といった意見が見られました。なお、2023年6月23日開催の取締役会の決議により各委員会の構成が決定さ
れ、サステナビリティ委員会は他の委員会と同様の規模となったため、当該課題は解消されています。

(3)

2022年度の評価結果の概要3.

「当社の中長期的な競争優位性」に関する事項
アンケートでは、「技術・イノベーションの動向と中長期的な競争優位性」および「データ・デジタル技術を活用した
競争上の優位性の確立」について、取締役会における議論が必ずしも十分でないとの評価となりました。また、「当社
の長期的な競争優位性（事業戦略、経営陣の資質、ガバナンス体制等）が、資本市場に十分に伝わっていない」との評
価となりました。
取締役による協議においては、「執行側からの説明においては、当社が競合他社と比べてどの位置にいるのかを意識し
ながら説明することが重要」「執行側からの説明内容が専門的であるため、狙っている効果や向かっている方向性が分
からないことがある」などの意見が出されました。

(1)

「指名委員会と他の取締役との間の情報共有」に関する事項
アンケート結果の概要は、「2．（1）指名・監査・報酬各委員会の運営に関する事項」に記載のとおりです。
取締役による協議においては、「特に、執行役の選任議案や職務分掌など、最終的に取締役会の決議を要する事項につ
いては、他の取締役への情報共有の充実を図るとともに、指名委員会での議論をさらに深化させる必要がある」などの
意見が出されました。

(2)
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2022年度の取締役会の実効性評価の結果を踏まえた当社の2023年度の実効性向上施策は、以下のとおりです。

今後も当社取締役会は、さらなる実効性向上のため、継続的な取り組みを行っていきます。

監査委員会による監査の状況
監査委員は、インターネット回線を経由した手法も活用しながら、戦略経営会議その他重要な会議に出席するほか、取締役、執行役、内部
監査担当部署、その他内部統制所管部門等からその職務の執行状況を聴取し、重要な決裁書類等を閲覧し、監査委員会が定めた監査委員会
監査基準および監査計画等に従い、選定監査委員が本社および主要な事業所において業務および財産の状況を調査し、必要に応じて子会社
等の往査を実施して、取締役および執行役の職務執行状況を監査する体制をとっています。
また、グループの監査体制について実効性を高めるため、主要グループ会社の監査役と定期的に会合を持つなど、連携強化に努めていま
す。これら監査委員の監査についての職務を補助するための組織として監査委員会室を設置し、監査委員会の指揮下に置いています。

「人材戦略に係る取締役会の監督」に関する事項
アンケートでは、「社内における多様性の推進について、取締役会における議論が十分でない」との評価となったほ
か、「執行役のサクセッションプランについて、指名委員会での議論は必ずしも十分ではない」との評価となりまし
た。
取締役による協議においては、「グローバル人材の育成についても課題とすべき」「多様性の推進については、各事業
部門の進捗状況が見えづらく、これを管理・監督する権限がコーポレート部門にないように見える」などの意見が出さ
れました。

(3)

その他
アンケートにおいて、「取締役会の議論の準備のための、事前の十分な時間と情報」については低評価となりました。
本事項については、現在も継続的に改善の取り組みを行っていることから、今後もこれを継続していきます。
アンケートにおいて、社外取締役による事業所視察を希望するコメントが多く見られました。2022年度は、新型コロ
ナウイルス感染症の流行状況等に鑑み、主に新任取締役のみを対象に視察を実施してきましたが、2023年度以降は、
全社外取締役を対象とした視察を再開しています。

(4)

さらなる実効性向上に向けた2023年度の取り組み4.

「当社の中長期的な競争優位性」に関する意見への対応
執行側からの取締役に対する説明資料については、よりシンプルで分かりやすく、方向性が明確なものとなるよう、
「役員が知るべきことや議論すべき経営上の重要事項にフォーカスした内容とする」「予定通り進捗している案件につ
いては極力簡潔に記載する」「競合他社の動向などの外部環境変化や当社グループの置かれている状況等の経緯・背景
を記載する」といった点に留意して作成する。あわせて、経営判断の前提となる当社事業に関する情報の提供等につい
ては、引き続き取締役説明会において説明をし、社外取締役との間の情報の非対称性の解消を図る。
当社の中長期的優位性を基に策定された新中期経営戦略（中経2030）の浸透と発信を行うことで、資本市場へのアピ
ールを図っていく。具体的には、中経2030に対する投資家・アナリスト等の理解を深めることを目的に、事業別の戦
略説明会等を行う。また、当社の既存事業や中経2030の取り組みへの理解を促進すべく、証券アナリスト・機関投資
家を対象に、国内・海外拠点での見学会を実施する。

(1)

「指名委員会と他の取締役との間の情報共有」に関する意見への対応
取締役会の決議を要する事項（指名委員会では答申事項となるもの。主には執行役選任、役付執行役選定および執行役
の職務分掌に関する情報を対象とする）について、指名委員会での議論を深化させるとともに、委員以外の取締役との
情報共有を図る。具体的には、執行役選任にかかる検討状況について、より前広に指名委員会内で共有・議論するほ
か、候補者の選定方法等の具体的な検討プロセスを、委員以外の取締役にも共有する。また、執行役選任にかかる取締
役会付議資料については、より選定経緯等が分かるよう、理由の記載を充実させる。
さらに、指名委員会におけるその他の審議事項全般（取締役候補者の指名プロセス等）についても、取締役会における
報告を充実させることなどにより、情報共有を図る。

(2)

「人材戦略に係る取締役会の監督」に関する意見への対応
多様性の推進等に関する事項については、取締役説明会において、当社における推進状況や課題等について説明する。
執行役のサクセッションプランに関しては、上記「（2）指名委員会と他の取締役との間の情報共有」に関する事項」
と同様に、指名委員会での議論を深化させる。

(3)

監査の状況
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内部監査の状況

内部監査担当部署である戦略本社監査部・カンパニー監査部は2023年6月23日現在、各監査部長を含む32名で構成されています。各担当執
行役の指示のもと監査委員会と連携して、担当執行役および監査委員会の承認を得た内部監査計画に基づき、当社グループにおける会社業
務の有効性・効率性、財務報告の信頼性、資産の保全・有効活用状況、リスク管理状況、法令等および社内諸規則・基準の遵守状況等につ
いての監査を行っています。また、会計監査人と情報の共有化を図り緊密な連携をもって監査を実施しています。
戦略本社監査部は、担当執行役および監査委員会に対して定期的に全社の監査結果の報告を行っており、また、取締役会に対しては、担当
執行役より定期的に全社の監査結果の報告を行っています。

内部統制については、2006年1月の内部統制システム整備委員会設置以降、会社法、金融商品取引法等への対応のみならず、当社およびグ
ループ会社に最適な内部統制システムの充実を図るため、内部統制整備の基本方針策定、財務報告に係る内部統制評価・開示制度に関する
事項への対応等を行ってきました。2022年度の財務報告に係る内部統制評価については、2023年6月に「内部統制報告書」を提出してお
り、監査法人から「その内容が適正である」という無限定適正意見の表明を受けています。

当社は、事業戦略上必要である場合を除き、純投資目的以外の株式（政策保有株式）を取得・保有しない方針としています。政策保有株式
については、毎年取締役会において、保有の妥当性を具体的に精査し、保有の適否を検証しており、検証の結果、保有意義が認められない
政策保有株式は縮減します。
今後も、取締役会における保有の適否の検証結果に基づき、政策保有株式の縮減に努めることにしています。

2022年度における縮減

2022年度において、当社は政策保有株式（期初の保有上場株式︓12銘柄(2022年4月1日付でＵＢＥ三菱セメント（株）へ承継した18銘柄
を除く)）のうち、8銘柄の全部または一部の売却を行いました。その売却総額は約237億円（時価ベース）です。

■ 政策保有株式保有状況推移

2020年
3⽉期

2021年
3⽉期

2022年
3⽉期

2023年
3⽉期

銘柄数

⾮上場 103 106 99 56

⾮上場以外 53 43 30 6

合計 156 149 129 62

合計額
（億円）

⾮上場 30 28 61 23

⾮上場以外 1,140 1,167 647 149

合計 1,171 1,195 709 173

■ 連結純資産に占める政策保有株式割合（%）

内部統制

政策保有株式の縮減について
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品質管理を含む当社のグループガバナンス強化については、当社内に設置されたSCQ推進本部が統括、推進しています。また、各拠点のガ
バナンスに関する計画の審議、進捗確認を行うガバナンス審議会をガバナンスに関する審議、報告、情報共有、フォローアップ等を行うガ
バナンスレビュー・ガバナンス情報共有会議に変えて継続し、各拠点と本社管理部門はSCQ推進本部等が策定するガバナンス強化に関する
取り組みを継続していきます。関連部署は、各拠点の取り組みの支援を続けていきます。
このように、品質管理を含むグループガバナンス強化の取り組みを継続するとともに、その状況については取締役会に報告します。

■ 当社グループが⽬指すグループガバナンスの姿

親・子会社、本社・工場間および各子会社内で円滑かつ自律的にコミュニケーションが行われるガバナンスの姿を目指します。

米国の連結子会社であったRRM社等において、RRM社の一部の経営幹部が共同出資する企業との間での取引事実が判明しました。この事案
は、経営幹部に対する不十分な牽制（RRM社の成功を支えた風土維持のため関与を最小化）、経営幹部への権限集中とトップに従う風土
（オーナー企業としてトップダウン経営で成長してきた歴史）等が原因となったものです。なお、当社グループにおける類似事案の存否の
調査を実施しましたが、本件以外には存在しないことを確認しています。

※ 詳細は「2021年3月期第2四半期報告書提出に関するお知らせ」（2020年12月16日公表）をご参照ください。
※ 2022年4月1日付で、当社のセメント事業およびその関連事業等について、ＵＢＥ三菱セメント（株）を承継会社
　 とする吸収分割を行いました。それによりRRM社はＵＢＥ三菱セメント（株）の連結子会社となりました。

グループ全体のガバナンス強化に向けて

今後のグループガバナンス強化に関する取り組み

ロバートソン・レディ・ミックス社（RRM社）における事案と対応策
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RRM社等での経営幹部による利益相反取引事案を受け、同社等における再発防止策に加えて、グループ企業の経営幹部による不正の未然防
止・早期発見に向け、さらなる内部統制強化策を実施しています。

テーマ 具体的施策 2022年度総括

１）内部牽制の強化

常勤役員複数派遣ガイドライン、非常勤役員活動マニュアル
の運用

各社の規定運用の確認

制度運用の確認

２）役員の意識の向上

国内外役員ガバナンス研修の実施

動画配信、対話型研修を実施

３）第⼆線間のコミュニケーションの強化 不正取引・不正会計、独占禁止法違反をテーマに対話を実施

4）内部監査の拡⼤（監査部） 帳簿監査実施

2017年以降、当社グループにおいて発生した品質問題の背景・原因の分析を踏まえ当社グループ全体のガバナンスに関する課題を特定しま
した。この解決に向け、グループガバナンス体制強化策を策定し実行しています。2020年5月13日をもって、社外取締役および社外有識者
によるモニタリングは終了しましたが、自律的な取り組みを継続しています。

グループ全体の内部統制強化策

①親会社からの常勤役員複数派遣

②兼業・関連当事者取引の確認および規
定の制定
③新規取引時の確認、既存取引先の状況
確認

④海外内部通報制度の導⼊

①役員ガバナンス研修

②海外⼦会社マネージャーに対するコン
プライアンス研修実施

グループガバナンス体制強化の取り組み
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コンプライアンス意識調査等に関する社員意識調査（第7回）の結果（2022年9⽉実施）

第1回調査で明らかになった点  第7回調査で明らかになった点

コンプライアンスに対する意識は高まっている
が、ルールや手順の具体化・周知徹底に継続して
取り組む必要がある

▶ コンプライアンス強化のための経営層の取り組みやコンプライアンス研修等に
ついても十分であると感じている

コンプライアンス関連の報告・情報提供の重要性
は十分に理解されているが、不安・ためらいを感
じる社員も多い

▶ ほぼすべての従業員がコンプライアンス関連の報告・情報提供の重要性を理解
している
その一方で報告・情報提供を行うことに不安やためらいを感じている従業員が
依然として一定数存在する

職制を通じたコンプライアンス強化を進めている
が、職場のマネジメントやコミュニケーションの
さらなる改善が求められる

▶ 職場では遠慮なく意見や議論ができる雰囲気があり、コミュニケーションが十
分とれていると感じている
また、多くの従業員が、上司は自身の業務を把握していると感じている一方
で、職場内で特定の担当者以外の目が届かない業務があると感じている従業員
も一定数おり、第6回よりやや増加している
また、管理職に比べ、管理職以外の層に否定的な回答割合が高い傾向が継続し
ている

[調査対象]
当社および国内グループ会社（計40社）の全役員と全従業員
海外グループ会社（計54社）の全役員と従業員
[回答率]89％

138



人材確保と育成

当社グループは、「人と社会と地球のために、循環をデザインし、持続可能な社会を実現する」ことを「私たちの目指す姿」として掲げて
います。事業活動を通じてこの目指す姿を推進していくのは人であり、人こそが新しい価値を創造し、当社グループの持続的成長の源泉で
あると考えています。
人材を資源やコストではなく「資本」として捉え、最近ではHuman Resources Transformation、略してHRXを通じて、人材育成の加速、
キャリア自律の促進、タレントマネジメントシステム導入による人材情報の見える化など、投資を通じて人材の成長支援に取り組んでいま
す。今後もHRXの取り組みをさらに深化させながら、人事戦略「人材の価値最大化と『勝ち』にこだわる組織づくり」、「共創と成長を生
み出す基盤の構築」を通じて、個人と会社がともに成長し、企業価値の向上を実現させていくための人的資本への投資を進めていきます。

■ 従業員数（常勤換算）

項 ⽬ 従業員 臨時従業員

単 体 ★5,450名 958名

連 結

★18,576名 2,765名

国 内 11,436名

海 外 7,140名

■ 地域別従業員数（連結）

地域名 ⼈ 員

⽇本 11,436名

北⽶ 744名

南⽶ 47名

オセアニア 12名

欧州 1,182名

東アジア 754名

東南アジア 4,401名

合 計 ★18,576名

■ 採⽤の状況（2022年度中の採⽤者）（単体）

項 ⽬
新卒採⽤

経験者採⽤
⼤卒（院卒を含む） ⾼卒

男 性 73名 58名 68名

⼥ 性 21名 15名 8名

合 計 94名 73名 76名

※ 本件数値は、「ESGレポート2022 」にて、第三者保証を取得済みです。

人的資本の確保と活用

多様な人材の育成と活用

⼈的資本に対する基本的な考え⽅

当社グループの雇⽤の状況（2023年3⽉末現在）

※ ※
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■ ⾃⼰都合離職の状況（2022年度中の退職者）（単体）

項 ⽬ 30歳未満 30歳〜49歳 50歳以上 合 計

⾃⼰都合離職者数

男 性 55名 49名 19名 123名

⼥ 性 9名 7名 0名 16名

合 計 64名 56名 19名 139名

⾃⼰都合離職率

男 性 5.8% 2.2% 1.1% 2.5%

⼥ 性 4.4% 2.0% 0% 2.2%

合 計 5.6% 2.2% 1.0% ★2.5%

当社は2022年4月に新たな教育体系を導入しました。この教育体系は、人・組織に関するマネジメントスキルを学ぶ「プロフェッショナル
共通研修」、安全・衛生（Ｓ）や法令遵守・環境（Ｃ）、品質（Ｑ）に関する項目や当社の技術・戦略を学ぶ「ＭＭＣコア研修」、「選抜
型研修」、「キャリアデザイン研修」、「自己啓発支援制度」から構成されています。特に私たちは、従業員一人ひとりが、自身のキャリ
アや専門性を自律的に考え、主体的に能力を開発することが重要と考えています。自律的な学習環境を整備、自らのキャリアの振り返りや
自らの成長と組織への貢献について再認識する機会の提供、そして各人の役割に応じたマネジメントスキル等を学ぶ研修機会の提供を目的
に、オンライン学習動画サービスの提供等を軸とした教育施策の運用を行っています。
こうした教育施策を通じ、私たちは社会や事業環境の変化に柔軟かつ迅速に適応し、チャレンジしていく組織風土の醸成に努めています。
また研修の内容自体も、組織の状況やニーズに応じて、今後もアップデートを図っていきます。

■ 教育体系図（単体）

■ 年間教育時間総数

年間教育時間総数（のべ時間） 従業員1⼈当たりの平均時間数（年間）

★118,565時間 18.6時間

※ 上記の教育時間総数は、正社員および非正規社員を対象に算出しています。
※ 上記の開示項目は多結晶シリコン事業に属する従業員の数値を含んでいます。

人材育成

教育体系

従業員教育の実施状況（単体）

140



2005年度より、経営幹部候補者の育成を目的とした 「次世代経営人材育成プログラム」を設け、経営人材の育成を進めてきました。完全
カンパニー制の推進や人事諸施策の変革等を背景に、2022年度よりプログラムを刷新し、より若年層からポテンシャルのある人材を選抜
し、従来の研修中心のプログラムではなく、業務経験を重視した育成計画に基づき、部門横断的な全社視点を持った人材の育成を進めてい
ます。

■ 執⾏役後継者候補に占める次世代経営⼈材育成プログラム選抜者⽐

当社グループでは、リーダーに求められる資質や能力を明確化し、リーダー人材の育成の指針として「当社グループの求めるリーダー像」
（リーダー像）を2016年2月に制定しました。
リーダー像の中でも特に重要な要素は「人格と気概」です。当社グループは、炭鉱・鉱山業を事業のルーツとしており、時に生命の危険を
伴う現場でも、「従業員の安全と生活を預かる」というリーダーの備えるべき強い使命感・責任感を重視しています。このリーダー像は、
当社グループの中において受け継がれてきた普遍的な価値観であり、経営陣の入念な議論を経て制定されました。このリーダー像は、当社
の管理職層の評価制度の評価指標に採用するとともに、上位職層に対しては意識改革を促し、グループ内で具現化するよう促しています。

次世代経営⼈材育成プログラム

当社グループの求めるリーダー像
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ダイバーシティ&インクルージョン

当社は、「コーポレート・ガバナンス基本方針」、「サステナビリティ基本方針」および「人権方針」に、ダイバーシティ＆インクルージ
ョンに関する方針を定めています。また、女性活躍推進に関する方針として、「女性活躍支援に関する指針」を定めています。
これら基本方針については、社内の人事ポータルサイト内に掲載するとともに、社内研修における説明等を通じて全従業員への周知・啓発
を継続しています。

◆コーポレート・ガバナンス基本⽅針（抜粋）

当社は、人こそが新しい価値を創造し、当社グループの持続的成長の源泉となるという考えのもと、人種、宗教、性別、性的指向・性自
認、年齢、障がい、国籍、出身地、社会的出身、経歴等のあらゆる多様性を持つメンバーが共存し、認め合い、一人ひとりが積極的に自ら
の力を発揮できる環境を構築することによって、最大の組織パフォーマンスを目指す。（第10条）

◆サステナビリティ基本⽅針（抜粋）

私たちは、多様な個性を認め合い尊重し、新たな価値を創造することで当社グループの持続的成長の源泉とするべくダイバーシティ＆イン
クルージョンを積極的に推進します。（第３条）

◆⼈権⽅針（抜粋）

多様な属性、価値観、経験などを有したメンバーが共存し、認め合い、一人ひとりが互いを活かしながら最大限にその能力を発揮し、成長
と自己実現を実感しながら安心して働ける職場づくりを目指します。（第８条）

◆⼥性活躍⽀援に関する指針

2025年度末時点における当社のダイバーシティ＆インクルージョンに関するあるべき姿として、2020年度末比で、女性管理職人数を約2.5
倍、外国人管理職人数を約2.5倍、経験者採用管理職人数を約1.5倍という目標を設定しています。
また、女性管理職については、2025年度末までに、全管理職に占める割合を5.0％以上にすることを目指しています。

項⽬  2025年度末⽬標

⼥性管理職

2020年度末人数比 ▶

約2.5倍

外国⼈管理職 約2.5倍

経験者採⽤管理職 約1.5倍

人的資本の確保と活用

ダイバーシティ＆インクルージョンに関する取り組み

基本⽅針

多様な個性を認め合い尊重し、新たな価値を創造することで当社グループの持続的成長の源泉とするダイバーシティ&インク
ルージョンの推進は経営戦略のひとつであり、女性従業員の活躍は不可欠です。

(1)

多様な個性を持つ女性従業員一人ひとりが成長と自己実現を実感しながらあらゆる職場・職域・階層において最大限能力を発
揮できる会社を目指します。

(2)

職場環境の整備、職域の拡大、個々の職業観を尊重する育成・支援等を通じ、女性従業員それぞれが主体的・自律的にキャリ
アを構築し、実現するための風土醸成を強化します。

(3)

2025年度末までの目標と現状

⼥性・外国⼈・経験者採⽤管理職⼈数の⽬標
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※各年度３月末時点の実績

項⽬ ⼈数 ⽐率

⼥性取締役
(2023年6⽉23⽇現在)

2名（全11名） 18.1％

⼥性執⾏役
(2023年4⽉1⽇現在)

1名（全9名） 11.1％

⼥性管理職
(2023年4⽉1⽇現在)

45名（全1,721名） ★2.6％

2025年度末までの目標達成に向けて、ダイバーシティ＆インクルージョンを推進するうえで必要な環境の整備をはじめとするベースの構
築/インクルージョン浸透のための施策や、女性、外国人、経験者採用のみならず、障がい者、LGBTQ+を対象とした施策を行っています。

■ 主な取り組み

ベースの構築/インクルージョン浸透のため
の施策

ダイバーシティ＆インクルージョン相談窓口の設置
全従業員を対象としたダイバーシティ＆インクルージョンに関する動画コンテンツの
配信
全従業員を対象としたアンコンシャス・バイアスに関するeラーニングの実施
MMCコア研修においてダイバーシティ＆インクルージョンに関する教育の実施
全従業員を対象とした働き方の見直しと男性従業員の育児休業取得促進に関するセミ
ナーの実施
全従業員を対象とした介護セミナーの実施
管理職の行動考課軸のひとつとしてダイバーシティ＆インクルージョンに関する評価
の実施
全従業員を対象としたエンゲージメントサーベイの実施
取締役会における議論

キャリアサポートに関する施策

自己申告面談の実施
相談窓口の設置
キャリアデザイン研修の実施

⼥性活躍⽀援

執行役をスポンサーとする育成加速支援（女性管理職、女性総合職対象）
キャリア形成支援（女性総合職対象）
事業所におけるアクションプランの実行
外部研修への派遣

⼥性管理職⽐率の推移・⽬標

⼥性取締役・執⾏役・管理職の⼈数・⽐率

取り組み
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外国⼈⽀援

留学生向け採用イベントへの積極的参加
入社試験の外国語対応
入社前・入社後の語学学習支援

経験者採⽤⽀援
当社WEBサイトにおける経験者採用関係の情報拡充
オンボーディングの取り組み

障がい者⽀援

事業所におけるアクションプランの実行
障がい者支援団体との協業
障がい者の就労支援（特別支援学校からの実習生受け入れ）

LGBTQ+⽀援

理解促進のためのハンドブックの社内公開
人事担当者向けLGBTQ＋当事者による研修の実施
東京レインボープライドへの協賛

当社では、障がい者雇用の促進を図るさまざまな取り組みを実施しています。
中でも、丸の内オフィスとさいたまオフィスの「障がい者雇用モデル職場」は、障がい者が仕事を通して学び、成長し、社会に貢献すると
いう理念のもと、障がいを持つ多数の従業員が勤務しています。
丸の内オフィスでは主に社員食堂や会議室等の清掃・消毒作業、さいたまオフィスでは社員食堂や研修宿泊施設の清掃・消毒作業のほか、
敷地内の緑化作業、名刺製作業務（グループ会社発注分も含む）等を実施しています。各職場には指導員が配置されており、障がいを持つ
個々の従業員の個性と可能性を尊重しながら、作業方法の工夫や改善を行い、やりがいや働きがいを感じ成長を促進しています。
さらに、地域の特別支援学校からの実習生を受け入れたり、企業見学会を開催するなど、積極的に活動しています。これらの取り組みを通
じて、「企業で働くこと」の意識付けを行いながら実体験や気付きを提供するなど、特別支援学校に通う生徒の就労を支援しています。

障がい者雇⽤の促進
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柔軟な働き方の推進

当社は、従業員が仕事とプライベートの両立を実現できる職場環境づくりを推進しています。従業員一人ひとりがライフイベントに合わせ
た働き方を実現しながらキャリアアップにも挑戦できる職場を目指し、支援制度の整備、拡充に努めています。
2022年度には、生産性を高めつつより柔軟な働き方を支援することを目的として、事業所を含めた全社を対象とした在宅勤務制度を導入す
るとともに、管理職層を対象として、遠隔地リモート勤務制度を導入しました。また、本社地区および一部事業所においてはフレックスタ
イム制度のコアタイムを廃止し、従業員のより柔軟な働き方を支援しています。

制度 概要

全員

在宅勤務制度 自宅で従事可能な業務を担当している従業員を対象として、在宅勤務を認める制度

遠隔地リモート勤務制度 管理職層を対象として、勤務場所を制限することなく勤務を認める制度（国内限定）

半⽇単位の有給休暇 1回0.5日を単位として有給休暇を取得できる制度

時間単位の有給休暇 時間単位で有給休暇を取得できる制度

ウェルネス休暇
各年に失効する未使用の年次有給休暇のうち、1年につき5日、最大60日を限度に積立て可。本人
または家族の私傷病による入院加療・自宅療養、人間ドック・婦人科健診受診、不妊治療のため
の入院・通院、ボランティア活動への参加等の際に取得可

フレックスタイム制度 始業および終業の時刻を任意に決定できる制度（一部事業所ではコアタイムなし）

育児関係

出産看護休暇（男性従業員のみ） 配偶者が出産した場合、出産の日から2週間以内に3日取得可

育児休業等復帰⽀援⾯談 産前・産後休暇および育児休業合計期間が3ヵ月以上の面談を希望する従業員を対象として実施

育児休業等早期復帰⼀時⾦ 産後休暇または1ヵ月以上の育児休業から早期に復帰した従業員に対して支給（復帰月の翌月か
ら子が1歳に達する日が属する月まで）

所定労働時間の短縮 小学校6年生までの子を養育する従業員について、1日の所定労働時間を6時間まで短縮可

育児時間 1歳未満の子を養育する女性従業員について、短縮された所定労働時間中に、30分ずつ2回の請求
可

時差出勤・休憩時間の延⻑ 妊娠中または出産後の女性従業員について、一定の条件のもと、始業・終業時間を60分以内にお
いて繰上げ・繰下げ可。また、1日当たり60分以内、2回まで休憩の取得可

所定外労働の免除 小学校6年生までの子を養育する従業員について、所定労働時間を超えて勤務しないことを申請
可

所定外労働の制限 小学校6年生までの子を養育する従業員について、1ヵ月につき24時間、1年につき150時間を超
えて勤務しないことを申請可

深夜業の制限 小学校6年生までの子を養育する従業員について、午後10時から午前5時までの間勤務しないこと
を申請可

⼦の看護休暇

小学校６年生までの子を養育する従業員について、年次有給休暇とは別に、原則、１日もしくは
時間単位で取得可（3歳までの子に係る休暇取得の場合は年5日まで有給休暇扱い）
・1人の場合︓10日/年
・2人以上の場合︓15日/年

保育料補助 3歳未満の子が保育所または託児所に入所している従業員に対して支給

人的資本の確保と活用

多様な働き方を支援する制度

柔軟な働き⽅を⽀援する制度
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介護関係

介護休業 要介護状態にある被介護者1人につき、36ヵ月取得可

介護休暇

要介護状態にある家族を介護する従業員について、年次有給休暇とは別に、原則1日は時間単位
で取得可
・1人の場合︓5日
・2人以上の場合︓10日

所定労働時間の短縮・時差出勤・フ
レックスタイム

要介護状態にある家族を介護する従業員について、会社が指定した以下いずれかの措置を受ける
ことが可
・所定労働時間の短縮
・時差出勤
・フレックスタイム

所定外労働時間の免除 要介護状態にある家族を介護する従業員について、所定労働時間を超えて勤務しないことを申請
可

所定外労働の制限 要介護状態にある家族を介護する従業員について、1ヵ月につき24時間、1年につき150時間を超
えて勤務しないことを申請可

深夜労働の制限 要介護状態にある家族を介護する従業員について、午後10時から午前5時までの間勤務しないこ
とを申請可

制度 概要

社内公募制度 自律的なキャリア形成促進の一環として実施

エリア総合職制度
育児や介護等の個別事情を抱える総合職の従業員を対象として、一定期間、転居を伴う異動を行
わない制度

特別休職制度
配偶者の海外転勤に帯同する従業員および私費研学をする従業員を対象として、一定期間の休職
を認める制度

退職者復帰制度
家庭事情（結婚・出産・介護等）によりやむを得ず退職する従業員が、一定条件のもとで当社に
復帰できる制度

留学制度 社内選抜に合格した留学希望者を国内外の大学院等へ派遣する制度

職掌変更 全社的見地で本人が活躍できる職群への職掌変更を認める制度

兼業・副業
自律的なキャリア形成意識の向上推進とともに、社内では得られない知識、スキル、経験を獲得
し当社に還元することを制度趣旨として、非雇用の副業・兼業を認めている(2023年4月よりトラ
イアル制度として実施)

当社は、育児をはじめとするライフイベントと仕事との両立を実現し、多様な人材が持続的に働ける環境を整備することで、より一層ダイ
バーシティ＆インクルージョンを推進しています。2022年度以降、男性従業員の育児休業取得率目標を100%に設定し、研修や啓発活動を
通じた周知や、働き方の見直しと男性従業員の育児休業取得推進に関するセミナーの開催等、目標達成に向けて積極的に取り組んでいま
す。

■ 男性従業員の育児休業取得者数・取得率・平均取得⽇数の推移

時 期 取得者数 取得率 平均取得⽇数

2020年度 27名 15.6% 41日

2021年度 56名 36.6% 32日

2022年度 84名 61.3% 51日

※ 当社独自の制度として、男性従業員の配偶者が出産した場合、出産の日から2週間以内に3日間の「出産看護休暇（給与支給有）」も取得可

多様なキャリア・就業継続に関する制度等

男性従業員の育児休業取得率促進策の強化TOPICS
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項 ⽬ 男 性 ⼥ 性 合 計

介護休業取得者数 2名 0名 ★2名

育児休業取得者数 84名 19名 ★103名

産前産後休暇取得者数 ー 16名 ★16名

有給休暇取得率（単体組合員）
（2022年1⽉~12⽉）

ー ー ★87.3%

平均残業時間（単体組合員） ー ー 17.8時間

※ 有給休暇の取得率向上策の一環として、当社では「取得強化日」や「取得奨励日」を休日等と連続して設定し、従業員が有給休暇を取得しやすい環
境づくりを整備しています。これにより、従業員の積極的な有給休暇の取得を推奨しています。

※ 従業員の労働時間は、管理職を含む全従業員が専用の勤怠管理システムに入力する仕組みとしており、職場の上長は、同システム上でチーム内全員
の勤務状況を常時把握できます。

当社では、高年齢者の雇用安定および処遇改善を重視し、より安心して働ける環境を整えるための施策を実施しています。また、2021年4
月より、さらなるモチベーション向上のため、従来60歳だった定年退職年齢を65歳とする定年延長を実施しています。また、従業員個々に
健康状態やライフプランの多様性に配慮し、選択定年制や短時間勤務による再雇用を選択肢として提供しており、個々のニーズに対応して
います。

制度利⽤状況等（2022年度）

60歳以降の働き⽅
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ステークホルダーとのエンゲージメント

当社グループでは、ステークホルダーの皆さまとの対話を通じ、当社グループに対する期待や要請を事業戦略や活動に組み込むことが、持
続可能な企業経営を進めるうえで重要と考えています。コミュニケーションの機会を充実させながら、ステークホルダーの皆さまの視点を
より深く経営に反映することに努めています。

■ ステークホルダーとの関係構築の考え⽅と主なコミュニケーション⽅法

ステークホルダーコミュニケーション

ステークホルダーとの関わり

ステークホルダーとの関係構築の考え⽅と主なコミュニケーション⽅法
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■ ステークホルダーと事業との関係

ステークホルダー 事業との関係

適時適切な情報開⽰、経営を巡る対話
経営の透明性と説明責任を果たしながら、株主や投資家との双方コミュニケーションを通じて持
続的な企業価値の向上を目指しています。

顧客満⾜度向上を重視した事業活動
お客さまのさまざまなニーズや要請に応えて、高品質な製品・サービス等の提供を行っていま
す。

⼀⼈ひとりの⼈材価値の向上
あらゆる多様性を持つメンバーが共存し、認め合い、一人ひとりが互いを活かしながら最大限に
その能力を発揮し、成長と自己実現を実感しながら安心して働ける職場づくりを目指していま
す。

信頼関係の構築と発展への貢献
地域社会との交流や対話を積極的に行い、私たちの事業活動について、相互に正しい認識と理解
が得られるように努めています。

公正で公平な取引と協働
すべてのお取引先との間で、公正・適正な取引を行い、お取引先とともに責任ある原材料・鉱物
調達に取り組んでいます。

社会課題の解決に向けた連携
日本鉱業協会、日本地熱協会や、日本経済団体連合会等との意見交換、協働により、社会課題の
解決に取り組んでいます。

社会的要請を巡る対話と連携
教育・研究機関やNGO・NPOとの連携を通じて、教育支援、人材育成等に貢献しています。

良好で健全な関係の維持、政策への協⼒
政府機関や地方自治体が策定する各種関係法令の遵守のみならず、連携し、地域の発展に貢献す
る事業を行っています。

環境保全に向けた幅広い対話・協働
環境問題の解決に貢献すべく、さまざまな関係者とのネットワークを構築し、意見交換を行い、
協働を進めています。

当社グループは、ステークホルダーの皆さまのご指摘やご提言に応えることを通じて、サステナブル経営の水準を向上させています。主な
期待・要請には、以下のように取り組んでいます。これらを把握するためのステークホルダーとのコミュニケーション方法については、
「ステークホルダーとの関わり」をご参照ください。

主な期待・要請 当社グループの対応状況

資源循環への取り組みの
さらなる拡⼤・深化

「循環型社会の実現に貢献する」ことを、私たちの目指す姿に明記
グループ全体でのマテリアルフローの最適化
都市資源リサイクル強化に向けた事業展開と研究開発

気候変動に伴うリスク・
機会への対応

2045年度カーボンニュートラルを目指したGHG排出量削減の推進
脱炭素化に貢献する素材・製品・技術の開発
再生可能エネルギーの開発・利用促進
CO 回収・利用に関する実証実験・技術開発の推進
TCFD提言に基づくシナリオ分析の実施
カーボンフットプリントの算定

株主・投資家

お客さま

従業員

地域社会

お取引先
(調達先)

業界団体／経済団体

⾮営利組織
(教育・研究機関、NGO・NPO）

⾏政

地球環境／将来世代

ステークホルダーの期待・要請への対応

2
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休廃⽌鉱⼭の管理

当社グループが国内に有する休廃止鉱山（非鉄金属鉱山）における坑廃水処理、集積場の維持等の管理
業務の継続（一部の鉱山の文化的遺産としての保全・効果を含む）
設備更新・環境対策工事（激甚化する自然災害に備えた鉱害・危害防止対策工事、大規模地震に備えた
集積場安定化工事、坑廃水の発生源対策、老朽化設備の更新等）の計画的実施
休廃止鉱山管理業務のデジタル化
休廃止鉱山実務者の育成
休廃止鉱山の管理に関連する技術開発

⽣物多様性の保全（社有
林、鉱⼭周辺）

社有林においてSGEC森林認証を取得し、持続可能な森林経営を推進
出資先鉱山に対し生物多様性への配慮を確認し、自然公園等に隣接する事業所でも保全活動を実施

サプライチェーンでの⼈
権尊重

当社グループを含むサプライチェーンにおける、当社グループ「人権方針」「調達方針」等の実効性確
保に向け、啓発活動、デューデリジェンス、救済措置の確保等、多層的な取り組みを展開
金属事業におけるCSR投融資基準およびCSR調達基準の運用、一定規模の権益を有する出資先鉱山での
地域社会との対話
責任ある鉱物調達認証の維持（金、銀、錫、タングステン）

品質管理
品質問題に係る再発防止策の継続実施
品質振り返りの日等による品質問題の風化防止
「攻めの品質」による規格外品を発生させない仕組みづくり

安全で快適な職場環境の
構築

「SCQDE（安全と健康をすべてに優先）」の浸透活動
ゼロ災プロジェクトの継続
リスクアセスメントによる設備安全化（工学的対策）の徹底
安全衛生教育の強化
従業員の健康意識向上
安全衛生推進体制の強化
協力会社従業員の安全確保
火災爆発等事故の防止

⼈材の育成

従業員コミュニケーションの活性化
教育研修体系の展開と継続的改善
次世代経営人材の育成

多様な⼈材の活躍推進
ダイバーシティー＆インクルージョンの推進
健康経営の実践

情報セキュリティの強化

情報インフラの強化拡充
既知の脆弱性を狙った攻撃に対する防御策の充実
標的型攻撃等、新たな脅威に対するリスクの低減
セキュリティ・オペレーション・センタ（SOC）による脆弱性・脅威の監視、およびセキュリティイン
シデント対策チーム（CSIRT）設置による迅速なインシデント対応

コーポレート・ガバナン
スの進化

グループガバナンス強化（コミュニケーション、コンプライアンス体制・意識、資源配分）
実効性と確実性を高めた新たなリスクマネジメントシステムの構築
コーポレートガバナンス・コードに基づく諸対応
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当社は多種多様なステークホルダーの皆さまとの関わりの中で事業収益を得て、経済的付加価値を生み出していますが、その付加価値をス
テークホルダーへ適切に配分することが、社会的責任を果たすうえで重要であると考えています。

2022年度の当社単体における収入は12,297億円でした。ここには、製品・サービスの販売による売上と、投資配当を含む営業外収益、そ
して特別利益が含まれています。一方、主にお取引先への支払である事業コストは11,608億円でした。
事業活動を通じて生み出した付加価値は、総収入から事業コストを引いた689億円となりました。

従業員への配分である、法定福利費と退職給付費用を含む人件費は、500億円です。
金融機関等の債権者には、資金借入等の利息として、30億円が配分されています。社会・地域への配分は、政府を通じたものと、自社の社
会貢献活動の一環として行ったものとがあります。政府に対しては、会計上の法人税と経費で負担している租税公課の合計で▲49億円を計
上しています。また、寄付金や施設開放、従業員の役務提供等を含む社会貢献活動として4億円を支出しています。
株主（国内外の法人および個人）への配分である支払配当金は、総額で98億円です。
なお、将来に向けた投資や備えに充当する内部留保は、106億円となりました。

■ 経済的付加価値配分

分類 ステークホルダー ⾦額（百万円） 内容／算出⽅法

収⼊ お客さま・お取引先 1,229,709 売上高・営業外収益・特別利益

⽀出

お取引先 1,160,802 事業コスト（売上原価および一般管理費のうち、人件費・租税公
課・寄付金を除いた金額）

従業員 49,982 人件費（法定福利費、退職給付費用を含む）

債権者 3,023 支払利息

政府 ▲4,880 税金（法人税、経費として負担している租税公課）

社会一般 405 寄付金等

株主 9,819 支払配当金

内部留保 10,558 当期純利益から支払配当金を差引いた金額

※ 寄付金に加え、現物寄付、施設開放、従業員の役務提供等を日本経団連方式により金額換算して算定

ステークホルダーへの経済的価値配分

適切な経済的価値配分に努める

2022年度の経済的付加価値

付加価値の配分状況

※
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当社グループは、海外での事業活動に際し、まず各国の国情や国民性を理解し、企業市民として現地の一員として活動することを重視して
います。また、海外事業で得た収益は可能な限り現地に再投資し、事業の成長と地域の持続的な発展に貢献するよう努めています。

退職一時金に係る債務は331億円、確定給付型年金に係る債務は401億円です。このうち668億円（カバー率91.2%）を年金資産として社
外の基金に拠出しています。また、32億円を退職給与引当金として費用化処理し、残額33億円は未認識債務となっています。退職給付費用
の未認識債務については主として10年にわたる定額法に基づいて費用計上しています。

政府からの補助金や助成金等の受給額は0.1億円でした。なお、当社および当社グループ会社については、政府による株式保有はありませ
ん。

海外事業における現地への貢献の考え⽅

退職給付費⽤の拠出

政府から受けた財務的援助
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当社では、毎年開催する定時株主総会を、株主の皆さまと当社の経営トップとが直接対話する貴重な機会として捉えています。そのため、
株主の皆さまが株主総会における報告事項および決議事項について事前に十分検討いただけるよう、当社WEBサイト等において株主総会資
料を法定期日前に開示するとともに、早期発送に努めています。また、取締役会の実効性評価等のコーポレート・ガバナンスの状況につい
て記載する等、情報開示の充実に努めています。

さらに、書面に加えてインターネットによる議決権の行使を可能としているほか、国内外の機関投資家向けの議決権電子行使プラットフォ
ームにも参加しています。株主総会では、映像やナレーションを用いて議事の内容を分かりやすくご説明しているほか、各決議事項に対す
る議決権の行使結果を、株主総会終了後当社WEBサイト等で公表しています。2021年6月24日開催の第96回定時株主総会から、株主の皆
さまの利便性向上のため、ハイブリッド参加型バーチャル株主総会（ライブ配信）を実施しています。ライブ配信した株主総会の動画は当
社WEBサイトに一定期間掲載しています。

■ 所有者別株式分布

2022年度は、決算説明会（四半期ごと）、経営説明会（半期ごと）、事業説明会、サステナビリ
ティ説明会、中期経営戦略説明会を開催しました。各説明会では決算内容、経営方針、サステナビ
リティ等への取り組みについて説明を行った後に質疑の時間を設けることで、参加者とのコミュニ
ケーションの強化を図りました。なお、参加者からいただいたご意見については、毎月経営陣向け
に発行しているIRレポートを通してタイムリーにフィードバックするとともに、説明会での説明や
質疑の内容については、個人投資家の皆さまにもご覧いただけるように、当社WEBサイトに議事
録を掲載しました。
また、機関投資家･証券アナリストの皆さまとは、個別ミーティング及び社長・CFO・社外取締役
とのスモールミーティング、並びに証券会社主催のカンファレンスを通じて活発な意見交換を行い
ました。一方、個人投資家の皆さまとは、個人投資家説明会への参加や株主通信「まてりある通
信」の発行及びWEBサイトへの掲載を通じてコミュニケーションを図りました。

今後もステークホルダーの皆さまとの対話を深化させ、情報公開の維持・向上を図り、積極的な
IR・SR活動を展開していきます。

株主との対話

投資家との対話

■ 2022年度IR・SR活動実績

項 ⽬ 2022年度実績回数

決算説明会（四半期決算ごと） 4回

経営説明会 2回

事業説明会 1回

サステナビリティ説明会 1回

IR・SR個別ミーティング 153件

海外IR 10件

証券会社主催 国内カンファレンス 2回

証券会社主催 個⼈投資家説明会 1回
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アンバサダーが中心となり、「私たち目指す姿」の実現に向けた従業員一人ひとりの宣言を社内外
で共有する「私の目指す姿宣言キャンペーン」を、2022年度に実施しました。従業員の宣言は、
2022年7月に開設した特設サイトに掲載しています。同サイトでは、「会社の目指す姿」を自分な
りに解釈し、日々の仕事に向き合う従業員の姿、自由闊達なコミュニケーションを生むための各種
施策等についても紹介しています。

特設サイト「目指す姿を実現するために」

当社はユニオンショップ制のもと、労働者の基本的な権利である、団体交渉権および結社の自由を尊重し、良好な労使関係の維持に努める
とともに、労使間で定期的な情報共有、意見交換を行っています。特に、三菱マテリアル労働組合総連合会との間で、年２回開催する労使
経営協議会では、各事業の最新の課題、戦略、方針等を踏まえ、活発な議論を交わすことで結束を高め、会社の持続的な成長に向けた方向
性の共有を図っています。
また、事業再編等に際しても十分な時間を設け、丁寧に説明し、協議を行っています。なお、現在の組合員数は単体の直接雇用者(出向者含
む)で4,155名であり、さらに、三菱マテリアル労働組合総連合会に加盟するグループ会社の労働組合の組合員を含めると7,098名となって
います。(2023年3月現在）

■ 組合員数（常勤換算）

項 ⽬ ⼈ 員

単 体 4,155名

グループ含む 7,098名

当社グループでは、自由闊達なコミュニケーションができる健全で風通しの良い組織を目指し、さまざまなコミュニケーション施策を実施
しています。2021年度からはインナーブランディングをスタートし、「私たちの目指す姿」の自分ごと化を目的に、①経営層とのコミュニ
ケーション、②従業員一人ひとり、グループ全体がヨコでつながる、③一人ひとりのチャレンジを支援する方向性で、施策を展開していま
す。
2022年度より、当社単体の全従業員にスマートフォンの貸与を始めました。これにより、従業員にタイムリーに情報を届けたり、従業員同
士がチャットでコミュニケーションが取れるようになったりするなど、社内コミュニケーションの活性化に寄与しています。同時に、DXの
推進、業務効率化の面での活用も進めています。

経営情報の伝達強化、双方向対話を目的としてタウンホールミーティングを開催しています。2022年度は、4つの経営改革について、当社
の従業員を対象に28回、中経2030や決算等について、当社グループの従業員を対象に8回開催しました。

労使のパートナーシップ

コミュニケーション施策

⽬指す姿宣⾔キャンペーン

タウンホールミーティング
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社長自身がパーソナリティーとなって、グループ従業員からのさまざまな質問に答えるラジオ形式
の音声配信「千思万考ON AIR」を2021年度より定期的に実施しています。アーカイブデータを
Link MATERIALS（マテリンク） に掲載し、リアルタイムに配信を聞くことができない従業員も
聴取することが可能です。2022年度は、特別企画として拠点とリアルタイムでつなぎ、従業員が
現場や仕事を紹介するなどの配信を行いました。公式な経営メッセージとは異なり、和やかな雰囲
気でのゲストとのやり取りを通じて社長の率直な考え、人柄を身近に感じることができ、会社や経
営改革の理解にもつながるとの感想が寄せられています。

※ Link MATERIALS（通称︓マテリンク）︓全社のコミュニケーションハブとして主要なニュースのタイ
ムリーな発信やコミュニケーション活性化につながる双方向企画、私たちの目指す姿実現に向けた取り
組み紹介等の情報を発信する社内サイトを開設しています。

当社グループ全体から公募で集まった、インナーブランディング活動の推進メンバーをアンバサダ
ーとして任命し2021年度から活動しています。主な役割は、従業員一人ひとりが「私たちの目指
す姿」を”自分ごと化”し、”行動”できている状態にするための仕掛けづくりです。2022年度は、
第Ⅱ期のアンバサダー16名により、アンバサダーによる音声配信、部署を紹介する動画配信、社
外のさまざまな分野で活躍する方へのインタビュー記事の発信等、さまざまな方法で従業員が目指
す姿への理解を深めるための活動を行いました。

従業員がほかの職場の仕事を半日間体験できる「半日職場体験」を実施しています。他部門・グル
ープ会社を「知る」（他部門・グループ会社の仕事や、働く人を知る。“私たちの目指す姿”にどの
ように貢献しているかを理解する）、「つながる」（部門、会社の枠を超えた横のコミュニケーシ
ョン、関係づくり。職場内での横のコミュニケーション、関係づくり）ためのコミュニケーション
を推進しています。個人が自律的にキャリアを考えるきっかけとしても位置付けています。2022
年度は19の職場で33名が参加しました。

若手従業員がメンターとなり、メンティーである経営層に対してメンタリングを行う仕組みです。業務と異なる立場でさまざまなテーマで
議論することにより、互いに気づきを得る機会となり、自由闊達なコミュニケーションができる風土を醸成することを目指しています。
2023年度は、参加者のアンケート結果等を踏まえ、メンティーが実施期間・頻度・話したいテーマ等の希望を記載したアピールシートを作
成し、メンター自身がメンティーを選べるようにするなど、新たな形で実施します。

千思万考ON AIR

※

リバースメンタリング

アンバサダー活動

半⽇職場体験
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ライブ画像配信によるオンライン講
習会実施

顧客満足の向上

当社の各事業所並びにグループ会社では、お客さまの多様な要望にお応えするため、品質マネジメント活動の一環として、クレーム情報の
分析や、「お客さま満足度調査」を実施しています。分析結果や調査でいただいたお客さまの声は、マネジメントレビューに報告され、真
摯に受け止め、「より良い製品とサービス」の提供に向けた改善に反映しています。

当社は、業界No.1の環境負荷低減を実現した独自の銅製錬技術である三菱連続製銅法を強みに、かねてよりE-Scrapの受け入れ・処理を行
っており、現在、E-Scrapの受け入れ・処理能力は年間16万tと世界最大級となっています。こうした中、顧客サービスのさらなる向上を図
るため、2021年12月20日よりE-Scrap取引の新しいプラットフォーム「MEX」の運用を開始しました。「MEX」は最新のデジタル技術を
活用し、多数の機能を搭載しています。当社は、長年の経験と高い技術力を「MEX」を通してご提供することで、国内外すべてのお客さま
の身近なパートナーを目指します。資源循環部門では、廃製品等のリサイクル処理を行うとともに、再生資源（銅や鉄、樹脂等）をお客さ
まのニーズに合わせた品位や数量で計画的に供給できるよう、原料の回収方法等、リサイクルプロセスの改良を積み重ねる工夫をしていま
す。また、各リサイクル工場においては、社会貢献活動の一環として環境教育の場をご提供するため、積極的にお客さまの工場見学を実施
しています。

当社は、無酸素銅をはじめとする高性能銅合金やシリコン加工品等の製造技術、異種材接合等のプロセス技術に強みを有し、お客さまに不
可欠な高機能製品を提供しています。
お客さまの求める機能的価値を素早く把握するため、将来に向けた製品ロードマップをお客さまと共有することで、お客さまとの強固な信
頼関係を構築し、ファーストコールベンダーを目指しています。

加工技術センターではお客さまに切削工具を正しく使用していただくため、さまざまな技術サポー
トを提供しています。具体的には、工具と切削加工の知識向上を目的とした研修会「切削アカデミ
ー」の開催や、効率的に工具をご使用いただくための切削試験と技術サービス活動、フリーダイヤ
ル技術相談室等を通じて、常にお客さまと直接的なコミュニケーションを図ることを心掛けていま
す。2022年度は2021年度に引き続き、オンライン講習会、リモート切削試験に重点的に対応しま
した。今後もお客さまの要望に応じ、実際の加工ラインでの技術診断や切削加工解析を通じ、総合
的なソリューションを提供していく予定です。

当社は資源のリサイクル事業や再生可能エネルギーの開発を通じて循環型社会に貢献する取り組みを行っています。 再生可能エネルギーに
ついては、長期にわたり環境負荷の少ないエネルギーを安定的に供給することで脱炭素社会の構築への貢献を目指し、日々設備の点検・管
理等を行っています。また、「エネルギーの地産地消」をコンセプトとした地域新電力への電力供給や非化石証書オークションへの参加を
通じて、当社の「再エネ由来」の新たな価値を提供し、お客さまと地域の信頼に応えるよう努めています。

ステークホルダーコミュニケーション

お客さまの満足度向上のために

お客さま満⾜度調査

⾦属事業

⾼機能製品

加⼯事業

再⽣可能エネルギー事業
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地域社会との対話・共生

三菱マテリアルグループは、「人と社会と地球のために」という企業理念のもと、「循環をデザインする」というビジョンを掲げ、「持続
可能な社会（豊かな社会、循環型社会、脱炭素社会）を実現する」ことをミッションとし、行動規範において「国際社会の一員として、そ
れぞれの地域に貢献し、社会と共存共栄を図る」ことを私たちが遵守すべきルールとして制定しています。

地域社会貢献活動⽅針

2023年7月21日制定

三菱マテリアルグループは、創業以来、日本をはじめ世界各地に製造拠点だけでなく調達・営業拠点等を保有しており、地域社会の信
頼を得ることでその事業を続けていくことができると考えています。この当社グループの考えを引き継ぎ、次世代につないでいくため
には、私たち一人ひとりが、ステークホルダーからの期待に応え、社会的責任を自覚して行動することが必要です。
そのため、各地域での自然保護、次世代教育支援やマイノリティ支援を含むダイバーシティ＆インクルージョン等の社会における課題
を解決するための貢献活動を積極的に行い、地域社会との共生を目指します。
また、事業活動により得られた収益は地域社会を含めたステークホルダーへ適切に分配することで、社会的責任を果たしていきます。

企業理念、ミッション、行動規範に沿って、以下の３分野に注力し、事業の持続的な成長を図ります。

1. 地域での環境保護・保全活動の推進
2. 次世代教育・ダイバーシティ＆インクルージョンの支援
3. 地域社会との共生

各地域社会、パートナー団体との対話を通じて社会的ニーズや課題を理解し、貢献や解決に向けた具体的なアクションの施策立
案・実行をします。

三菱マテリアルグループの各拠点が、これまで継続している地域社会とのコミュニケーション活動においても、引き続き実施すること
で、持続可能な地域社会への貢献を進めていきます。

当社単体の地域社会貢献活動における支出として、2022年度は、寄付金3.9億円、従業員の役務提供1,115万円、施設開放16万円など、合
計約4億円 となりました。

※ 金額は当社が定めた算出方法による。

当社では、2011年3月に発生した東日本大震災における社会貢献活動を一過性ではなく、恒常的に実施すべきという認識のもと、2011年度
より、新卒新入社員教育の一環として、新入社員全員が社会奉仕活動に参加する制度を設けています。
入社間もない時期から、当社グループの一員として、社会との関係性を考え、企業の社会的責任の意識を高めることを期待しています。
2022年度は、のべ251名が清掃や祭礼、スポーツイベント等に参加しました。

当社の拠点やグループ会社では、地震発生時等の緊急時に使用する非常用食品・飲料水等を管理しています。更新時期を迎える非常用食
品・飲料水等を、必要としている施設・団体へ寄付しています。

ステークホルダーコミュニケーション

社会貢献活動

注⼒領域●

アプローチ●

地域社会貢献活動への投資

※

新卒新⼊社員の社会奉仕活動参加

更新時期を迎える⾮常⽤⾷品・飲料⽔等の有効活⽤
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■ 当社本社

食品100食、飲料水48本を、特定非営利活動法人難民支援協会へ寄付しました。
また、食品5,300食、飲料水954本を、（株）StockBaseによる、企業で余った備蓄食やノベルティを必要とする団体へ有効活用するマッチ
ングプラットフォームを介し、20件の団体へ寄付しました。

■ 当社三⽥⼯場

食品1,630食を、三田市商工会が開催するフードドライブへ寄付し、三田市のこども食堂へ提供されました。

■ 主な外部団体からの受賞実績（2022年度）

受賞者 表彰実施団体
・組織

受賞内容

三菱マテリアル（株）
堺工場

東日本旅客鉄道（株） 感謝状 2022年3月福島県沖地震復旧対応にて東北
新幹線用トロリー線を早期納入

ＭＭカッパープロダクツ（株）

三菱マテリアルテクノ（株） （公社）空気調和・衛生工学会 第 60 回学会賞
技術賞
建築設備部門
（連名受賞）

横浜市役所の環境・設備計画と実施」の施
工（地中熱）

日本地熱学会 令和4年度日本地熱学会賞
論文賞
（連名受賞）

地中熱利用による地下微生物への影響評価

三菱マテリアル（株）
直島製錬所

文部科学省 令和4年度科学技術分野の文部
科学大臣表彰
創意工夫功労者賞

種板カシメ時の跳ね上り防止による種板垂
直性改善

三菱マテリアル（株） （一社）日本機械工具工業会 2022年（令和4年度）日本機械
工具工業会賞
環境大賞

環境マネジメントシステムに基づく高レベ
ルの組織的な仕組みを構築し、特に地球温
暖化防止や廃棄物削減の取り組みを全社的
に実施、醸成。

（株）ＭＯＬＤＩＮＯ （一社）日本機械工具工業会 2022年（令和4年度）日本機械
工具工業会賞
技術功績賞

超硬OHノンステップボーラー40-
50WHNSBの開発

モノづくり日本会議、（株）日
刊工業新聞社

2022年超モノづくり部品大賞
機械・ロボット部品賞

交差深穴加工対応「超硬OHノンステップボ
ーラー 40-50WHNSB」

三菱マテリアル（株）
三宝製作所

日本銅学会 第56回論文賞 次世代の鉛フリー快削α + β黄銅の開発

三菱マテリアル（株）
イノベーションセンター、三田工場

（一社）日本ファインセラミッ
クス協会

技術振興賞 Cu基板への無加圧接合を実現した焼結型銀
ペーストの開発

三菱マテリアル（株）
イノベーションセンター、若松製作所

（一社）日本伸銅協会 2021年度技術賞 車載用小型端子向け銅合金「MSP5 」の開
発と量産実用化

三菱マテリアル（株）
イノベーションセンター

（一社）日本伸銅協会 日本銅
学会

第56回論文賞
（連名受賞）

固溶強化型銅合金の低温焼鈍条件による転
位パラメータの変化と応力緩和特性への作
用

（公社）日本セラミックス協会 技術奨励賞 液相成膜技術の保護膜への応用と複合機能
化

JMIA 日本鉱業協会 日本鉱業協会賞 MEMS向けチタン酸ジルコン酸鉛薄膜の高
特性化

PT.Smelting（インドネシア･カパー･
スメルティング社）

インドネシア共和国環境林業省 2021-2022 PROPERプログラ
ム
Green Rating

企業の環境管理パフォーマンスを評価する
プログラムでの評価（金、緑、青、赤、黒
の順に格付）

当社グループに対する主な外部評価

Ⓡ
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当社は、「国連グローバル・コンパクト」（以下「UNGC」）に署名し、2022年3月22日付で参加企業として登録されました。 あわせて、
日本におけるUNGCのローカルネットワークである「グローバル・コンパクト・ネットワーク・ジャパン」に加入しました。

UNGCは、各企業・団体が責任ある創造的なリーダーシップを発揮することによって、社会の良き一員として行動し、持続可能な成長を実
現するための世界的な枠組みづくりに参加する自発的な取り組みです。UNGCに署名する企業・団体は、UNGCが掲げる、人権、労働、環
境、腐敗防止の4分野に関わる10の原則を遵守し、実践することが求められます。
当社グループは、「人と社会と地球のために」という企業理念のもと「ユニークな技術により、人と社会と地球のために新たなマテリアル
を創造し、持続可能な社会に貢献するリーディングカンパニー」となることをビジョンとしており、2021年12月1日付で新たに「サステナ
ビリティ基本方針」を策定する等、サステナビリティをより積極的かつ能動的に推進していくことにしています。

UNCGの10原則を支持し、事業活動の中で実践することで、持続可能な社会の実現に貢献

グローバル・コンパクト・ネットワーク・ジャパンホームページ　http://www.ungcjn.org/
国連グローバル・コンパクトホームページ　https://www.unglobalcompact.org/

「国連グローバル・コンパクト」4分野10原則
⼈権

原則1︓人権擁護の支持と尊重
原則2︓人権侵害への非加担

労働

原則3︓結社の自由と団体交渉権の承認
原則4︓強制労働の排除
原則5︓児童労働の実効的な廃止
原則6︓雇用と職業の差別撤廃

環境

原則7︓環境問題の予防的アプローチ
原則8︓環境に対する責任のイニシアティブ
原則9︓環境にやさしい技術の開発と普及

腐敗防⽌

原則10︓強要や贈収賄を含むあらゆる形態の腐敗防止の取組み

社会へのアプローチ

国連グローバル・コンパクトへの署名
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当社は、2021年に迎えた当社グループ創業150周年を契機に、企業理念として掲げる「人と社会と地球のために」の実現に向け、社会課題
の解決に積極的に取り組んでいる団体へ寄付し、継続的な支援を行っています。
寄付先は、企業理念に合致した活動を行い、社会課題の解決、特に「子ども」「学生」「難民」の支援に取り組む団体の中から、これまで
の当社との関係等も踏まえて選定しました。

■ 「⼦ども」「学⽣」を⽀援する団体

「共に生きる社会」をビジョンに、社会課題の解決に向けて、所属する日本全国約80大学・2,500人の大学生を中心にボランティアを企
画・実施しています。

「どんな環境に生まれ育っても、未来を自らつくりだす意欲と創造性を育める社会」を目指し、子どもたちにさまざまな教育機会を届け
る活動を行っています。

■ 「難⺠」を⽀援する団体

紛争や人権侵害等の迫害から日本に逃れてきた難民の方々が新たな土地で安心して暮らせるように支え、ともに生きられる社会の実現を
目指しています。

日本社会と、日本に逃れてきた難民との共創価値を生み出すことによって、自らの境遇に関わらず、ともに未来を築ける社会を目指して
います。
また、当社は同団体の取り組みのひとつである難民人材の育成・採用・定着に伴走をする人材紹介サービスを利用し、協働しています。

社会課題の解決に取り組む団体への寄付

特定⾮営利活動法⼈国際ボランティア学⽣協会●

認定特定⾮営利活動法⼈カタリバ●

特定⾮営利活動法⼈難⺠⽀援協会●

特定⾮営利活動法⼈WELgee（ウェルジー）●
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DX戦略

データとデジタル技術を活用するDX戦略を強力に推進し、ビジネス付加価値・オペレーション競争力・経営スピードの向上の3本柱を推し
進め、DXにおいてもリーディングカンパニーを目指します。

当社グループは、グローバルで勝ち抜くための基盤づくりとしてDX戦略に取り組んでいます。2030年から2050年にかけての私たちの目指
す姿に向けて、「今を強くする︓今の事業をデジタルで強化する」「明⽇を創る︓新たなビジネス・サービスを事業と共創する」「⼈を育
てる︓改革を継続的に進めるための仕組みと人材を強化する」をミッションとしたDX推進部を中心に改革に取り組んでいます。DX推進の3
本柱であるビジネス付加価値、オペレーション競争力、経営スピードの向上を具現化するため、「顧客接点強化」「プロセス連携の強化」
「経営スピードアップ」というDXの重要視点、さらに、これらの基盤となる「システム・データ基盤の整備」と「人材育成・風土醸成」に
照らして、優先的に取り組むべきテーマを選定し、事業部門とIT/デジタル担当部署が一体となった活動を展開しています。当社グループで
は、これらをスピーディーに遂行することで、社会の変化、環境の変化、そして自らの変革に対応するリアルタイム経営を目指していきま
す。この取り組みを2020年度より三菱マテリアルグループのDX「MMDX」と名付け、開始から2年以上が経過した2022年度より
「MMDX2.0」として新たなフェーズへとシフトしています。

DXの深化

DX戦略
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これまでのMMDX活動では顧客接点強化などいくつかのテーマで成果が出はじめている一方、ものづくり領域での限定的なテーマ設定や別
組織が推進するスマートファクトリー活動等との並走、また実行ステージでの実行力不足、現場従業員のMMDXの理解浸透不足等が課題に
なっていました。そこで、2022年度より「MMDX2.0」として以下3点を重点的に取り組んでいます。
第一は、ものづくり領域の強化です。現場に対して効率的・効果的な活動とすべく、従来ものづくりR&D戦略部が取り組んできたスマート
ファクトリー活動などをDXテーマとして取り込み、テーマ・体制ともに一体化しました。なお、MMDX2.0では製造業DXとしての取り組み
である「事業系DX」「ものづくり系DX」「研究開発DX」および全社に関連する取り組みである「全社共通DX」「基幹業務刷新」の5領域
へ再編成しました。
第二は、実行体制の強化です。事業部門などDXテーマの実行主体側にDX推進部のスペシャリストを異動させ、事業・DX部門の一体となっ
た推進体制を構築しました。また、DXテーマのグループ横展開やシステム開発、保守・運用体制の内製化を推進すべく、グループの間接業
務受託会社（（株）マテリアルビジネスサポート）からIT機能を分離し、本社DX推進部の一部従業員も合流したシステム機能会社（三菱マ
テリアルＩＴソリューションズ（株））を設立しました。
そして第三は、ボトムアップ活動の活性化です。従来のトップダウンで設定したDXテーマに加え、現場発のテーマ創出・失敗を許容するチ
ャレンジ制度、従業員への学習プログラム・伴走支援の提供などの仕組み化を通じて、MMDXを現場も含めた全社活動へとすべく取り組ん
でいます。

新たなフェーズ「MMDX2.0」へのシフト
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2023年５月に経済産業省・東京証券取引所・独立行政法人情報処理推進機構より「DX注目企業2023」に選定されました。

「DX注目企業2023」選定は、当社におけるDXの成果や人材育成、企業文化の醸成への取り組みが評価されたものです。当社はE-Scrapを
世界中から受け入れ、有価金属へと再生する事業を行っていますが、その取引業務をオンライン上で行うことのできる新プラットフォーム
「MEX」を2021年12月より運用開始し、DXにより多くの取引先を集客するビジネスモデルを実現させています。
また、DX人材の育成については、全従業員の底上げを目的とした「共通デジタルリテラシー教育」や、事業成長を牽引する人材確保を目的
とした「高度デジタル教育」に取り組んでいます。

これからも「MMDX2.0」を通じて経営改革を実現させ、当社の目指す姿の実現に向けてさまざまな取り組みを実行し、競争力のある企業グ
ループへの進化を目指していきます。

プレスリリースリンク
「DX銘柄2023」の「DX注目企業2023」に初選定

「DX銘柄2023」の「DX注⽬企業2023」に選定TOPICS
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ERP導入による業務プロセスの変革、オペレーションの強
化

当社は、国内外のグループを含めて業務プロセス刷新・標準化を行うべくERP（Enterprise Resource Planning）導入に取り組んでいま
す。
先行的に取り組む会計業務プロセス刷新・標準化に関しては、会計関係業務の抜本見直し・業績把握の迅速化・業績予測の精度向上などを
狙い、2024年度からの本社での運用開始、その後のグループ展開を目指しています。
また、販売・物流業務プロセス刷新・標準化に関しては、グローバル・拠点一気通貫でのオペレーション実現や製品別の原価管理強化など
カンパニーごとの目指す姿に応じたERP導入に向けて検討を進めています。

DXの深化

ERP導入による業務プロセスの変革、オペレーションの強化
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オペレーション強化

銅加工事業のオペレーション強化として、銅製品の生産拠点における歩留まり・生産能力の向上、業務の効率化を目指した製作所の開発生
産データの活用に取り組んでいます。
これまで、製作所の各設備からのデータの収集・蓄積、傾向分析に用いるデータ基盤構築、製造条件の最適化のための不良品の傾向分析に
関するPoC（Proof of Concept︓コンセプトの実証）を実施してきました。
今後は、PoCで得られた結果を踏まえ、製作所のデータを活用した改善活動を効率的かつ迅速に推進するために、「高度分析に向けた現場
データ収集・蓄積の拡充」「各製作所におけるデータ基盤活用のエキスパートの育成」に取り組んでいきます。

加工事業のオペレーション強化として、超硬工具のグローバルな需要供給管理体制の構築に取り組んでいます。
以前から、最終顧客や代理店の需要に迅速かつ適切に対応することや、需給バランスを考慮した最適な販売・生産計画を立案することにつ
いての業務上の課題を抱えていました。
これらの課題に対して、DXを活用した需要・供給・物流管理の高度化に取り組みます。既に、2022年度時点で需要管理ツールを導入し、
需要予測精度向上の取り組みを開始しており、2023年度は供給管理ツールと体制の整備、グローバル拠点への展開を進めていきます。

DXの深化

オペレーション強化

銅加⼯事業 開発・⽣産データ活⽤⾼度化

加⼯事業 超硬⼯具の需給管理⾼度化
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再生可能エネルギー事業においては、クリーンな電力の安定供給という社会責任を果たすために、発電所の操業信頼度の向上が重要なテー
マとなります。そのため、当該事業ではデジタル技術を活用した操業高度化に取り組んでおり、自動予測・制御、予防保全、集中遠隔制御
を目指し、以下３つのステップを進めています。

1. 操業情報のデジタル化
2. データを活用した分析・予測

3. 最適な運転条件下での遠隔操業の実現

地熱・水力発電においては、発電所5ヵ所における保安・保守の巡視点検業務を紙の帳票からタブレット端末を用いたデータベース記録へと
デジタル化しました。また、情報共有の迅速化、傾向・異常分析の容易化にも取り組んでおり、今後は、操業データの蓄積を通じて、操業
情報の可視化やシミュレーションによる操業予測・自動化に取り組んでいきます。

再⽣可能エネルギー事業 発電所操業⾼度化
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新たな付加価値の獲得

当社は、世界中のリサイクラーから受け入れたE-Scrap（廃基板類を主としたリサイクル原料）を製錬し、有価金属へと再生する資源循環事
業を行っています。当該事業において新たな付加価値を実現するため、サプライヤーであるリサイクラー・商社とでスピーディ、かつ簡単
に取引業務ができるE-Scrapビジネスプラットフォーム（MEX）を開発し、2021年12月にサービス提供を開始しました。MEXにより、E-
Scrap取引に関わる情報の透明性を高めるとともに、利便性を高めることによって、より多くのサプライヤーの満足度を向上させ、当社のE-
Scrap納入先としての魅力を高めています。
MEXはサービス提供を開始して以降、以下の機能追加・開発を進め、サービス向上を図ってきました。

E-Scrap取引の引き合い相談・手続き機能
E-Scrap検品時の確認・連絡事項のやり取り機能
受領の電子化（手渡しや郵送でのやり取りから電子形式への移行）
各種機能のスマートフォン対応

将来的には業界全体のプラットフォームへと成長させ、世界のE-Scrapリサイクル率向上に貢献することを目指しています。

DXの深化

新たな付加価値の獲得

製錬・資源循環事業 E-Scrapビジネスプラットフォーム（MEX）
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銅加工事業、電子材料事業において新たな付加価値を実現する取り組みとして、顧客満足度の向上を目的とした顧客接点の高度化に取り組
んでいます。
これまでSFAツールやBIツールの導入により、営業活動の見える化を実現しており、顧客・商談データの分析・活用を通じて、意思決定の
迅速化や顧客に対する効果的な営業・販売活動、納期回答精度向上・スピード改善等の効果的なアクションにつなげています。
今後は、顧客向けポータルサイトを整備し、納期回答の迅速化や発注利便性向上にも取り組む予定です。

加工事業の新たな付加価値を実現するために、デジタル技術を活用した切削加工ソリューションの拡充に取り組んでいます。
「最適な工具の素早い選定」「工具費最適化によるコスト削減」「生産性の高い加工方法の素早い設計・試作」「加工精度の向上・加工時
間の短縮」「再研磨やリサイクルによる効率的な工具使用・工具の在庫最小化」といった顧客の工具選定から工具管理までの加工プロセス
における課題に対して、デジタルサービスを提供していきます。
まずは、2024年度に最適な工具情報やアセンブリ状態が分かる工具選定サービスを提供開始することを計画しています。

銅加⼯・電⼦材料事業 顧客接点⾼度化

加⼯事業 加⼯ソリューションの深化
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当社グループの開発の基本方針は、「お客さまのニーズ、将来の技術トレンドを的確に目利きし、世の中の変化を先取りした製品・技術を
開発・提供すること」です。この基本方針のもと、当社グループ独自の「ユニークな技術」をべースとして、地球に新たな「マテリア
ル」、すなわちグローバルマーケットで勝ち抜く「別格化された製品・技術」を創造し、当社グループの「リーディングカンパニーへの挑
戦」を支えます。
開発戦略では、短期的には各事業のNo.1、オンリーワンに貢献する新製品や新技術をタイムリーに生み出し、中期的には次世代自動車、
IoT、AIなどの分野や持続可能な豊かな社会の構築に貢献する分野で、当社グループの持続的成長の核となる新規事業の開発を推進します。
さらに、長期的な視点で、夢のある将来技術にも果敢にチャレンジしていきます。当社グループは、技術、人材、情熱を結集し、顧客視点
とスピードをキーワードにイノベーションを起こしていきます。
また、メガトレンドや技術トレンドを俯瞰した情報収集や顧客との対話を通じたマーケティング活動を推進し、顧客のニーズやウォンツに
応える新たな価値を創出します。コア技術をベースとした技術開発力とものづくり力を融合することで価値を具現化し、新製品、新サービ
ス、新事業の創出および知的財産の整備に取り組みます。

2023年度は中期経営戦略の初年度として、以下の取り組みを行います。まず、ものづくり力の別格化を実現し、生産プロセスの高度化、ス
マートファクトリー化を推進し、新事業の創出促進に取り組みます。また、メガトレンドを捉えた次世代自動車、IoT／AI、都市鉱山および
クリーンエネルギー・脱炭素化分野、を中心とする研究開発を推進します。
組織面では、アイデア創出、研究開発から量産化・事業化までを一気通貫で実現をするため、ものづくり（生産技術）、開発、マーケティ
ング、新規事業に関する部門を統合した、ものづくり・R＆D戦略部を新設しています。同部内のイノベーションセンターでは、研究開発・
ものづくりの課題や新規事業のテーマごとに、人材を効率的に活用する体制を整え、新製品・新事業の創出や課題解決に向けた開発や技術
獲得を進めています。また、インキュベーションセンターでは、イノベーションセンターから生み出される事業やカンパニー単独では拡大
が難しいと判断される事業等を育成・強化しています。さらに、社内外と連携し、事業基盤強化および新規事業創出を推進するために、戦
略企画室、戦略知財室、新規事業室を同部内に設置しています。
これらの取り組みにより、現在の課題である各戦略間の連携や柔軟な経営資源の配置、総合的なプロジェクトマネージャーや量産化・事業
化の専門人材育成を強化していきます。

■ 推進体制

イノベーションの創出
新しい価値創造への取り組み

研究開発の基本方針

世の中の変化を先取りした新製品・新技術の開発

2023年度以降の強化ポイント
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当社は2019年3月に、JMTCキャピタル合同会社と共同で、材料技術を有するベンチャー企業を投資対象とするコーポレート・ベンチャーフ
ァンド「MMCイノベーション投資事業有限責任組合」を設立しました。
次世代電池や金属加工、IoT・AI、ライフヘルスケアに関連する材料技術、低炭素や都市鉱山に関連するプロセス技術を重点対象として、当
社とシナジーのある技術系スタートアップ企業を支援するとともに協業を加速します。

時期 投資先 投資先の技術・製品 当社の狙い

2019年10月 エレファンテック（株） 金属ナノインクのインクジェット印刷と無電解
銅めっきを用いた、アディティブ・マニュファ
クチュアリングによる電子回路基板の製造技術
を保有している。

同社を評価パートナーとして「銅ナノインク」
の開発を開始、回路基板用に銅の新製品を開拓
し材料供給の機会を狙う。

2020年5月 （株）エネコートテクノロジー
ズ

従来のシリコン系の太陽電池と比べて、高い発
電効率と軽量性、柔軟性を特徴とするペロブス
カイト太陽電池の開発を行っている。

ペロブスカイト太陽電池の性能向上や鉛フリー
化に必要な周辺材料等の開発に関して同社と協
業し、ペロブスカイト太陽電池の普及時の材料
供給の機会を狙う。

2020年6月 CONNEXX SYSTEMS（株） リチウムイオン電池（LIB）と鉛蓄電池を組み合
わせた新規の蓄電池や高出力LIB、次世代電池の
開発・生産技術を有している。

使用済み車載LIBをリユース・リサイクルする技
術開発を進めており、回収された使用済み車載
LIBの定置用蓄電池等へのリユースを同社と検討
することで、リユース事業を推進する。

2020年9月 Nature Architects（株） 部品等の軽量化のために必要な部分のみに強度
を持たせたり、硬い部材に振動を吸収する機能
を付与したりする等の独自の構造体設計技術に
強みがある。

同社と協業し、当社が持つ非鉄金属をはじめと
する材料特性に関する知見と、同社の設計技術
を掛け合わせ、当社の材料を活かした積層造形
で、新たな付加価値を持った独自の製品の開発
に取り組んでいく。

2021年7月 （株）イムノセンス 特許技術「GLEIA（Gold Linked
Electrochemical Immuno Assay）」によっ
て、高感度と小型化を両立した、独自のPOCT
（Point of Care Testing︓医療現場でのリアル
タイム検査）向け免疫センサーを開発・提供す
る。

同社との協業を通じ、当社が持つ非鉄金属をは
じめとする素材に関する知見と、同社のもつラ
イフヘルスケア関連の技術や知見とのシナジー
を見出し、ライフヘルスケア領域に応用するこ
とを目指す。

MMCイノベーションファンド

経営・事業・開発戦略および新規事業戦略に沿った知的財産活動として「戦略対話」を進めています。戦略対話では、知的財産情報の分析
結果を踏まえてカンパニーおよび新規事業部門と対話し、事業展開に必要となる知的財産を戦略的に形成します。戦略対話をはじめとする
各種の知的財産活動を通じて、新しい価値創造の取り組みを支援します。

知的財産

MMCイノベーションファンド

知的財産部⾨の取り組み
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■ 2022年度の主な取り組み

分野 項⽬ 内容

脱炭素
科学技術振興機構（JST）の「未来社会創造
事業/磁性を活用した革新的熱電材料・デバ
イスの開発」に参画

当社は、共同研究を実施している大学とともに未来社会創造事業
へ参画。熱電発電技術の普及のため、高性能化に向けた材料・モ
ジュールを開発する。

当社は、2017年からカーボンニュートラルに向けた新事業の創出として、CO を分解し炭素材料としてリサイクルする技術の研究開発に着
手しています。この取り組みは、2021年10月に「二酸化炭素の化学的分解による炭素材料製造技術開発」として、国立研究開発法人新エネ
ルギー・産業技術総合開発機構（NEDO）の委託事業「カーボンリサイクル・次世代火力発電等技術開発／CO 排出削減・有効利用実用化技
術開発」に採択されました。
この技術は、活性化した還元剤（粉末状の金属酸化物）とCO を反応させることによりCO を分解し、微粒子の炭素ナノ材料（有価物）と
して回収します。回収した炭素ナノ材料は炭素源として多様な用途への応用が期待されます。カーボンリサイクル技術の多くは水素を必要
としますが、本技術は必要な水素量が相対的に少ないうえにプロセス内で水素を生成させる点、還元剤等を繰り返し使用できる循環型プロ
セスである点に特徴があります。
現在、実験室での原理確認や要素研究は完了しており、今後は、スケールアップした試験装置を用いて装置性能の確認や反応条件の適正化
を実施していきます。

プレスリリースリンク
カーボンリサイクル技術がNEDOの研究開発委託事業として採択

環境技術・製品の開発

カーボンリサイクル技術の開発をNEDOの研究開発委託事業として実施TOPICS

2

2

2 2
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社会的価値の探求と創出

当社では、将来を見据えた素材・材料開発を継続するため、カンパニーの成長戦略を実現するために研究開発が注力することを「研究開発
基本方針」としています。
まず注力分野として、「資源循環」「脱炭素」「半導体関連」「モビリティ」を設定し、社会に求められている価値観を反映した製品やブ
ランド戦略に基づく研究開発を実施しています。

また、将来に向けて、当社の事業活動が社会的価値の探求と創出（課題解決）に直結することを目指し、研究開発テーマを戦略的に設定し
活動を展開しています。2030年には素材の動脈と静脈の両方の機能を強化し、さらに温室効果ガス（GHG）の削減に資する新製品やプロセ
ス革新を通じて、「循環をデザインするサステナブルなマテリアルを社会に提供」することを目指しています。

新しい価値創造への取り組み

社会的価値の探求と創出
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ものづくり力の追求

当社では、各事業部門が「ものづくり力別格化」のビジョンを継続的に描くことで、グループ支援機能を最大限に活用して当社グループの
ビジョンの実現を目指します。グループ内外の人的・技術的資源を活用し迅速に問題解決することにより、競合他社とは一線を画した「も
のづくり力」の創出を実現するものです。

「ものづくり力別格化」の実現に向けた取り組みにより、中長期の事業成長につながる事業戦略に基づいた工場ビジョンを実現し、生産プ
ロセス高度化のため、デジタル技術の活用による問題把握力の向上や仕事のやり方変革による本質改善力の向上を実現します。
また、外部の知見を積極的に活用し、さらなるものづくり力の向上を図ります。
工場ビジョンは、ビジョンづくりと施策フォローアップの効率化を図るための実効性のある仕組みを検討していきます。ものづくり経営フ
レームワークでは、「改善力」「運営力」の初回評価を終了し、改善計画の進捗を確認していきます。一方、「革新力」「組織・人材育成
力」は設計を完了して、初期評価を展開します。「生産プロセス高度化」は複数テーマに取り組み、既にAIによる検査自動化テーマについ
ては装置を開発し、工場に設置しています。この開発を通じて獲得した要素技術をほかの工場でも活用するために、積極的に横展開を進め
ていく計画としています。また、スマートファクトリー化にも取り組み、モデル事業と工場の選定、要素技術の定義、調査と開発を進め、
2023年度も品質向上や省人化、製造リードタイムの短縮等を実現する要素技術を確立していきます。
当社では、若手従業員を対象とした実践型ものづくり人材教育プログラムを展開しています。このプログラムは、ものづくり、開発、営
業、管理の各分野に適用し、より実効性の高い取り組みを推進し、工場の収益向上に貢献していきます。また、各工場の管理職には、
DMAIC（定量的プロセス改善）指導者を育成する取り組みも進めています。さらに、2023年度には、ものづくりの課題を掘起し、テーマア
ップ活動を強化していきます。これまでに蓄積したノウハウや技術を活かし、効率的な体制で課題解決に取り組みます。

新しい価値創造への取り組み

ものづくり力の追求

2023年度以降の強化のポイント
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外部機関からの評価・イニシアチブへの参画状況

■ MSCI ESG LEADERS INDEXES

MSCI社によって作成された、各業種の中でESGに優れた銘柄を選別して構築されるインデックスです。当社は2023年６月から構成銘柄に
選定されています。

（クリックするとMSCI公式サイトへ移動します）

■ MSCIジャパンESGセレクト・リーダーズ指数

MSCIジャパンIMIトップ500指数構成銘柄の中から、ESGの取り組みに優れた企業で構成されるインデックスで、当社は2017年7月から構
成銘柄に選定されています。

（クリックすると関連情報をご確認いただけます）

■ MSCI⽇本株⼥性活躍指数（WIN）

日本株の時価総額上位500銘柄の中から、業種ごとに性別多様性に優れた銘柄を選別して構築されるインデックスで、当社は2017年7月か
ら構成銘柄に選定されています。

（クリックすると関連情報をご確認いただけます）

※ 厚生年金と国民年金の積立金の管理・運用を行っている年金積立金管理運用独立行政法人（以下GPIF）は、E（Environment／環境）・S（Social／社
会）・G（Governance／ガバナンス）の要素に配慮した投資を行うため、日本株を対象にESG指数に連動した運用を行っています。
「MSCIジャパンESGセレクト・リーダーズ指標」および、「MSCI日本株女性活躍指数（WIN）」は、いずれもGPIFがESG指標に選定しています。

※ MSCI指数に、三菱マテリアル㈱が含まれていたとしても、また本書におけるMSCIのロゴや商標、サービスマーク、インデックス名の使用は、MSCIまたは
その関連会社による三菱マテリアル（株）のスポンサーシップや是認、宣伝販促とはなりません。 MSCI指数は、MSCIの独占的財産です。 MSCI、MSCI
指数名およびロゴは、MSCIかその関連会社の商標またはサービスマークです。

インデックス組み入れ状況
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■ FTSE Blossom Japan Sector Relative Index

グローバルインデックスプロバイダーであるFTSE Russellにより構築され、各セクターにおいて相対的に、環境、社会、ガバナンス(ESG)
の対応に優れた日本企業のパフオーマンスを反映するインデックスであり、セクター・ニュートラルとなるよう設計されています。また低
炭素経済への移行を促進するため、特に温室効果ガス排出量の多い企業については、TPI経営品質スコアにより改善の取り組みが評価される
企業のみを組み入れています。年金積立金管理運用独立行政法人（GPIF）のESGパッシブ運用ベンチマークとして採用されています。当社
は、2022年3月から構成銘柄に選定されています。

（クリックすると関連情報をご確認いただけます）

※ FTSE Russell (FTSE International Limited と Frank Russell Companyの登録商標)はここに三菱マテリアル（株）が第三者調査の結果、FTSE Blossom
Japan Sector Relative Index組み入れの要件を満たし、本インデックスの構成銘柄となったことを証します。FTSE Blossom Japan Sector Relative
Indexはサステナブル投資のファンドや他の金融商品の作成・評価に広く利用されます。

■ ECPI

ECPI社はルクセンブルクとミラノに拠点を置く、投資運用助言会社（持続可能性投資を専門とした投資運用助言会社）です。業種・地域・
テーマ別の複数のESGインデックスを構成しており、ESGに関連した取り組みで一定の水準を満たした世界の企業で構成する業種別、地域
別、テーマ別のインデックスを保有しています。当社は2018年12月から構成銘柄に選定されています。

■ SOMPOサステナビリティ・インデックス

SOMPOアセットマネジメント（株）が独自に選定するインデックスで、ESG（環境・社会・ガバナンス）の取り組みに優れる約300社が毎
年選定されています。当社は2023年6月から構成銘柄に選定されています。
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■ CDP

CDPは英国ロンドンを拠点とする非営利団体で、機関投資家と連携し、時価総額の上位企業に対して「気候変動」や「水リスク」の戦略や
データ等の開示を求める国際的な枠組みを運営するプロジェクトです。A～D-の８段階のスコアリングにおいて、当社は2022年度、CDP気
候変動では、「A-」の評価となりました。また、CDP水セキュリティでは、最高ランクとなる「A」の評価を初めて取得し、Aリスト企業に
選定されました。

（クリックするとCDP公式サイトへ移動します）

■ MSCI ESG Ratings

MSCI ESGレーティングは、企業の環境（Environment）社会（Social）ガバナンス（Governance）に関する取り組みを調査・分析し、最
上位ランクのAAAからCCCまで7段階で格付けしたもので、ESG投資の世界的な評価指標です。当社の評価は「AA」です（2022年12月時
点）

（クリックするとMSCI公式サイトへ移動します）

※ THE USE BY MITSUBISHI MATERIALS CORPORATION OF ANY MSCI ESG RESEARCH LLC OR ITS AFFILIATES ("MSCI") DATA, AND THE USE
OF MSCI LOGOS, TRADEMARKS, SERVICE MARKS OR INDEX NAMES HEREIN, DO NOT CONSTITUTE A SPONSORSHIP, ENDORSEMENT,
RECOMMENDATION, OR PROMOTION OF MITSUBISHI MATERIALS CORPORATION BY MSCI. MSCI SERVICES AND DATA ARE THE PROPERTY
OF MSCI OR ITS INFORMATION PROVIDERS, AND ARE PROVIDED 'AS-IS' AND WITHOUT WARRANTY. MSCI NAMES AND LOGOS ARE
TRADEMARKS OR SERVICE MARKS OF MSCI.

■ 環境省第４回ESGファイナンス・アワード・ジャパン「環境サステナブル企業」

ESGファイナンス・アワード・ジャパンはESG金融の普及・拡大を目的に、ESG金融または環境・社会事業に積極的に取り組み、社会へイ
ンパクトを与えた機関投資家、金融機関、仲介業者、企業などの先進的な取り組みを表彰するものです。
環境サステナブル企業部門は、環境関連の重要な機会とリスクへの対応を経営戦略に取り込み、企業価値を向上させながら、環境への正の
効果を生み出している企業の具体的な実例を投資家、企業に示すことを目的として設定されています。

（クリックすると環境省公式サイトへ移動します）

ESGに関する外部評価
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■ 健康経営優良法⼈

経済産業省が健康経営の普及促進に向けて制度設計を行っている「健康経営優良法人認定制度」です。
当社は2022年３月以降、日本健康会議より「健康経営優良法人（大規模法人部門）」に認定されています。

（クリックすると経済産業省公式サイトへ移動します）

■ PRIDE指標

企業におけるLGBTQ＋などのセクシュアル・マイノリティへの取り組みに関する評価の指標です。当社は2022年11月以降、（一社）work
with Prideより受賞しています。

（クリックすると（一社）work with Pride公式サイトへ移動します）

■ くるみん

次世代育成支援対策推進法に基づき策定した、労働者の仕事および子育ての両立を目的とした一般事業主行動計画について、目標を達成し
一定の基準を満たした企業が厚生労働大臣より受ける、子育てサポート企業としての認定です。当社は2015年10月から認定を受けていま
す。

（クリックすると厚生労働省公式サイトへ移動します）
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■ えるぼし

女性活躍推進法に基づいて、一般事業主行動計画を策定し、届出を行った企業のうち、一定基準を満たした企業が厚生労働大臣の認定を受
けることができる制度です。当社は2016年5月から認定を受けています。

（クリックすると厚生労働省公式サイトへ移動します）

■ スポーツエールカンパニー

ビジネスパーソンのスポーツ実施率向上を目指すとともに、従業員の健康管理を考え、戦略的に取り組んでいる企業の社会的評価の向上を
目的として、スポーツ庁により創設された認定制度です。当社は2023年3月より認定を受けています。

（クリックするとスポーツ庁公式サイトへ移動します）

■ DX認定事業者

「情報処理の促進に関する法律」に基づき、経済産業省が定める「デジタルガバナンス・コード」の基本的事項に対応し、DX推進の準備が
整っている事業者を国が認定する制度です。当社は2022年1月より認定を受けています。

（クリックすると関連ページへ移動します）

178

https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/0000091025.html
https://www.mext.go.jp/sports/b_menu/sports/mcatetop05/list/1399048.htm
https://disclosure.dx-portal.ipa.go.jp/p/dxcp/top


■ DX注⽬企業2023

東京証券取引所に上場している企業の中から、企業価値向上につながるDXを推進するための仕組みを社内に構築し、優れたデジタル活用の
実績をあげている企業を選定し、紹介する制度です。当社は2023年6月より選定されています。

（クリックすると経済産業省公式サイトへ移動します）

■ 経団連⾃然保護協議会

リオの地球サミット（環境と開発に関する国連会議）が開催された1992年に、「経団連地球環境憲章」の考えを自然保護分野で実践するた
めに設立された組織。当社は経団連自然保護基金を通じてNGOの自然保護プロジェクトへの支援やNGOとの交流、企業への啓発・情報提
供・情報発信、生物多様性の国際目標・国内政策等への提言をはじめとするさまざまな活動を展開しています。

（クリックすると経団連自然保護協議会公式サイトへ移動します）

■ Science Based Targets（SBT）認定

パリ協定目標達成に向け、企業に対して科学的根拠に基づいたGHGの排出削減目標を設定することを推進している国際的なイニシアチブ。
当社は2023年3月より認定を受けています。

イニシアチブへの参画状況
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■ 気候関連財務情報開⽰タスクフォース（TCFD）・TCFDコンソーシアム

金融安定理事会により設置された気候関連財務情報開示タスクフォースの提言へ賛同するとともに、同提言に賛同する企業や金融機関等か
らなるTCFDコンソーシアム。当社は2020年3月より参画しています。

（クリックするとTCFD公式サイトへ移動します）

■ ⽣物多様性のための30by30（サーティ・バイ・サーティ）アライアンス

2030年までに生物多様性の損失を食い止め、回復させる（Nature Positive）国際目標の達成に向けて設立された有志連合で、日本ではこの
目標達成に向け、2030年までに自国の陸域・海域の少なくとも30％を保全・保護すること（30by30（サーティ・バイ・サーティ））の達
成を目指し、国立公園等の保護地域の拡充に加え保護地域以外の企業林等で生物多様性保全に資する地域をOECM（Other Effective area-
based Conservation Measures）として設定しています。当社は2022年4月に参加企業として登録を受けています。

（クリックすると環境省公式サイトへ移動します）

■ 国連グローバル・コンパクト

各企業・団体が責任ある創造的なリーダーシップを発揮することによって、社会の良き一員として行動し、持続可能な成長を実現するため
の世界的な枠組みづくりに参加する自発的な取り組みです。当社は「国連グローバル・コンパクト」に署名し、2022年3月22日付で参加企
業として登録されました。 あわせて、日本におけるUNGCのローカルネットワークである「グローバル・コンパクト・ネットワーク・ジャ
パン」に加入しました。

（クリックするとグローバル・コンパクト・ネットワーク・ジャパン公式サイトへ移動します）
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■ 経済産業省「GXリーグ基本構想」

行政や大学・公的研究機関、金融機関等のGXに向けた挑戦を行うプレイヤーとともに、一体として経済社会システム全体の変革のための議
論と新たな市場の創造のための実践を行う場として設立された指針。当社は2022年4月より賛同しています。

経済産業省 GX基本構想
（クリックすると経済産業省公式サイトへ移動します）

■ 経団連「チャレンジ・ゼロ」

（一社）日本経済団体連合会が日本政府と連携し、気候変動対策の国際枠組み「パリ協定」が長期的なゴールと位置付ける「脱炭素社会」
の実現に向け、企業・団体がチャレンジするイノベーションのアクションを、国内外に力強く発信し、後押ししていく新たなイニシアチブ
です。当社は2020年6月より参画しています。

経団連チャレンジ・ゼロ 公式WEBサイト
（クリックすると経団連チャレンジ・ゼロ公式サイトへ移動します）

■ G20 EMPOWER

経済・ビジネスにおける主要な役割を担う女性の増加とエンパワーメント達成のための民間セクターのアライアンスであり、2019年のG20
大阪サミットで合意され、2020年より本格的に立ち上げられた組織です。

（クリックするとG20 EMPOWER公式サイトへ移動します）

■ パートナーシップ構築宣⾔

経団連会長、日商会頭、連合会長および関係大臣をメンバーとする「未来を拓くパートナーシップ構築推進会議」の趣旨に賛同し、サプラ
イチェーンの取引先や価値創造を図る事業者の皆さまとの連携・共存共栄を進めることで、新たなパートナーシップを構築することを企業
の代表者の名前で宣言するもの。

（クリックすると当社のパートナーシップ構築宣言に移動します）
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サステナビリティデータ一覧（単体、グループ）

①インプット 単位 2019年度
（単体）

2020年度
（単体）

2021年度
（単体）

2022年度
（連結）

原材料・資材投⼊量

総量 千t 17,529 16,597 16,882 ★4,019
内訳 廃棄物 千t 2,233 2,128 2,085 227

副産物 千t 1,084 994 1,072 325
天然資源 千t 14,157 13,408 13,646 3,278
加工品・部品 千t 55 66 79 189

リサイクル原料利用率 ％ 18.9 18.8 18.7 ★13.7

エネルギー投⼊量

総量 TJ 40,015 40,452 40,390 ★29,400
内訳 電力（※買電） ＧＷｈ 1,006 1,099 1,113 1,997

燃料（原油換算） 千ＫＬ 782 770 765 232
非再生エネルギー（※買電） 1,006 1,099 1,093 1,945

①インプット 単位 2019年度
（連結）

2020年度
（連結）

2021年度
（連結）

2022年度
（連結）

取⽔量

総取水量 千m 693,147 667,987 687,683 ★355,299
水源別の取水量 淡水の地表水(雨水、湿地帯の

水、河川、湖水を含む)
千m 8,264 8,451 8,147 7,506

汽水の地表水/海水 千m 632,920 608,598 633,852 311,712
地下水（再生可能） 千m 10,500 9,903 5,109 777
地下水（非再生可能） 千m 非該当 非該当 非該当 非該当
随伴水/混入水 千m 非該当 非該当 非該当 非該当
第三者の水源 千m 41,913 41,035 40,575 35,303

②アウトプット 単位 2019年度
（単体）

2020年度
（単体）

2021年度
（単体）

2022年度
（連結）

温室効果ガス排出量

Scope1, 2 総排出量（CO 換算） 千t 7,540 7,320 7,250 ★1,916
内訳 エネルギー起源 千t 3,204 3,157 3,114 1,592

プロセス由来 千t 3,854 3,716 3,681 1
廃棄物由来 千t 462 428 434 285
その他 千t 19 19 21 38

Scope1排出量（CO 換算） 千t 7,015 6,784 6,736 ★919
Scope2排出量（CO 換算） 千t 525 536 514 ★997
Scope3総排出量（CO 換算） 千t 　- 2,913 3,263 ★11,972
内訳 1.購入した製品・サービス 千t 　- 1,290 1,563 3,995

2.資本財 千t 　- 114 105 284
3.Scope1,2に含まれない燃料
及びエネルギー関連活動

千t 　- 505 525 229

4.輸送、配送（上流） 千t 　- 572 617 751
5.事業から出る廃棄物 千t 　- 1 2 25
6.出張 千t 　- 0 0 3
7.雇用者の通勤 千t 　- 2 2 8
8.リース資産（上流） 千t 　- 非該当 非該当 非該当
9.輸送、配送（下流） 千t 　- 120 126 183
10.販売した製品の加工 千t 　- 202 215 449
11.販売した製品の使用 千t 　- 非該当 非該当 非該当
12.販売した製品の廃棄 千t 　- 106 107 5
13.リース資産（下流） 千t 　- 非該当 非該当 非該当
14.フランチャイズ 千t 　- 非該当 非該当 非該当
15.投資 千t 　- 非該当 非該当 6,038

②アウトプット 単位 2019年度
（連結）

2020年度
（連結）

2021年度
（連結）

2022年度
（連結）

排⽔量

総排出量 千m 687,997 663,918 681,685 ★356,426
放流先別の排出量 淡水の地表水 千m 40,750 40,969 33,261 31,024

汽水の地表水／
海水

千m 645,004 620,720 645,939 323,010

地下水 千m 非該当 非該当 非該当 非該当
第三者の放流先 千m 2,243 2,229 2,485 2,393

総消費量 千m 5,150 4,068 5,998 -1,127

※ 2022年度の水消費量は通常計算方法によりマイナスとなっています。これは、坑廃水処理による排水量が実際の水使用量を上回ったためです。この状況は
当社の持続可能な資源管理の一環であり、通常の計算方法では表現しきれない特異なケースです。

環境関連

3

3

3

3

3

3

3

2

2

2

2

3

3

3

3

3

※ 3
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②アウトプット 単位 2019年度
（単体）

2020年度
（単体）

2021年度
（単体）

2022年度
（連結）

⼤気への排出量
SOx t 730 1,084 786 ★2,682
NOx t 9,542 10,560 10,756 ★867
ばいじん t 221 197 142 ★165

⽔域への排出量

BOD t 72 46 31 ★283
COD t 23 24 27 ★316
窒素 t 125 139 159 ★287
リン t 0 0 0 6

産業廃棄物の排出量

総量 t 12,987 14,982 13,970 ★44,830
内訳 再資源化へ 有害 t 2,325 1,945 1,733 2,926

非有害 t 5,907 8,335 6,553 20,263
最終処分へ 有害 t 48 180 207 4,449

非有害 t 4,706 4,522 5,477 17,192

化学物質の排出量・移動量

排出量 大気 t 34 48 47 39
公共用水域 t 34 27 31 93
土壌 t 0 0 0 0
埋立 t 0 0 0 50

移動量 下水道へ t 0 0 0 1
廃棄物へ t 51 48 42 185

③環境保全コスト 単位 2019年度
（単体）

2020年度
（単体）

2021年度
（単体）

2022年度
（連結）

投資額

事業エリア内コスト 百万円 1,506 2,500 4,848 14,556
　 公害防止コスト 百万円 885 1,404 4,089 2,500

地球環境保全コスト 百万円 442 813 641 11,808
資源循環コスト 百万円 179 283 118 247

上・下流コスト 百万円 0 0 0 13
管理活動コスト 百万円 108 58 46 68
研究開発コスト 百万円 3 3 2 35
社会活動コスト 百万円 0 0 0 0
環境損傷コスト 百万円 26 14 15 5

費⽤額

事業エリア内コスト 百万円 5,606 6,584 6,821 15,743
　 公害防止コスト 百万円 2,605 2,867 3,426 10,101

地球環境保全コスト 百万円 369 326 450 475
資源循環コスト 百万円 2,632 3,390 2,946 5,167

上・下流コスト 百万円 0 0 0 1
管理活動コスト 百万円 269 342 272 1,615
研究開発コスト 百万円 13 22 32 53
社会活動コスト 百万円 11 10 13 13
環境損傷コスト 百万円 105 102 144 142

※1 「産業廃棄物の排出量」は廃棄物処理法に基づく報告値
※2 「化学物質の排出量・移動量」はPRTR制度に基づく報告値

④その他 単位 2019年度
（単体）

2020年度
（単体）

2021年度
（単体）

2022年度
（連結）

環境法令違反により行政処分を受けた件数 件 0 0 0 0
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    2019年度 2020年度 2021年度 2022年度

⼈的資本

従業員数（単体） 男性 単体 4,299名 5,432名 5,455名 4,734名
女性 607名 721名 753名 716名
全体 4,906名 6,153名 6,208名 ★5,450名

従業員数（連結） 全体 連結 28,601名 27,162名 23,711名 ★18,576名
 （内訳）地域別 日本 17,098名 16,414名 13,290名 11,436名

北米 3,874名 3,784名 3,693名 744名
南米 30名 35名 42名 47名
オセアニア 11名 11名 10名 12名
欧州 1,227名 1,175名 1,201名 1,182名
東アジア 1,083名 771名 772名 754名
東南アジア 5,278名 4,972名 4,703名 4,401名

団体交渉権を持つ
従業員の割合

全体 単体 73.9％ 75.0％ 74.6％ 73.7％

採用者数 男性 単体 246名 252名 268名 199名
女性 48名 52名 58名 44名
全体 294名 304名 326名 243名

（内訳）新卒採
用者数

男性 単体 153名 172名 174名 131名
女性 41名 44名 44名 36名
全体 194名 216名 218名 167名

（内訳）経験者
採用数

男性 単体 93名 80名 94名 68名
女性 7名 8名 14名 8名
全体 100名 88名 108名 76名

平均勤続年数 男性 単体 17.7年 18.0年 18.2年 18.4年
女性 14.3年 14.4年 14.1年 14.1年
全体 17.3年 17.6年 17.7年 17.8年

平均年齢 単体 41.3歳 41.8歳 42.0歳 42.2歳
平均残業時間（組合員） 単体 20.0時間 14.2時間 17.1時間 17.8時間
有給休暇取得率（組合員） 単体 89.1％ 79.5％ 81.1％ ★87.3％
障がい者雇用率 単体 2.3％ 2.4％ 2.3％ ★2.3％
女性管理職比率 単体 1.7％ 2.1％ 2.5％ 2.5％
産前産後休暇取得者数 単体 26名 25名 23名 ★16名
介護休業取得者数 男性 単体 1名 3名 3名 2名

女性 0名 1名 2名 0名
全体 1名 4名 5名 ★2名

育児休業取得者数 男性 単体 4名 27名 56名 84名
女性 21名 24名 20名 19名
全体 25名 51名 76名 ★103名

育児休業取得後の復職率 単体 100.0％ 100.0％ 100.0％ 100.0％
離職率 単体 4.5％ 3.8％ 2.9％ 2.9％
自己都合離職率 男性 単体 2.1％ 1.5％ 2.2％ 2.5％

女性 3.1％ 1.7％ 3.1％ 2.2％
全体 2.2％ 1.5％ 2.3％ ★2.5％

　　 （全体内訳）年
齢別

50歳以上 1.3％ 0.5％ 1.3％ 1.0％
30歳～49歳 1.5％ 1.2％ 1.7％ 2.2％
30歳未満 4.8％ 3.9％ 5.1％ 5.6％

男女の賃金の差異 全労働者 単体 - - - 61.8％
うち正規雇用労
働者

- - - 65.3％

うちパート・有
期労働者

- - - 50.3％

エンゲージメントサーベイ(全設問における肯定
的回答率）

単体 - - - 71％

教育・研修 コンプライアン
ス研修の受講者
数（のべ人数）

グループ会社 18,575名 20,989名 19,400名 ★21,214名

年間教育時間総
数（のべ時間）

連結 - - - ★198,567時
間

単体 93,494時間 91,178時間 151,000時間 ★118,565時
間

安全
労働災害度数率 TRIFR 単体 1.68 2.03 1.68 ★2.3

LTIFR 単体 0.17 0.51 0.21 ★0.38
労働災害発生件数 単体 20件 28件 24件 30件

休廃⽌鉱⼭

①当社グループで管理する休廃止鉱山数 グループ
会社

21 21 21 21

②当社グループで文化遺産として公開している
休廃止鉱山数

グループ
会社

4 4 4 4

社会貢献 社会貢献活動支出額
（政治献金含まず）

単体 303百万円 436百万円 443百万円 405百万円

社会関連

※1※2

※3

※4

※5

※5
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※1 当期に離職（定年退職、欠勤期間満了による退職、自己都合退職）した正社員数／当期末の正社員数
※2 2021年4月より、定年退職年齢を従来の60歳から65歳とする定年延長を実施しています。
※3 女性の職業生活における活躍の推進に関する法律に基づき算出しています。
※4 教育・研修受講者数対象グループ会社数︓2018年は70社、2019年は67社、2020年は62社、2021年は53社、2022年は38社、

2021年度から、教育・研修受講者数は、正社員および非正規社員を対象に算出しています。
※5 「労働災害度数率」「労働災害発生件数」には、通勤途上災害および微傷災害は含みません。

    2019年度 2020年度 2021年度 2022年度

コーポレート
ガバナンス

取締役数 単体 11名 10名 10名 10名
社外取締役数 単体 6名 6名 6名 7名
女性取締役数 単体 1名 1名 1名 2名
取締役の女性比率 単体 9.1％ 10.0％ 10.0％ 20.0％
取締役報酬(総額） 単体 273百万円 245百万円 235百万円 219百万円

※ 取締役の人数は、当該年の株主総会終了時点。

    2019年度 2020年度 2021年度 2022年度
政治資⾦団体への寄付額  単体 804千円 633千円 571千円 340千円

内部通報

内部通報窓口への相談件数 単体及び
グループ会社

58件 54件 47件 65件

（内訳） コンプライアンスに関する通報
件数

単体及び
グループ会社

- - - 28件

腐敗に関する通報件数 単体及び
グループ会社

- - - 0件

腐敗に関する違反件数 単体及び
グループ会社

- - - 0件

ハラスメント通報件数 単体及び
グループ会社

- - - 18件

ハラスメント認定件数 単体及び
グループ会社

- - - 4件

2020年
3⽉期

2021年
3⽉期

2022年
3⽉期

2023年
3⽉期

納税額

合計 - - 16,350百万円 18,995百万円
日本 - - 7,345百万円 10,847百万円
米国 - - 793百万円 986百万円
欧州 - - 5,735百万円 2,433百万円
アジア - - 2,090百万円 4,729百万円
その他 - - 387百万円 0
消去等 - - 0 0

※1 2022年３月期より、内部通報窓口への相談件数の内訳を開示しています。
※2 2022年３月期より、連結財務諸表ベースの国別報告事項の算定を行っています。

ガバナンス関連

※

※1 ※1 ※1

※1 ※1 ※1

※1 ※1 ※1

※1 ※1 ※1

※1 ※1 ※1

※2 ※2

※2 ※2

※2 ※2

※2 ※2

※2 ※2

※2 ※2

※2 ※2
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GRIスタンダード対照表

共通スタンダード
GRIスタンダード 項⽬ 掲載箇所 サステナ

ビリティ
レポート
2023

GRI 2︓
⼀般開⽰事項
2021

1. 組織と報告実務
2-1 組織の詳細　 会社概要
2-2 組織のサステナビリティ報告の対象となる事業体 会社概要
2-3 報告期間、報告頻度、連絡先　 編集方針 P2
2-4 情報の修正・訂正記述　 編集方針 P2
2-5 外部保証 独立した第三者保証報告書 P190
2.活動と労働者
2-6 活動、バリューチェーン、その他の取引関係　 製品・事業
2-7 従業員 人材確保と育成 P139
2-8 従業員以外の労働者　 －
3.ガバナンス
2-9 ガバナンス構造と構成　 コーポレートガバナンスの強化

コーポレート・ガバナンス報告書
P124

2-10 最高ガバナンス機関における指名と選出　 コーポレートガバナンスの強化
コーポレート・ガバナンス報告書

P124

2-11 最高ガバナンス機関の議長　 コーポレートガバナンスの強化
コーポレート・ガバナンス報告書

P124

2-12 インパクトのマネジメントの監督における最高ガバ
ナンス機関の役割　

コーポレートガバナンスの強化
コーポレート・ガバナンス報告書

P124

2-13 インパクトのマネジメントに関する責任の移譲　 当社グループにおけるサステナビリティ P4
2-14 サステナビリティ報告における最高ガバナンス機関

の役割　
当社グループにおけるサステナビリティ P4

2-15 利益相反 コンプライアンスの徹底 P108
2-16 重要な懸念事項の伝達　 当社グループにおけるサステナビリティ P4
2-17 最高ガバナンス機関の集合的知見　 コーポレートガバナンスの強化

コーポレート・ガバナンス報告書
P124

2-18 最高ガバナンス機関のパフォーマンス評価　 コーポレート・ガバナンス報告書
2-19 報酬方針　 コーポレートガバナンスの強化

コーポレート・ガバナンス報告書
P124

2-20 報酬の決定プロセス　 コーポレートガバナンスの強化
コーポレート・ガバナンス報告書

P124

2-21 年間総報酬額の比率　 コーポレートガバナンスの強化
コーポレート・ガバナンス報告書

P124

4.戦略、⽅針、実務慣⾏
2-22 持続可能な発展に向けた戦略に関する声明　
2-23 方針声明　 企業理念
2-24 方針声明の実践 当社グループにおけるサステナビリティ P4
2-25 マイナスのインパクトの是正プロセス 当社グループにおけるサステナビリティ

コーポレート・ガバナンス報告書
P4

2-26 助言を求める制度および懸念を提起する制度 お問い合わせ
コンプライアンスの徹底 P108

2-27 法規制遵守 コンプライアンスの徹底 P108
2-28 会員資格を持つ団体　 ステークホルダーとのエンゲージメント P148
5.ステークホルダー・エンゲージメント
2-29 ステークホルダー・エンゲージメントへのアプロー

チ　
ステークホルダーとのエンゲージメント P148

2-30 労働協約　 ステークホルダーとのエンゲージメント P148

GRI内容索引

トップメッセージ
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GRIスタンダード 項⽬ 掲載箇所 サステナ
ビリティ
レポート
2023

GRI 3︓
マテリアルな項⽬
2021

3-1 マテリアルな項目の特定プロセス マテリアリティ（重要課題）への取り組み P7
3-2 マテリアルな項目のリスト マテリアリティ（重要課題）への取り組み P7
3-3 マテリアルな項目のマネジメント マテリアリティ（重要課題）への取り組み P7

200︓経済
GRIスタンダード 項⽬ 掲載箇所 サステナ

ビリティ
レポート
2023

201︓経済パフォ
ーマンス

201-1 創出、分配した直接的経済価値 ステークホルダーとのエンゲージメント P148
201-2 気候変動による財務上の影響、その他のリスクと機

会
脱炭素への取り組み P25

201-3 確定給付型年金制度の負担、その他の退職金制度 ステークホルダーとのエンゲージメント P148
201-4 政府から受けた資金援助 ステークホルダーとのエンゲージメント P148

202︓地域経済で
のプレゼンス

202-1 地域最低賃金に対する標準新人給与の比率（男女
別）

　

202-2 地域コミュニティから採用した上級管理職の割合 人材確保と育成 P139
203︓間接的な経
済的インパクト

203-1 インフラ投資および支援サービス 地域社会との対話・共生
環境負荷低減と環境汚染防止

P157
P53

203-2 著しい間接的な経済的インパクト ステークホルダーとのエンゲージメント P148
204︓調達慣⾏ 204-1 地元サプライヤーへの支出の割合 　
205︓腐敗防⽌ 205-1 腐敗に関するリスク評価を行っている事業所 　

205-2 腐敗防止の方針や手順に関するコミュニケーション
と研修

コンプライアンスの徹底 P108

205-3 確定した腐敗事例と実施した措置 　
206︓反競争的⾏
為

206-1 反競争的行為、反トラスト、独占的慣行により受け
た法的措置

サステナビリティデータ一覧（単体、グループ） P182

207︓税⾦ 207-1 税務へのアプローチ 税務方針 P113
207-2 税務ガバナンス、管理、およびリスクマネジメント 税務方針 P113
207-3 税務に関連するステークホルダー・エンゲージメン

トおよび懸念への対処
税務方針 P113

207-4 国別の報告 税務方針 P113

300︓環境
GRIスタンダード 項⽬ 掲載箇所 サステナ

ビリティ
レポート
2023

301︓原材料 301-1 使用原材料の重量または体積 環境負荷低減と環境汚染防止
リサイクル可能な製品の開発・提供

P53
P19

301-2 使用したリサイクル材料 環境負荷低減と環境汚染防止
リサイクル可能な製品の開発・提供
高度なリサイクル技術による廃棄物の再資源化

P53
P19
P21

301-3 再生利用された製品と梱包材 高度なリサイクル技術による廃棄物の再資源化 P21
302︓エネルギー 302-1 組織内のエネルギー消費量 環境負荷低減と環境汚染防止 P53

302-2 組織外のエネルギー消費量 脱炭素への取り組み P25
302-3 エネルギー原単位 脱炭素への取り組み P25
302-4 エネルギー消費量の削減 脱炭素への取り組み P25
302-5 製品およびサービスのエネルギー必要量の削減 脱炭素への取り組み P25

303︓⽔と廃⽔ 303-1 共有資源としての水との相互作用 脱炭素への取り組み P25
303-2 排水に関連するインパクトのマネジメント 環境負荷低減と環境汚染防止 P53
303-3 取水 環境負荷低減と環境汚染防止 P53
303-4 排水 環境負荷低減と環境汚染防止 P53
303-5 水消費 環境負荷低減と環境汚染防止 P53
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304︓⽣物多様性 304-1 保護地域および保護地域ではないが生物多様性価値
の高い地域、もしくはそれらの隣接地域に所有、賃
借、管理している事業サイト

環境負荷低減と環境汚染防止 P53

304-2 活動、製品、サービスが生物多様性に与える著しい
インパクト

環境負荷低減と環境汚染防止 P53

304-3 生息地の保護・復元 環境負荷低減と環境汚染防止 P53
304-4 事業の影響を受ける地域に生息するIUCNレッドリス

ト並びに国内保全種リスト対象の生物種
環境負荷低減と環境汚染防止 P53

MM1 （所有あるいは賃借し、生産活動または採掘のため
に管理している土地で）開発または原状回復した土
地の面積

現在経営権を有する鉱山がないため該当しません。

MM2 所定の基準に基づき生物多様性管理計画が必要であ
ると確認された事業地の数および割合、並びに管理
計画が導入されている事業地の数（および割合）

環境負荷低減と環境汚染防止 P53

305︓⼤気への排
出

305-1 直接的な温室効果ガス（GHG）排出量（スコープ1） 脱炭素への取り組み
サステナビリティデータ一覧（単体、グループ）

P25
P182

305-2 間接的な温室効果ガス（GHG）排出量（スコープ2） 脱炭素への取り組み
サステナビリティデータ一覧（単体、グループ）

P25
P182

305-3 その他の間接的な温室効果ガス（GHG）排出量（ス
コープ3）

脱炭素への取り組み
サステナビリティデータ一覧（単体、グループ）

P25
P182

305-4 温室効果ガス（GHG）排出原単位 脱炭素への取り組み P25
305-5 温室効果ガス（GHG）排出量の削減 脱炭素への取り組み P25
305-6 オゾン層破壊物質（ODS）の排出量 　
305-7 窒素酸化物（NOx）、硫黄酸化物（SOx）、および

その他の重大な大気排出物
環境負荷低減と環境汚染防止 P53

306︓廃棄物 306-1 廃棄物の発生と廃棄物関連の著しいインパクト 環境負荷低減と環境汚染防止 P53
306-2 廃棄物関連の著しいインパクトの管理 環境負荷低減と環境汚染防止

リサイクル可能な製品の開発・提供
P53
P19

306-3 発生した廃棄物 環境負荷低減と環境汚染防止 P53
306-4 処分されなかった廃棄物 環境負荷低減と環境汚染防止 P53
306-5 処分された廃棄物 環境負荷低減と環境汚染防止 P53
MM3 表土、ずり、尾鉱、スラッジの総排出量およびその

リスク
現在経営権を有する鉱山がないため該当しません。

308︓サプライヤ
ーの環境⾯のアセス
メント

308-1 環境基準により選定した新規サプライヤー 付加価値の高い機能材料・製品の提供 P80
308-2 サプライチェーンにおけるマイナスの環境インパク

トと実施した措置
付加価値の高い機能材料・製品の提供 P80

400︓社会

GRIスタンダード 項⽬ 掲載箇所 サステナ
ビリティ
レポート
2023

401︓雇⽤ 401-1 従業員の新規雇用と離職 人材確保と育成 P139
401-2 正社員には支給され、非正規社員には支給されない

手当
　

401-3 育児休暇 柔軟な働き方の推進 P145
402︓労使関係 402-1 事業上の変更に関する最低通知期間 柔軟な働き方の推進 P145
403︓労働安全衛
⽣

403-1 労働安全衛生マネジメントシステム 労働災害の未然防止 P96
403-2 危険性(ハザード)の特定、リスク評価、事故調査 労働災害の未然防止 P96
403-3 労働衛生サービス 労働災害の未然防止 P96
403-4 労働安全衛生における労働者の参加、協議、コミュ

ニケーション
労働災害の未然防止 P96

403-5 労働安全衛生に関する労働者研修 労働災害の未然防止 P96
403-6 労働者の健康増進 労働災害の未然防止 P96
403-7 ビジネス上の関係で直接結びついた労働安全衛生の

影響の防止と緩和
労働災害の未然防止 P96

403-8 労働安全衛生マネジメントシステムの対象となる労
働者

労働災害の未然防止　 P96

403-9 労働関連の傷害 労働災害の未然防止 P96
403-10 労働関連の疾病・体調不良 　
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404︓研修と教育 404-1 従業員一人当たりの年間平均研修時間 人材確保と育成 P139
404-2 従業員スキル向上プログラムおよび移行支援プログ

ラム
人材確保と育成 P139

404-3 業績とキャリア開発に関して定期的なレビューを受
けている従業員の割合

　

405︓ダイバーシ
ティと機会均等

405-1 ガバナンス機関および従業員のダイバーシティ コーポレート・ガバナンス報告書
人材確保と育成
柔軟な働き方の推進

P139
P145

405-2 基本給と報酬総額の男女比 　
406︓⾮差別 406-1 差別事例と実施した救済措置 人材確保と育成 P139
407︓結社の⾃由
と団体交渉

407-1 結社の自由や団体交渉の権利がリスクにさらされる
可能性のある事業所およびサプライヤー

　

408︓児童労働 408-1 児童労働事例に関して著しいリスクがある事業所お
よびサプライヤー

付加価値の高い機能材料・製品の提供 P80

409︓強制労働 409-1 強制労働事例に関して著しいリスクがある事業所お
よびサプライヤー

付加価値の高い機能材料・製品の提供 P80

410︓保安慣⾏ 410-1 人権方針や手順について研修を受けた保安要員 　
411︓先住⺠族の
権利

411-1 先住民族の権利を侵害した事例 　
MM5 先住民の土地または隣接地域で進めいている事業の

総数、並びに先住民のコミュニティーと正式な合意
を結んでいる事業または事業地の数および割合

現在経営権を有する鉱山がないため該当しません。

413︓地域コミュ
ニティ

413-1 地域コミュニティとのエンゲージメント、インパク
ト評価、開発プログラムを実施した事業所

環境負荷低減と環境汚染防止
付加価値の高い機能材料・製品の提供

P53
P80

413-2 地域コミュニティに著しいマイナスのインパクト
（顕在的、潜在的）を及ぼす事業所

現在経営権を有する鉱山がないため該当しません。

MM6 土地使用並びに先住民の慣習上の権利に関する重大
な紛争の発生数およびその説明

現在経営権を有する鉱山がないため該当しません。

MM7 土地使用並びに地域住民および先住民の慣習上の権
利に関する紛争の解決のために使用された苦情処理
メカニズムがどの程度用いられたかおよびその結果

現在経営権を有する鉱山がないため該当しません。

MM8 事業地内またはその隣接地域で小規模鉱山採掘
（ASM）を実施している事業地の数（および割
合）、その関連リスク、並びにそれらのリスクを管
理・軽減するための措置

現在経営権を有する鉱山がないため該当しません。

MM9 再定住が行われた事業地、事業地ごとの世帯数、並
びに再定住プロセスによって生じた生活への影響

現在経営権を有する鉱山がないため該当しません。

MM10 閉鎖計画のある事業場の数および割合 現在経営権を有する鉱山がないため該当しません。
414︓サプライヤ
ーの社会⾯のアセス
メント

414-1 社会的基準により選定した新規サプライヤー 付加価値の高い機能材料・製品の提供
人権の尊重

P80
P94

414-2 サプライチェーンにおけるマイナスの社会的インパ
クトと実施した措置

　

415︓公共政策 415-1 政治献金 サステナビリティデータ一覧（単体、グループ） P182
416︓顧客の安全
衛⽣

416-1 製品およびサービスのカテゴリーに対する安全衛生
インパクトの評価

付加価値の高い機能材料・製品の提供 P80

416-2 製品およびサービスの安全衛生インパクトに関する
違反事例

　

417︓マーケティ
ングとラベリング

417-1 製品およびサービスの情報とラベリングに関する要
求事項

付加価値の高い機能材料・製品の提供 P80

417-2 製品およびサービスの情報とラベリングに関する違
反事例

　

417-3 マーケティング・コミュニケーションに関する違反
事例

　

418︓顧客プライ
バシー

418-1 顧客プライバシーの侵害および顧客データの紛失に
関して具体化した不服申立

該当する事象はありませんでした。
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〒100-8117 東京都千代田区丸の内３－２－３
丸の内二重橋ビル 22階

https://www.mmc.co.jp/

WEBお問い合わせ先
https://www.mmc.co.jp/corporate/ja/contact/




